
独占禁止法改正法の施行に伴い整備する公正取引委員会規則等について 

（判別手続関係等） 

令和２年６月２５日 

公正取引委員 会  

１ 「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律」

（令和元年法律第４５号。以下「改正法」といいます。）が，令和元年６月１

９日に成立し，同月２６日に公布されました（注１）。これにより，課徴金減

免制度に，事業者の協力が事件の真相の解明に資する程度に応じて課徴金の

減算率を決定する仕組み（以下「調査協力減算制度」といいます。）が導入さ

れます。公正取引委員会では，新たな課徴金減免制度をより機能させる等の

観点から，改正法の施行と同時に，公正取引委員会の行政調査手続において，

所定の手続により一定の条件を満たすことが確認された事業者と弁護士との

間で秘密に行われた通信の内容を記録した物件を審査官がその内容に接する

ことなく還付する手続（以下「判別手続」といいます。）を導入することとし

ています。 

２ これを受け，公正取引委員会では，判別手続の詳細を規定するため，令和２

年４月２日，「公正取引委員会の審査に関する規則」の一部改正（案）及び「事

業者と弁護士との間で秘密に行われた通信の内容が記録されている物件の取

扱指針」（以下「判別手続指針」といいます。）（案）を公表しました。また，

同日，課徴金減免申請者の従業員等が聴取対象者である場合に，当該聴取対

象者からの求めがあれば，供述聴取終了後その場で，当該聴取対象者が自ら

供述した内容に係るメモを作成することを認めることについて，「独占禁止法

審査手続に関する指針」の一部改定（案）を公表しました。これらの公正取引

委員会規則案等については，令和２年４月２日から同年５月１５日までの間，

関係各方面から広く意見を求めたところです（注２）。 

３ 今回の意見募集では，国内外から，判別手続関係に３９件，供述聴取後のメ

モの作成関係に６件の意見が提出されました。公正取引委員会は，提出され

た意見等を慎重に検討した結果，判別手続指針（案）を一部変更した上で，別

紙１から別紙３までのとおり，公正取引委員会規則を一部改正するなどし，

公表することとしました。提出された意見の概要及びそれに対する公正取引

委員会の考え方は別紙４，判別手続指針（案）からの変更点は別紙５のとお

りです（注３）。 

問い合わせ先 公正取引委員会事務総局経済取引局総務課企画室 

        電話 ０３－３５８１－５４８５（直通） 

ホームページ https://www.jftc.go.jp/ 



なお，提出された意見は，公正取引委員会事務総局経済取引局総務課企画室

において閲覧に供します。 

４ これらの公正取引委員会規則等については，改正法の施行の日から施行し

ます（注４）。 

（注１）改正法の概要は，次の公正取引委員会のホームページで公表していま

す。 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2019/jun/190619_1.html 

（注２）このほか，調査協力減算制度の導入に伴い必要となる公正取引委員会

規則等を整備するため，「課徴金の減免に係る報告及び資料の提出に関

する規則」の全部改正（案）及び「調査協力減算制度の運用方針」（案）

についても，令和２年４月２日から同年５月１５日までの間，関係各方

面から広く意見を求めたところです（結果については別途公表予定）。 

（注３）公正取引委員会の審査に関する規則の一部を改正する規則は，法制的

観点から附則第１項について所要の修正を加えた上で公表しています

が，規定の内容を変更するものではありません。 

（注４）改正法は，既に施行された一部の規定を除き，公布の日から起算して

１年６月を超えない範囲内において政令で定める日から施行すること

とされています（改正法附則第１条柱書参照）。 



- 1 -

○
公
正
取
引
委
員
会
規
則
第

号

私
的
独
占
の
禁
止
及
び
公
正
取
引
の
確
保
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
五
十
四
号
）
第
七
十
六
条
第
一
項
及
び

第
八
十
八
条
の
二
の
規
定
に
基
づ
き
、
公
正
取
引
委
員
会
の
審
査
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
次
の
よ
う
に
定

め
る
。

令
和
二
年

月

日

公
正
取
引
委
員
会
委
員
長

杉
本

和
行

公
正
取
引
委
員
会
の
審
査
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

公
正
取
引
委
員
会
の
審
査
に
関
す
る
規
則
（
平
成
十
七
年
公
正
取
引
委
員
会
規
則
第
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す

る
。次

の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
を
こ
れ
に
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲

げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に
対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標

記
部
分
に
二
重
傍
線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
「
対
象
規
定
」
と
い
う
。
）
は
、
そ
の
標
記
部
分
が
異
な
る
も
の
は
改
正
前
欄
に

掲
げ
る
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
と
し
て
移
動
し
、
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前
欄
に
こ
れ
に

別紙１
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対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
加
え
る
。
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改

正

後

改

正

前

目
次

目
次

第
二
章

［
略
］

第
二
章

［
同
上
］

第
一
節

審
査
一
般
（
第
七
条
─
第
二
十
三
条
）

第
一
節

審
査
一
般
（
第
七
条
─
第
二
十
三
条
）

第
一
節
の
二

特
定
通
信
の
内
容
を
記
録
し
た
物
件
の
取
扱
い
等
（
第

二
十
三
条
の
二
─
第
二
十
三
条
の
五
）

第
一
節
の
二

特
定
通
信
の
内
容
を
記
録
し
た
物
件
の
取
扱
い
等

［
節
を
加
え
る
。
］

（
特
定
通
信
の
内
容
を
記
録
し
た
物
件
の
取
扱
い
）

第
二
十
三
条
の
二

審
査
官
は
、
法
第
四
十
七
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
い
て

［
条
を
加
え
る
。
］

同
条
第
一
項
第
三
号
の
規
定
に
よ
り
帳
簿
書
類
そ
の
他
の
物
件
の
提
出
を
命

ず
る
場
合
（
法
第
七
条
の
四
又
は
第
七
条
の
五
の
規
定
に
よ
る
課
徴
金
の
減

免
の
対
象
と
さ
れ
て
い
る
法
第
七
条
の
二
第
一
項
（
法
第
八
条
の
三
に
お
い

て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
違
反
行
為
（
次
条

第
一
項
第
三
号
に
お
い
て
「
課
徴
金
減
免
対
象
違
反
行
為
」
と
い
う
。
）
の

疑
い
の
あ
る
行
為
（
以
下
「
課
徴
金
減
免
対
象
被
疑
行
為
」
と
い
う
。
）
に

係
る
事
件
に
つ
い
て
命
ず
る
場
合
に
限
る
。
）
に
お
い
て
、
物
件
の
所
持
者

（
課
徴
金
減
免
対
象
被
疑
行
為
を
し
た
事
業
者
（
課
徴
金
減
免
対
象
被
疑
行

為
が
法
第
八
条
の
三
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
法
第
七
条
の
二
第
一

項
に
規
定
す
る
違
反
行
為
に
係
る
も
の
で
あ
る
と
き
は
、
当
該
行
為
を
し
た

事
業
者
団
体
の
構
成
事
業
者
。
以
下
同
じ
。
）
又
は
そ
の
役
員
若
し
く
は
従

業
員
に
限
る
。
）
か
ら
文
書
で
当
該
物
件
が
課
徴
金
減
免
対
象
被
疑
行
為
に

関
す
る
法
的
意
見
に
つ
い
て
当
該
事
業
者
と
弁
護
士
（
弁
護
士
法
人
を
含
み

、
当
該
事
業
者
か
ら
独
立
し
て
法
律
事
務
を
行
う
場
合
に
限
る
。
）
と
の
間

で
秘
密
に
行
わ
れ
た
通
信
（
以
下
「
特
定
通
信
」
と
い
う
。
）
の
内
容
を
記

録
し
た
も
の
で
あ
る
旨
の
申
出
及
び
次
条
の
取
扱
い
の
求
め
が
あ
っ
た
場
合

で
あ
っ
て
、
当
該
物
件
に
特
定
通
信
の
内
容
を
記
録
し
た
も
の
で
あ
る
旨
が

表
示
さ
れ
、
当
該
物
件
が
特
定
の
保
管
場
所
（
当
該
事
業
者
に
お
い
て
弁
護

士
に
対
す
る
相
談
の
事
務
を
取
り
扱
う
部
署
又
は
役
員
若
し
く
は
従
業
員
の
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管
理
す
る
場
所
に
限
る
。
次
条
第
一
項
第
五
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
当
該

物
件
以
外
の
物
件
と
区
別
し
て
保
管
さ
れ
て
い
る
と
外
形
上
認
め
る
と
き
は

、
当
該
物
件
に
封
を
施
し
た
上
で
提
出
を
命
じ
、
留
め
置
く
も
の
と
す
る
。

２

前
項
の
求
め
に
係
る
事
業
者
（
以
下
「
特
定
行
為
者
」
と
い
う
。
）
は
、

特
別
の
事
情
が
あ
る
場
合
を
除
き
、
前
項
の
提
出
を
命
じ
ら
れ
た
日
か
ら
二

週
間
以
内
に
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
留
め
置
か
れ
た
物
件
（
以
下
「
特
定
物

件
」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て
、
標
題
、
作
成
日
又
は
取
得
日
、
特
定
通
信
を

し
た
者
、
特
定
通
信
の
内
容
を
知
る
者
、
保
管
場
所
、
概
要
そ
の
他
必
要
な

事
項
を
特
定
通
信
ご
と
に
記
載
し
た
文
書
（
次
条
第
一
項
第
六
号
に
お
い
て

「
概
要
文
書
」
と
い
う
。
）
を
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
特
定
物
件
の
取
扱
い
）

第
二
十
三
条
の
三

特
定
物
件
に
つ
い
て
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
も
満
た
す
こ

［
条
を
加
え
る
。
］

と
が
確
認
さ
れ
た
場
合
に
は
、
留
置
の
必
要
が
な
く
な
っ
た
も
の
と
し
て
、

事
件
の
終
結
を
待
た
な
い
で
、
こ
れ
を
還
付
す
る
も
の
と
す
る
。

一

特
定
通
信
の
内
容
を
記
録
し
た
も
の
で
あ
る
こ
と
。

二

特
定
通
信
の
内
容
の
基
礎
と
な
る
事
実
そ
の
他
の
特
定
通
信
の
内
容
に

当
た
ら
な
い
内
容
を
記
録
し
た
も
の
が
含
ま
れ
て
い
な
い
こ
と
又
は
当
該

特
定
通
信
の
内
容
に
当
た
ら
な
い
内
容
を
記
録
し
た
も
の
が
含
ま
れ
て
い

る
場
合
に
特
定
行
為
者
が
当
該
内
容
と
同
一
の
内
容
の
も
の
を
委
員
会
に

提
出
又
は
報
告
し
た
こ
と
。

三

課
徴
金
減
免
対
象
違
反
行
為
を
行
う
こ
と
若
し
く
は
行
う
こ
と
を
容
易

に
す
る
こ
と
又
は
検
査
を
妨
害
す
る
こ
と
そ
の
他
違
法
な
行
為
を
行
う
こ

と
に
関
す
る
内
容
を
記
録
し
た
も
の
で
な
い
こ
と
。

四

特
定
物
件
の
表
面
そ
の
他
の
見
や
す
い
箇
所
に
特
定
通
信
の
内
容
を
記

録
し
た
も
の
で
あ
る
旨
が
表
示
さ
れ
て
い
る
こ
と
。

五

前
号
に
規
定
す
る
表
示
が
さ
れ
て
い
る
こ
と
の
ほ
か
、
特
定
物
件
が
特

定
の
保
管
場
所
に
特
定
物
件
以
外
の
物
件
と
外
形
上
区
別
し
て
保
管
さ
れ

、
特
定
通
信
の
内
容
を
知
る
者
の
範
囲
に
つ
い
て
そ
の
内
容
の
秘
密
を
保

持
す
る
た
め
の
措
置
が
講
じ
ら
れ
て
い
る
こ
と
に
よ
り
、
適
切
に
保
管
さ

れ
て
い
た
こ
と
。
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六

概
要
文
書
の
記
載
に
誤
り
が
な
い
こ
と
。

２

前
条
第
一
項
の
課
徴
金
減
免
対
象
被
疑
行
為
に
係
る
事
件
の
調
査
に
従
事

す
る
職
員
は
、
当
該
事
件
に
係
る
特
定
物
件
（
前
項
第
二
号
の
規
定
に
よ
り

提
出
又
は
報
告
さ
れ
た
も
の
に
対
応
す
る
も
の
を
除
く
。
）
に
つ
い
て
、
前

項
の
確
認
が
行
わ
れ
て
い
る
間
及
び
同
項
各
号
の
い
ず
れ
も
満
た
す
こ
と
が

確
認
さ
れ
た
と
き
は
、
こ
れ
を
閲
覧
せ
ず
、
又
は
謄
写
し
な
い
も
の
と
す

る
。

（
特
定
物
件
の
確
認
の
手
続
）

第
二
十
三
条
の
四

前
条
第
一
項
の
確
認
は
、
事
務
総
局
官
房
の
職
員
の
う
ち

［
条
を
加
え
る
。
］

委
員
会
が
課
徴
金
減
免
対
象
被
疑
行
為
に
係
る
事
件
ご
と
に
指
定
す
る
職
員

（
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
に
お
い
て
「
判
別
官
」
と
い
う
。
）
が
行
う
。

２

委
員
会
は
、
第
二
十
三
条
の
二
第
一
項
の
課
徴
金
減
免
対
象
被
疑
行
為
に

係
る
事
件
に
つ
い
て
当
該
事
件
の
調
査
に
関
す
る
事
務
に
従
事
し
た
こ
と
の

あ
る
職
員
を
判
別
官
と
し
て
指
定
し
な
い
も
の
と
し
、
当
該
事
件
に
お
い
て

判
別
官
の
指
定
を
受
け
た
こ
と
の
あ
る
職
員
を
当
該
事
件
の
調
査
に
従
事
さ

せ
な
い
も
の
と
す
る
。

３

判
別
官
は
、
前
条
第
一
項
の
確
認
を
行
う
た
め
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
る

と
き
は
、
特
定
行
為
者
に
対
し
、
資
料
の
提
出
そ
の
他
の
必
要
な
協
力
を
求

め
る
も
の
と
す
る
。

４

判
別
官
は
、
特
定
物
件
が
前
条
第
一
項
各
号
の
い
ず
れ
も
満
た
す
こ
と
を

確
認
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
旨
を
特
定
行
為
者
に
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

５

判
別
官
は
、
特
定
物
件
が
前
条
第
一
項
各
号
の
い
ず
れ
か
を
満
た
さ
な
い

こ
と
を
確
認
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
旨
及
び
そ
の
理
由
を
特
定
行
為
者
に
通

知
す
る
も
の
と
す
る
。

（
特
定
物
件
に
つ
い
て
の
閲
覧
及
び
謄
写
）

第
二
十
三
条
の
五

第
十
八
条
の
規
定
は
、
特
定
物
件
の
閲
覧
及
び
謄
写
に
つ

［
条
を
加
え
る
。
］

い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
条
第
一
項
中
「
事
件
の
審
査
」

と
あ
る
の
は
、
「
事
件
の
審
査
又
は
判
別
官
の
確
認
」
と
読
み
替
え
る
も
の

と
す
る
。
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（
文
書
の
フ
ァ
ク
シ
ミ
リ
に
よ
る
提
出
）

（
文
書
の
フ
ァ
ク
シ
ミ
リ
に
よ
る
提
出
）

第
三
十
条

［
略
］

第
三
十
条

［
同
上
］

一

［
略
］

一

［
同
上
］

二

第
二
十
三
の
二
条
第
一
項
の
申
出
及
び
求
め
を
記
載
し
た
文
書

［
号
を
加
え
る
。
］

三

［
略
］

二

［
同
上
］

四

［
略
］

三

［
同
上
］

五

［
略
］

四

［
同
上
］

備
考

表
中
の
［

］
の
記
載
及
び
対
象
規
定
の
二
重
傍
線
を
付
し
た
標
記
部
分
を
除
く
全
体
に
付
し
た
傍
線
は
注
記
で
あ
る
。
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附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
規
則
は
、
私
的
独
占
の
禁
止
及
び
公
正
取
引
の
確
保
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
元
年
法
律
第

四
十
五
号
）
の
施
行
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
特
定
通
信
の
内
容
を
記
録
し
た
物
件
の
取
扱
い
等
に
関
す
る
経
過
措
置
）

２

こ
の
規
則
に
よ
る
改
正
後
の
公
正
取
引
委
員
会
の
審
査
に
関
す
る
規
則
第
一
節
の
二
の
規
定
は
、
こ
の
規
則
の
施
行
日
前

に
私
的
独
占
の
禁
止
及
び
公
正
取
引
の
確
保
に
関
す
る
法
律
第
四
十
七
条
第
一
項
第
四
号
に
掲
げ
る
処
分
が
行
わ
れ
た
事
件

に
つ
い
て
は
、
適
用
し
な
い
。



事業者と弁護士との間で秘密に行われた通信の内容が記録されて

いる物件の取扱指針 

 
令和２年 月  日 

公 正 取 引 委 員 会 

 

第１ はじめに 

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律

（令和元年法律第４５号）が令和元年６月に成立したことにより，私的独占

の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下

「独占禁止法」という。）に事業者の調査協力の度合いに応じて課徴金の減

算率を算定する制度が導入された。これに伴い，事業者が調査協力を効果的

に行うために外部の弁護士に相談するニーズがより高まると考えられる。

そのため，新たな課徴金減免制度をより機能させるとともに，当該相談に係

る法的意見についての秘密を実質的に保護し，適正手続を確保する観点（注

１）から，公正取引委員会は，独占禁止法第７６条第１項の規定に基づく公

正取引委員会の審査に関する規則（平成１７年公正取引委員会規則第５号。

以下「審査規則」という。）により，公正取引委員会の行政調査手続（注２）

において，所定の手続により一定の条件を満たすことが確認された事業者

と弁護士との間で秘密に行われた通信の内容を記録した物件は，審査官そ

の他の当該事件調査に従事する職員（以下「審査官等」という。）がその内

容に接することなく，事件の終結を待つことなく当該事業者に還付するこ

と（以下「本取扱い」という。）とした。そこで，本取扱いの手続を明確に

し，本取扱いの透明性及び事業者の予見可能性を確保する観点から，本指針

を策定することとした。 

 

 （注１）独占禁止法第７６条第２項において，同条第１項の規定により事件の

処理手続について規則を定めるに当たっては，当該手続の適正の確保が

図られるよう留意しなければならないと規定されている。 

 （注２）公正取引委員会の独占禁止法違反被疑事件の調査手続には，行政調査

手続（排除措置命令等の行政処分の対象となり得る独占禁止法違反被疑

事件を審査するための手続）と犯則調査手続（刑事処分を求める告発の対

象となり得る独占禁止法違反被疑事件を調査するための手続）の２つが

あるが，本取扱いは，行政調査手続を対象としているものであり，犯則調

査手続は対象としていない。 

 

 

別紙２
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第２ 本取扱いの内容（審査規則第２３条の２，第２３条の３関係） 

本取扱いは，課徴金減免対象違反行為（注３）の疑いのある行為（以下「課

徴金減免対象被疑行為」という。）に関する法的意見について事業者（注４）

と弁護士（注５）との間で秘密に行われた通信（以下「特定通信」という。）

の内容を記録した物件であって適切に保管されていること等の要件を満た

すことが確認されたものは，審査官等がその内容に接することなく，留置の

必要がなくなったものとして速やかに還付するものである。 

当該確認は，課徴金減免対象被疑行為に係る事件（以下「特定被疑事件」

という。）において，審査官が物件の所持者（注６）に対して提出命令（独

占禁止法第４７条第１項第３号の処分をいう。以下同じ。）を行うに際し，

当該物件の所持者から文書により本取扱いの求めがあった物件について行

う（以下，当該求めがあって留置した物件を「特定物件」と，当該求めに係

る事業者を「特定行為者」という。）。 

 

 （注３）新たな課徴金減免制度の対象とされている独占禁止法第７条の２第１

項（独占禁止法第８条の３において読み替えて準用する場合を含む。）に

規定する違反行為をいう。 

 （注４）課徴金減免対象被疑行為が独占禁止法第８条の３において読み替えて

準用する独占禁止法第７条の２第１項の規定に係るものであるときは，

当該行為をした事業者団体の構成事業者をいう。 

 （注５）弁護士法（昭和２４年法律第２０５号）の規定による弁護士（弁護士

法人を含む。以下同じ。）であって，課徴金減免対象被疑行為をした事業

者から独立して法律事務を行う者をいう。当該事業者と雇用関係にある

弁護士（以下「組織内弁護士」という。）は，当該事業者から独立して法

律事務を行う場合に該当しない。ただし，組織内弁護士が，課徴金減免対

象被疑行為の発覚等を契機として，当該事業者からの文書による指示に

より，当該事業者の指揮命令監督下になく，独立して法律事務を行ってい

ることが明らかな場合には，当該指示があった後は，当該事業者から独立

して法律事務を行う場合に該当する。また，外国弁護士による法律事務の

取扱いに関する特別措置法（昭和６１年法律第６６号）に規定する外国弁

護士及び外国法事務弁護士（外国法事務弁護士法人を含む。）（以下これら

を総称して「外国弁護士等」という。）は，審査規則第２３条の２第１項

の弁護士には含まれない。 

 （注６）課徴金減免対象被疑行為をした事業者又はその役員若しくは従業員に

限る。 
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 １ 特定通信の内容を記録した物件 

特定通信は，課徴金減免対象被疑行為に関する法的意見について課徴金

減免対象被疑行為をした事業者が弁護士に対して秘密に行った相談又はそ

れに対して当該弁護士が秘密に行った回答である。 

当該事業者が法人の場合にあっては，当該事業者の役員又は従業員（以下

「役員等」という。）であって通信の時点において当該事業者を代表して弁

護士に相談する職責にあった者と弁護士との間の秘密に行われた通信（当

該事業者を代表して弁護士に相談する職責にあった者を介して行われた課

徴金減免対象被疑行為に関係する当該事業者の役員等と弁護士との間の秘

密に行われた通信を含む。）が，特定通信に当たる。 

本取扱いの対象となる物件は，特定通信の内容を記録した物件であり，当

該事業者又は当該事業者から相談を受けた弁護士が，特定通信が行われた

日以降に作成若しくは取得した文書等（最初の特定通信の際に既に作成又

は取得したもので実際に用いたものを含む。）又はそれらを一の集合物にま

とめたものである（注７）。 

具体的には，例えば，次のものである。 

・ 特定行為者から弁護士への相談文書 

・ 弁護士から特定行為者への回答文書 

・ 弁護士が行った社内調査に基づく法的意見が記載された報告書 

・ 弁護士が出席する社内会議で当該弁護士との間で行われた法的意見に

ついてのやり取りが記載された社内会議メモ 

 

（注７）課徴金減免対象被疑行為についての社内アンケート調査結果や役

員等へのヒアリング記録等，事実を主たる内容とする文書等は含まれ

ない。 

 

 ２ 適切な保管（審査規則第２３条の３第１項関係） 

  特定物件が本取扱いにより還付されるには，適切に保管されていたこと

が必要となる。具体的には，次のいずれも満たす場合には適切に保管されて

いたものと認められる。 

(1) 表示（審査規則第２３条の３第１項第４号，第５号関係） 

特定物件の表面その他の見やすい箇所に特定通信の内容を記録したも

のである旨の表示がされていること（当該物件が複数の文書等を一の集

合物にまとめたものとして綴り等に保管されている場合にあっては，当

該綴り等にその旨を識別できる表示がされていること。）。 

これに該当する表示は，例えば，次のものである。 
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・ 特定通信の内容を記録した文書等がまとめられて綴られたファイル

の背表紙に「公取審査規則特定通信」と記載があること。 

・ 特定通信の内容を記録した文書の表紙に「公取審査規則第２３条の２

第１項該当」と記載があること。 

(2) 保管場所（審査規則第２３条の３第１項第５号関係） 

特定物件が事業者として管理する特定の保管場所（弁護士に相談する

ことを事務として取り扱う部署又は役員等が管理する場所に限る。）にお

いて保管され，特定物件を保管していた場所と特定物件以外の物件を保

管していた場所とが外観上区分されていたこと。 

これに該当する保管方法は，例えば，次のものである。 

・ 特定通信の内容を記録した物件が保管されていることを表示した，法

務部門が管理する書架に保管され，当該箇所に特定通信の内容を記録

した物件以外の物件が保管されていなかったこと。 

(3) 内容を知る者の範囲（審査規則第２３条の３第１項第５号関係） 

特定物件の内容を知る者の範囲がそれを知るべき者（事業者を代表し

て弁護士に相談する職責にある者又はその職責にあった者等（注８））に

制限されていたこと。 

これに該当する知る者の範囲は，例えば，次のものである。 

・ 特定通信の内容を記録した物件の内容を知る者の範囲が法務部門の

役員等に制限されていたこと。 

 

（注８）当該事業者を代表して弁護士に相談する職責にあった者を介して

弁護士に相談した課徴金減免対象被疑行為に関係する当該事業者の役

員等を含む。 

 

３ 申出書及び概要文書の提出 

(1) 申出書の提出（審査規則第２３条の２第１項関係） 

本取扱いの求めをする物件の所持者は，本取扱いの求めをする物件に

ついて提出命令を受けるに際し，本取扱いを求める文書（以下「申出書」

という。）を審査官に対して提出するものとする。 

(2) 概要文書の提出（審査規則第２３条の２第２項関係） 

特定行為者は，災害等により期限内に概要文書の提出ができないこと

について特別の事情がある場合を除き，提出命令を受けた日から２週間

以内に，特定物件（複数の文書等を一の集合物にまとめたものとして綴り

等に保管されている場合にあっては，当該文書等）について，次のアから

カまでの事項を特定通信ごとに記載した文書（以下「概要文書」という。）
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を公正取引委員会（判別官及び審査官）に対して提出するものとする。 

ア 特定物件の標題 

イ 特定物件の作成又は取得の日 

ウ 特定通信をした者の氏名，特定通信をした時に所属していた組織及

び部署の名称並びに役職名 

エ 特定物件を共有した者の氏名，特定物件を共有した時に所属してい

た組織及び部署の名称並びに役職名 

オ 特定物件の保管場所 

カ 特定物件の概要（作成又は取得経緯等） 

 

４ その他 

(1) 特定被疑事件に関連する外国競争法への対応に係る外国競争法に関す

る法的意見について特定行為者と外国弁護士等との間で秘密に行われた

通信の内容を記録した物件については，当該事件に関連する一次資料や

事実調査資料（後記第４の２(2)イ(ｱ)及び(ｲ)）が含まれているなど当該

事件の調査に必要であると認められる場合を除き，提出命令の対象とし

ない。 

(2) 本取扱いの求めがあった物件が他の行政機関等の調査等のために提出

等されていたとしても，本取扱いの手続に影響を及ぼすものではなく，本

取扱いの要件を欠くこととはならない。 

また，本取扱いの求めがあった物件の内容が，外国弁護士等に共有され

ていたとしても，新たな課徴金減免制度をより機能させることに資する

観点からその共有の必要性が認められ，特定通信の内容の秘密を保持す

るための措置が講じられていると認められるときは，本取扱いの要件を

欠くこととはならない。  

 

第３ 審査官による手続（審査規則第２３条の２第１項関係） 

審査官は，提出命令に際し，本取扱いの求めを受けたときは，当該求めの

あった物件について，表示及び保管の状況を確認する。審査官は，これらが，

外観上，前記第２の２(1)及び(2)を満たすと認める場合，当該物件について，

前記第２の３(1)の申出書の提出を受け，当該物件を封筒等に入れて封をし

た上で，提出命令を行うものとする。 

審査官は，提出命令を行った後（立入検査（独占禁止法第４７条第１項第

４号の処分をいう。以下同じ。）において提出命令を行った場合にあっては，

当該立入検査終了後），遅滞なく，当該申出書とともに，当該物件を，その

封を解くことなく判別官に引き継ぐものとする。 
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第４ 判別手続等（審査規則第２３条の３，第２３条の４関係） 

１ 判別官の指定等 

公正取引委員会は，特定被疑事件ごとに，公正取引委員会事務総局官房の

職員から判別官を指定するものとする。 

公正取引委員会は，審査官等として当該特定被疑事件の調査に関する事

務に従事したことのある職員を判別官として指定せず，当該特定被疑事件

において判別官の指定を受けたことのある職員を当該特定被疑事件の調査

に従事させないものとする。 

 

２ 判別手続 

判別官は，特定物件について，封を解いた上で，後記(1)及び(2)の確認を

する手続（以下「判別手続」という。）を行うものとする。また，判別官は，

判別手続を行うために必要があると認めるときは，特定行為者に対し，資料

の提出その他の必要な協力を求めるものとする。 

審査官等は，特定物件（後記(2)イの確認において提出等されたものに対

応するものを除く。）について，後記(1)及び(2)の確認を行っている間及び

当該確認がされたときは，当該特定物件を閲覧せず，又は謄写しないものと

する。 

(1) 第一次判別手続 

判別官は，特定物件について，特定物件に提出命令が行われた日から原

則として２週間以内に次のアからウまでの確認を行うものとする。 

ア 申出書の記載内容の確認 

申出書について，その記載内容に誤りがないことを確認する。 

イ 概要文書の提出の確認 

特定行為者が，災害等の特別の事情がある場合を除き，提出命令を受

けた日から２週間以内に，概要文書を公正取引委員会（判別官及び審査

官）に提出していることを確認する。 

ウ 適切な保管の確認 

特定物件が，前記第２の２(1)を満たすことを確認する。 

(2) 第二次判別手続 

判別官は，前記(1)アからウまでの確認ができた特定物件について，第

一次判別手続が終わった日から原則として６週間以内に次のアからオま

での確認を行うものとする。 

ア 特定通信の内容が記録されたものであることの確認 

  特定物件が，特定通信の内容が記録されたものであることを確認す

る。 
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イ 対象外文書等の確認 

特定物件について，特定通信に当たらない内容が記録された文書等

（以下「対象外文書等」という。）が含まれていないこと又は対象外文

書等が含まれている場合には，特定行為者から公正取引委員会（判別官）

に対して対象外文書等の写しの提出等があったことを確認する。 

対象外文書等とは，例えば，次のものである。 

(ｱ) 一次資料 

役員等の手帳やノート，会合の内容が記載されたメモ，出張決裁

文書等 

(ｲ) 事実調査資料 

課徴金減免対象被疑行為に関与したとされる役員等に対して行

ったヒアリング記録，課徴金減免対象被疑行為に関する社内アンケ

ート調査結果等 

(ｳ) 他法令等に関する法的意見の内容を記載した文書等 

独占禁止法以外の法令の規定又は独占禁止法の課徴金減免対象

被疑行為以外の規定に関する法的意見について，特定行為者が弁護

士に対して行った相談又はそれに対する当該弁護士が行った回答

を記載したもの 

ウ 検査を妨害すること等に関するものではないことの確認 

  特定物件について，課徴金減免対象違反行為を行うこと若しくは行

うことを容易にすること又は検査を妨害することその他違法な行為を

行うことに関するものではないことを確認する。 

エ 適切な保管の確認 

         特定物件が，前記第２の２(2)及び(3)を満たすことを確認する。 

オ 概要文書の記載内容の確認 

概要文書について，その記載内容に誤りがないことを確認する。 

 

３ 特定行為者への確認等 

判別官は，前記２(1)アからウまで又は同(2)アからオまでのいずれかの

該当性が明らかでない場合には，その旨を特定行為者に対して連絡し，当該

特定物件の取扱いについての対応（記載内容の誤りに関するもの等を含む。）

を確認するものとする。この確認等は，判別手続の期間内に行うものとする。 
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第５ 還付手続等（審査規則第２３条の３，第２３条の４関係） 

１ 還付手続 

(1) 判別官は，前記第４の２(1)アからウまで及び同(2)アからオまでの確

認ができた特定物件について，封筒等に入れて封をする。 

(2) 前記(1)の特定物件については，前記(1)の確認ができた旨を特定行為

者に対して通知し，留置の必要がなくなったものとして速やかに還付す

るものとする（注９）。 

 

  （注９）対象外文書等のうち，一次資料（前記第４の２(2)イ(ｱ)）等につい

て，審査官が特定被疑事件の実態解明のために当該一次資料等の写し

の提出（前記第４の２(2)イ）では足りず，その原物が必要と判断した

場合，当該原物を含む特定物件について前記(2)の還付が行われたとき，

特定行為者に対して当該原物の分離を求めた上で，審査官は当該原物

について提出命令を行うこととなる。 

 

２ 審査官への引継ぎ等 

(1) 審査官への引継ぎ 

判別官は，前記第４の３の確認等の結果，前記第４の２(1)アからウま

で又は同(2)アからオまでのいずれかの確認ができなかった場合にあっ

ては，当該確認ができなかった特定物件を審査官に引き継ぐものとする。 

(2) 特定行為者への通知等 

判別官は，前記(1)の引継ぎをしたときは，その旨及びその理由を，遅

滞なく，特定行為者に対して通知するものとする。 

 

３ 特定行為者による還付の請求への対応 

(1) 還付の請求 

判別官が審査官に引継ぎをした特定物件について，特定行為者が，対象

とする特定物件，理由等を文書により明らかにした上で還付を請求した

場合，審査官は，留置の必要について検討を行うものとする。 

(2) 還付 

前記(1)の検討の結果，留置の必要がなくなったものについては，特定

行為者に速やかに還付するものとする。 

(3) 特定行為者への通知 

前記(1)の検討の結果，留置の必要があると判断した物件については，

特定行為者による還付の請求を却下する旨を，遅滞なく，文書により当該

特定行為者に対して通知する。その文書には，当該却下に対して，審査規
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則第２２条第１項の規定に基づく異議の申立て又は行政事件訴訟法（昭

和３７年法律第１３９号）の規定により取消訴訟を提起することができ

る旨を教示する記載をするものとする。 

 

第６ 閲覧又は謄写の手続（審査規則第２３条の５関係） 

特定行為者から，特定物件についての閲覧又は謄写の求めがあるときは，

事件の審査又は判別手続における判別官の確認に支障を生じない範囲で，

提出命令の翌日以降に，日程調整を行った上で，判別官が指定する場所にお

いて，判別官又はその事務を補助する者の立会いの下，これを認めるものと

する。 

 

第７ 電子データへの対応 

本取扱いの求めのあった電子データ（電子メール等のデータを含む。以下

同じ。）（以下「特定データ」という。）は，原則として，物件と同様に取り

扱うものとする。ただし，電子データの性質等を踏まえ，適切な保管等につ

いては，後記１から６までのとおりとする。 

 

１ 適切な保管 

次のいずれも満たす場合には適切に保管されていたものと認められる。 

(1) 表示 

特定データのファイル名（電子メールの場合は件名）に特定通信の内容

を記録したものである旨の表示がされていること。 

これに該当する表示は，例えば，次のものである。 

・ 特定通信の内容を記録した電子データのファイル名に「公取審査規則

特定通信」と記載があること。 

・ 特定通信の内容を記録した電子メールの件名に「公取審査規則第２３

条の２第１項該当」と記載があること。 

(2) 保存箇所 

特定データが事業者として管理する特定の保存箇所（弁護士に相談す

ることを事務として取り扱う部署又は役員等が管理する箇所に限る。）に

おいて保存（電子メールの場合は特定のメールアカウントで管理）され，

特定データを保存していた箇所と特定データ以外の電子データを保存し

ていた箇所とがデータの保存箇所であるフォルダの名称等によって区別

されていたこと。 

これに該当する保存方法は，例えば，次のものである。 

・ 特定通信の内容を記録した電子データが保存されていることを表示
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した，法務部門が管理するフォルダに保存され，当該フォルダに特定通

信の内容を記録した電子データ以外の電子データが保存されていなか

ったこと。 

(3) 内容を知る者の範囲 

特定データの内容を知る者の範囲がそれを知るべき者（事業者を代表

して弁護士に相談する職責にある者又はその職責にあった者等（注 10））

に制限されていたこと。 

これに該当する知る者の範囲は，例えば，次のものである。 

・ 特定通信の内容を記録した電子データの内容を知る者の範囲が法務

部門の役員等に制限されていたこと。 

 

（注 10）当該事業者を代表して弁護士に相談する職責にあった者を介して

弁護士に相談した課徴金減免対象被疑行為に関係する当該事業者の役

員等を含む。 

 

２ 申出書及び概要文書の提出 

(1) 申出書の提出 

本取扱いの求めをする特定データを複製した記録媒体（必要に応じて

クライアントＰＣ等の本体。以下同じ。）の所持者は，当該記録媒体につ

いて提出命令を受けるに際し，申出書を審査官に対して提出するものと

する。 

(2) 概要文書の提出 

特定行為者は，特定データを複製した記録媒体について提出命令を受

けた後，当該記録媒体について複製した記録媒体の交付を受け，災害等に

より期限内に概要文書の提出ができないことについて特別の事情がある

場合を除き，当該交付を受けた日から２週間以内に，当該特定データに係

る次のアからカまでの事項を特定通信ごとに記載した概要文書を公正取

引委員会（判別官及び審査官）に対して提出するものとする。 

  ア 特定データのファイル名（電子メールの場合は件名） 

  イ 特定データの作成又は取得の日（電子メールの場合は送信又は受信

の日） 

  ウ 特定通信をした者の氏名，特定通信をした時に所属していた組織及

び部署の名称並びに役職名（電子メールの場合は送信者及び受信者の

氏名等） 

  エ 特定データを共有した者の氏名，特定データを共有した時に所属し

ていた組織及び部署の名称並びに役職名（電子メールの場合は送信者
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及び受信者並びに同報者の氏名等） 

  オ 特定データの保存箇所 

  カ 特定データの概要（作成又は取得経緯等） 

 

３ 審査官による手続等 

審査官は，特定データが，前記１(1)及び(2)を満たすと認める場合，当該

特定データについて，他の電子データと別の記録媒体に複製した上で，提出

命令を行う（注 11）。この場合において，審査官は，当該記録媒体を封筒等

に入れて封をするものとする。 

審査官は，提出命令を行った後（立入検査において提出命令を行った場合

にあっては，当該立入検査終了後），遅滞なく，特定行為者から提出のあっ

た申出書とともに，当該記録媒体を，その封を解くことなく判別官に引き継

ぐものとする。 

 

  （注 11）他の電子データの複製に当たって，特定データを分離して複製する

ことができない場合がある。この場合，特定行為者は，申出書とともに，

特定データが保存されているフォルダを記載した文書を提出するものと

する。審査官等は，判別手続中には特定データを印刷又は閲覧しないもの

とする。 

 

４ 判別手続 

   特定データの判別手続は，原則として，前記第４の２と同様に行うほか，

次の(1)から(4)までによるものとする。 

(1) 判別官は，特定行為者が特定データを複製した記録媒体の交付を受け

た日から原則として２週間以内に第一次判別手続を行う。 

  (2) 判別官は，判別手続を行うために必要があると認めるときは，特定行為

者に対し，特定データを閲覧可能にしたもの（以下「閲覧可能文書等」と

いう。）の提出を求める。この提出に当たっては，審査官が，閲覧可能文

書等について提出命令を行い，当該閲覧可能文書等を封筒等に入れて封

をした後，その封を解くことなく速やかに判別官に引き継ぐ。 

(3) 判別官は，判別手続を行うために必要があると認めるときは，特定行為

者に対し，特定データを特定するための情報（ハッシュ値（注 12），電子

メールにおけるメッセージ ID，電子データの容量等）の提出を求める。 

  (4) 特定データを複製した記録媒体に対象外文書等に相当する電子データ

（以下「対象外データ」という。）が含まれている場合には，対象外文書

等の写しの提出等があったことの確認に代えて，判別官は，次のア又はイ
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の確認等を行う。 

ア 当該対象外データと同一性が確保された電子データの提出等があっ

たことを確認すること。 

この提出等に当たっては，当該対象外データと同一であることを示

す文書の提出があったことを確認すること。 

イ 特定データを複製した記録媒体に記録された対象外データに限り，

審査官等の閲覧及び印刷が可能になる状態にすること（特定行為者が

前記アの提出等に代えてイによることを申し出た場合に限る。）。 

   

（注 12）ハッシュ値とは，ハッシュ関数と呼ばれる一定の数式により求

められる値であり，同一の電子データから同一の値が得られるため，

電子データの同一性の確認に用いることとなる。 

 

５ 還付手続 

(1) 判別官は，特定データの判別手続において前記第４の２と同様の確認

及び前記４(2)から(4)までによる確認等ができた記録媒体及び閲覧可能

文書等について，封筒等に入れて封をする。 

(2) 前記(1)の記録媒体及び閲覧可能文書等については，前記(1)の確認等

ができた旨を特定行為者に対して通知し，留置の必要がなくなったもの

として速やかに還付するものとする。 

 

第８ 供述聴取における本取扱いの対象となる物件等に係る配慮 

供述聴取（任意の供述聴取及び独占禁止法第４７条第１項第１号の規定

に基づく審尋をいう。）において，特定被疑事件の調査に従事する審査官等

は，聴取対象者に対し，原則として，判別手続中の物件及び本取扱いにより

還付された物件に記載された特定通信の内容について聴取を行わないもの

とする。 



 
 

 
 

「独占禁止法審査手続に関する指針」の一部改定新旧対照表 

（下線部分は改定部分） 

○独占禁止法審査手続に関する指針（平成２７年１２月２５日公正取引委員会決定） 

改 定 後 改 定 前 

第２ 事件調査手続  

１ （略） 

 

２ 供述聴取 

(1)・(2) （略） 

 

(3) 供述聴取における留意事項  

ア・イ （略） 

 

ウ 審査官等は，聴取対象者が課徴金

の減免に係る事実の報告及び資料

の提出（独占禁止法第７条の４第１

項から第４項まで〔独占禁止法第８

条の３において読み替えて準用す

る場合を含む。〕）を行った事業者

の役員及び従業員等である場合に

おいて，当該聴取対象者からの求め

があったときは，供述聴取終了後そ

の場で，当該聴取対象者による供述

内容に係るメモの作成を認めると

ともに，当該メモの作成のために必

要な範囲で当該聴取対象者からの

質問に応じるものとする。 

 

(4)・(5) （略） 

 

３・４ （略） 

 

第２ 事件調査手続  

１ （略） 

 

２ 供述聴取 

(1)・(2) （略） 

 

(3) 供述聴取における留意事項  

ア・イ （略） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)・(5) （略） 

 

３・４ （略） 

 

 

別紙３
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原案に対する意見の概要及びそれに対する考え方 

（「公正取引委員会の審査に関する規則」の一部改正（案）及び「事業者と弁護士との間で秘密に行われた通信の内容が記録さ

れている物件の取扱指針」（案）並びに「独占禁止法審査手続に関する指針」の一部改定（案）） 

 

１．「公正取引委員会の審査に関する規則」の一部改正（案）及び「事業者と弁護士との間で秘密に行われた通信の内容が記録されて 

いる物件の取扱指針」（案）に対する意見の概要及びそれに対する考え方 

№ 項目 意見の概要 考え方 

1 はじめに 独占禁止法改正法の成立に伴い，弁護士・依頼者間秘匿特

権が導入されることを受け，「公正取引委員会の審査に関す

る規則」の一部改正（案）等が公表された。これは，長らくそ

の創設を求めてきたものであり，議論の進展を歓迎する。概

要文書の提出期限を始め，全体的に事業者が対応可能なもの

とするよう配慮がうかがえるところであるが，更なる改善・

明確化を求める。（団体） 

賛同の御意見として承ります。 

なお，本取扱いは，新たな課徴金減免制度をより機能

させる等の観点から整備するものとして，他の行政手続

や司法手続に影響を及ぼすおそれのない範囲で，可能な

限り国際水準との整合性を図るよう留意しています。 

2 はじめに 指針案第１に記載されている制度趣旨は，今般の独占禁止

法改正が官民協力して真相を解明する制度としてリニエンシ

ー制度を機能させることを目的としており，本取扱いをその

ための制度と位置付ける点で，実態解明を重視しつつ，事業

者の適正手続の保障についても配慮し，両者のバランスをと

ったものと評価する。 

海外で「秘匿特権」とされているものを安易に認めると実

態解明機能が阻害され，適正な法執行が害されることになり

かねず，実態解明と適正手続のバランスを適切に図るために

別紙４ 
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№ 項目 意見の概要 考え方 

慎重かつ十分な議論が必要である。本取扱いは，一定の通信

を保護することとしつつ，実態解明を後退させることのない

よう制度設計されている点で妥当である。（弁護士） 

3 はじめに 本取扱いの趣旨について，課徴金減免制度をより機能させ

るとともに，適正手続を確保する観点から認められたことを

明示したことは評価できる。また，事件処理についての規則

を定めるに当たっては，手続の適正の確保が働くように留意

しなければならないと規定されていることを確認しているこ

とにも意味がある。（弁護士） 

4 はじめに 本取扱いに関しては，依頼者と弁護士間の通信秘密を，制

限的ではあれ一部保護する制度が創設されるという意味で，

従前より一歩前進したと評価し得るものである。他方で，適

用範囲や対象文書等の要件に関しては，必ずしも国際水準と

整合しているとはいえない部分があり，実務で活用されず，

所期の目的を実現できないことを危惧する。独占禁止法改正

の際の衆議院における附帯決議にも「範囲，要件について，

国際水準との整合性を可能な限り図るよう留意した内容とす

る」とあることを踏まえる必要がある。（団体） 

5 はじめに 本取扱いは，「新たな課徴金減免制度をより機能させると

ともに，当該相談に係る法的意見についての秘密を実質的に

保護し，適正手続を確保する観点」から導入するとしている。

「適正手続を確保する」という要請に照らせば，本取扱いは，

本取扱いは，新たな課徴金減免制度をより機能させる

等の観点から整備するものとして，他の行政手続や司法

手続に影響を及ぼすおそれのない範囲で，可能な限り国

際水準との整合性を図るよう留意しています。 
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№ 項目 意見の概要 考え方 

誰でも利用できるような分かりやすく対応可能なものとなる

必要がある。また，諸外国の制度・実務も，適正手続の確保と

いう要請を踏まえた制度となっている。しかしながら，本取

扱いは，これらの要請に合致するものとは言い難い内容が多

く見られ，独占禁止法改正の際の附帯決議の趣旨に合致して

いないと指摘せざるを得ない。（弁護士） 

6 はじめに 本取扱いの趣旨・目的として新たな課徴金減免制度をより

機能させるとあるが，なぜ，機能させることとなるか，明ら

かでない。本取扱いは，事業者が弁護士から法的助言を得る

に当たっての通信内容の秘密を保障することにより，事業者

と弁護士との密接なコミュニケーションを促すものであり，

それが新たな課徴金減免制度の活用につながるという考え方

が前提となっていると考えられる。そうであれば，そのこと

を明らかにすべきである。（弁護士） 

新たな課徴金減免制度が導入されることに伴い，事業

者が調査協力を効果的に行うために外部の弁護士に相談

するニーズが高まると考えられます。本取扱いは，この

ニーズの高まりに対応するものであり，これにより，新

たな課徴金減免制度をより機能させるものと考えます。

この点は，事業者と弁護士との間で秘密に行われた通信

の内容が記録されている物件の取扱指針（以下「指針」と

いいます。）第１において示しています。 

7 本取扱いの内容 規則案では，本取扱いの対象となる事業者について，「課

徴金減免対象被疑行為をした事業者」と規定されている（第

２３条の２第１項）。しかし，事業者が本取扱いの求めを行

う時点では，当該事業者が課徴金減免対象被疑行為を行った

との事実が確定しているわけではない。事業者が課徴金減免

対象被疑行為を行ったことを前提に本取扱いの求めを行うべ

きであるかのように規定することは，事業者が本取扱いを利

用することを抑制しかねないため，「課徴金減免対象被疑行

御指摘の記載は，本取扱いの範囲を明らかにするため，

必要です。 

また，「課徴金減免対象被疑行為」については，その文

言が示すとおり，当該事業者について違反行為の事実が

確定したことを表すものではなく，御懸念は当たらない

と考えます。 
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№ 項目 意見の概要 考え方 

為をした」との文言を削除すべきである。（団体） 

8 本取扱いの内容 事業者団体の違反行為の場合は，その構成事業者だけでな

く，事業者団体も本取扱いを求めることができるようにすべ

きである。 

確かに，課徴金納付命令の対象となるのはその構成事業者

のみであるが，構成事業者に対する課徴金の賦課が事業者団

体による違反行為の抑止となるという関係性を，調査協力の

場面に置き直せば，構成事業者に対する課徴金の減算により

当該団体自体としての自主的な調査協力への動機付けが働き

得るから，当該団体自体として調査協力を効果的に行うため

に外部の弁護士に相談する際の秘密を実質的に保護すること

は，本取扱いの趣旨にかなう。（弁護士） 

事業者団体は，通常，課徴金納付命令の対象ではなく，

新たな課徴金減免制度を利用し得ないため，本取扱いの

対象とすることは適当でないと考えます。 

事業者団体としての自主的な調査協力への動機付けが

働き得るという御指摘については，そのような動機付け

は制度的に担保されておらず，新たな課徴金減免制度を

より機能させるという本取扱いの趣旨に合致するもので

はないと考えます。 

9 本取扱いの内容 本取扱いは，その対象が，課徴金減免対象被疑行為に関す

る法的意見について秘密に行われた通信に限定されている

が，本取扱いを課徴金減免制度を機能させるための制度と位

置付ける以上，妥当である。（弁護士） 

賛同の御意見として承ります。 

10 本取扱いの内容 本取扱いによって秘密が保護されなければならないもの

は，弁護士から法的助言を得るに当たって行われる相談内容

であるから，そのことが明確に分かるようにすべきである（何

も弁護士の法的意見それ自体が秘密の対象とされているわけ

ではないはずである。）。（弁護士） 

本取扱いの対象は，課徴金減免対象被疑行為に関する

法的意見について事業者と弁護士との間で秘密に行われ

た通信です。このことは，指針第２等で示しています。 

11 本取扱いの内容 「課徴金減免対象被疑行為に関する法的意見」とは，課徴 「課徴金減免対象被疑行為に関する法的意見」として
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№ 項目 意見の概要 考え方 

金減免制度を利用することを具体的に検討している段階のも

のに限られるのか，ビジネスの企画段階で取得した法的意見

や，課徴金減免対象被疑行為があったかどうか不確定な段階

で取得した法的意見も含まれるのか等，その限界を明確にさ

れたい。（事業者） 

典型的に想定されるのは，課徴金減免申請や調査協力を

検討するための法的助言ですが，減免申請の検討に至っ

ていない段階での法的助言も，結果として課徴金減免申

請等に資する可能性があるため，「課徴金減免対象被疑行

為に関する法的意見」に含まれ得ると考えます。他方，

「課徴金減免対象被疑行為に関する法的意見」には，様々

なものがあり得ると考えますので，その限界を示すこと

は困難です。 

12 本取扱いの内容 近時，事業者が委任した弁護士と複数の法域における外国

弁護士等の間における迅速かつ緊密な情報交換及び連携も重

要になっている。課徴金減免対象被疑行為に関する法的意見

について事業者と弁護士との間で秘密に行われた電子メール

による通信において，（i）追加的な宛先や写しの送信先とし

て外国弁護士等が含まれていた場合や（ii）当該外国弁護士

等から事業者又は弁護士が返信を受け取った場合であって

も，当該通信（（ii）の場合には，当該返信メールより前に通

信が行われており，当該返信メールに連なるメールチェーン

を含む。）が特定通信に該当する旨を明らかにすべきである。

（弁護士） 

外国弁護士等について，事業者と弁護士との間の通信

の内容が外国弁護士等に共有されていたとしても，新た

な課徴金減免制度をより機能させることに資する観点か

らその共有の必要性が認められることもあり得ることか

ら，指針第２の４（２）を修正しました。 

外国弁護士等に通信の内容を共有した場合に本取扱い

の対象となるか否かは，共有の必要性等についての事業

者からの説明を踏まえ，個別に判断することとなります。 

13 本取扱いの内容 事業者が弁護士を通じて社内調査を実施する場合には，弁

護士の調査を遂行するために合理的に必要な業務委託先及び

弁護士業務の履行補助者の協力を得ることが不可欠となって

本取扱いの対象は，事業者と弁護士との間で秘密に行

われた通信の内容が記録された物件であることから，通

信の主体の一方は，弁護士である必要があります。その



6 
 

№ 項目 意見の概要 考え方 

いる。課徴金減免対象被疑行為に関する法的意見について事

業者と弁護士との間で秘密に行われた電子メールによる通信

において，（i）追加的な宛先や写しの送信先として弁護士の

業務委託先又は履行補助者が含まれていた場合や（ii）当該

業務委託先又は履行補助者から事業者又は弁護士が返信を受

け取った場合であっても，当該通信（（ii）の場合には，当該

返信メールより前に通信が行われており，当該返信メールに

連なるメールチェーンを含む。）が特定通信に該当する旨を明

らかにすべきである。（弁護士） 

ため，御指摘のような弁護士以外の者を通信の主体とす

るものは，本取扱いの対象となりません。また，御指摘の

ような弁護士以外の者は，様々なものがあることから，

それらの者への共有について一律に示すことは困難で

す。 

14 本取扱いの内容 公正取引委員会は，本取扱いの対象となる弁護士の定義を

明確にすべきである。米国においては，弁護士が法的助言を

行うことを補佐する会計士やその他の専門家は，通常，秘匿

特権の保護対象になる。本取扱いの対象となる法的助言を行

うことを補佐する第三者について，本取扱いの対象となる通

信の相手方に含まれる旨を明示すべきである。（弁護士） 

15 本取扱いの内容 組織内弁護士について，一律に除外するのではなく，事業

者から独立して法律事務を行っていると認められる場合に本

取扱いの弁護士に当たるとしていることは妥当である。 

・個別具体的に柔軟な解決を目指すものである。 

・組織内弁護士は，事業者に雇用され指揮命令を受ける地位

にあるから，通常事業者に従属する立場にあり，組織内弁

護士との通信を証拠としない扱いを認めることは実態解明

賛同の御意見として承ります。 
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を大きく後退させるから，当該要件の下で限定する必要が

ある。 

（個人，弁護士） 

16 本取扱いの内容 組織内弁護士も，「文書による指示」を前提に，当該事業者

の指揮命令監督下になく独立して法律事務を行っていること

が明らかな場合には本取扱いにおける弁護士に該当すること

になるとされているが，当該弁護士が当該事業者の組織内弁

護士として過去に協力関係にあったことは事実であり，「独

立した立場」が「課徴金減免対象被疑行為の発覚等を契機」

としていることからも，当該事業者の過去の状況を把握して

いたことが想定される。当該事業者が「特定通信の秘密保持」

を利用して防御権を強め，調査等の妨害に結び付くようなこ

とがないよう実質的な独立性が確保されていることを徹底

し，「特定通信の内容を記録した物件」の対象となる文書の

限定を広げないことを求める。（個人，団体） 

御指摘も踏まえつつ，適切に判断してまいります。 

17 本取扱いの内容 本取扱いにおける弁護士に組織内弁護士も含むこととすべ

きである。 

・ 弁護士法等の我が国の既存の法制度や日本弁護士連合会

会則においては，組織内弁護士はその他の弁護士と区別さ

れていない。 

・ 米国，英国などの法域では，組織内弁護士が弁護士とし

て職務を行う場合は弁護士依頼者間秘匿特権の対象となっ

事業者から独立して法律事務を行っていない弁護士

は，事業者の意思や指示によらず中立的に法的助言を行

うことが客観的に期待できないことから，これを本取扱

いにおける弁護士に含めることは新たな課徴金減免制度

をより機能させる等の本取扱いの趣旨に合致するもので

はないため，本取扱いの対象となる弁護士とすることは

適当でないと考えます。ただし，組織内弁護士であって
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ている。 

・ 弁護士職務倫理規程では，組織内弁護士は，事業者から

影響を受けやすいことに配慮し，特別の倫理義務を課す手

当てがされている。 

・ 事業者が相談する可能性が一番高いのは組織内弁護士で

あって，課徴金減免制度をより機能させるという制度趣旨

にも資する。組織内弁護士は新司法試験実施以降増加し，

その活用は司法制度改革にも資する。 

・ 法務部門は広範囲に及ぶ法的事案を取り扱っており，本

取扱いの保護を受けるために，組織内弁護士が事業者から

独立して法律事務を行う（公正取引委員会に係る事案のみ

に専念する）ことは，多くの事業者にとって実行不可能な

ことであり，公正取引委員会への調査協力を妨げる。 

（個人，団体，弁護士） 

も事業者から独立して法律事務を行っている場合には，

本取扱いの目的に資すると考えられるため，本取扱いに

おける弁護士として対象となることを示しています。 

なお，ＥＵにおいては，社外弁護士との通信のみがい

わゆる弁護士・依頼者間秘匿特権の保護の対象となって

いると承知しています。 

18 本取扱いの内容 公正取引委員会は，組織内弁護士による通信が本取扱いを

受けるために組織内弁護士又は事業者がどのような資料や情

報を公正取引委員会に提供すべきかについて，例えば，次の

ような点を明らかにすべきである。 

 ・ 「組織内弁護士が，課徴金減免対象被疑行為の発覚等を

契機として，当該事業者からの文書による指示により，当

該事業者の指揮命令監督下になく，独立して法律事務を行

っていることが明らかな場合」と評価されるための具体的

本取扱いの対象となる弁護士は，公正取引委員会の審

査に関する規則（以下「規則」といいます。）において「事

業者から独立して法律事務を行う場合に限る」と規定し

ています。御指摘の組織内弁護士に係る記載は，当該規

定が例外的に組織内弁護士に当てはまる場合の考え方を

示すものです。 

事業者から組織内弁護士に対する，独立して法律事務

を行うことの指示の内容は，事業者により，また，事案に
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な基準・要件を明確化すること（電子データについても同

様）。 

 ・ 文書による指示において満たされるべき個別の要素を定

めること。 

 ・ 事業者が，組織内弁護士に対し，当該弁護士の永続的な

職務上の役割として，独立性を認めることを容認するこ

と。 

（団体，事業者） 

より様々あり得ると考えますので，どのような内容の文

書であるべきかを定型的に示すことは困難ですが，事業

者の指揮命令監督下にない旨のほか，当該文書の発出元，

発出先，日時（期間），業務の内容が明確にされている必

要があると考えます。 

事業者に雇用された組織内弁護士の職務上の役割につ

いて，永続的に独立して法律事務を行うことを命じるこ

とは，その具体的な必要性が不明であり，仮にそのよう

な指示があるとしても，実質を伴わない可能性があるこ

とから，御指摘のような容認は適当でないと考えます。 

19 本取扱いの内容 当該事業者の指揮命令監督下になく，独立して法律事務を行

っている場合や行っていない場合の具体例を示されたい。（団

体） 

独立して法律事務を行っている具体例としては，例え

ば，組織内弁護士が，カルテルに関する内部通報を契機

として，法令遵守のために中立の立場で社内監査を行う

べき旨の業務命令書を受け取り，社外監査役の直下に配

置され，その他の業務から離れたような場合が考えられ

ます。 

独立していない具体例としては，例えば，事業部門に

おいて当該部門の上司の指揮命令監督下で業務を行うよ

うな場合が考えられます。 

20 本取扱いの内容 組織内弁護士が含まれないことについては賛成する。一方

で，「独立して法律事務を行っていることが明らか」という

要件については，事業者の指示等が存在したことにより示さ

本取扱いでは，例外的に組織内弁護士も対象となる場

合について，実質的に独立して法律事務を行っているこ

とを必要としており，事業者の指示等が存在したことの
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れることを明記すべきである。（団体） みをもって対象となるものではありません。 

21 本取扱いの内容 指針案では，組織内弁護士が本取扱いの対象となる要件に

ついて，「課徴金減免対象被疑行為の発覚等を契機として」

とされている（「第２ 本取扱いの内容」（注５））。しかし，

「発覚等」の内容が明らかではないため，どのようなケース

を想定しているのか明文化すべきである。例えば，具体的な

事実の発覚が無い段階で，疑われる可能性のある事実が無い

かを独立委員会の形で弁護士である法務部員が社内調査を実

施する場合も含まれ得るとの理解でよいか。（団体） 

御指摘の記載は，組織内弁護士に対して一律に独立性

を与える指示を出すなど独立性を形式的なものとする場

合を除外するものです。 

「課徴金減免対象被疑行為の発覚」は，契機の例示で

あり，お尋ねの場合であっても，具体的な必要性に応じ

て独立して法律事務を行うよう文書による指示がなされ

た場合には含まれ得ると考えますが，判別手続において，

事業者からの説明を踏まえ，個別に判断することとなり

ます。 

22 本取扱いの内容 組織内弁護士が除外されるとしても，「被疑事実の発覚等

を契機として…独立して法律事務を行うことが明らかな場

合」を柔軟に解釈し，被疑事実の発覚後に実態解明調査に基

づき法的助言をしている場合は，原則これに当たることを明

示すべきである。（弁護士） 

御指摘の場合は，事業者から独立して法律事務を行っ

ていることが明らかな場合とはいえません。 

23 本取扱いの内容 違反被疑行為の主体となった事業部門と法務部門が指揮命

令監督のラインを異にしている場合は，法務部門所属の組織

内弁護士については，事業者の指揮命令監督下にない「弁護

士」に該当し得るか。会社法における監査役等の監督機能，

独立性に鑑み，法務部門が監査役等の指揮命令下で法律事務

を行っている場合はどうか。（団体） 

お尋ねの場合について，本取扱いの対象となることも

あると考えられますが，必ずしも事業者から独立して法

律事務を行っているとは限らないことから，事業者から

の説明を踏まえ，個別に判断することとなります。 

24 本取扱いの内容 「事業者から独立して法律事務を行う弁護士」という表現 御指摘の労働契約や業務委託契約には，様々な内容の
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を用いているが，事業者と労働契約を締結している弁護士は

ここでいう「事業者から独立して法律事務を行う弁護士」に

該当しないという理解でよいか。 

なお，労働契約であるから独立性が無く，業務委託契約で

あるから独立性があるというのは実態にそぐわない。仮にそ

のような区分を採るとしても，事業者と継続的な取引関係に

ある弁護士は独立性が無いと考えるのが実態に即しているも

のと考える。（個人） 

ものがあり得ると考えますので，それらの契約の形態を

もって事業者から独立して法律事務を行う弁護士に該当

するか否かを一律に示すことは困難です。 

25 本取扱いの内容 社内弁護士が「指揮命令監督下になく，独立して法律事務

を行っていることが明らか」と認められるためには，雇用契

約の解約が必要となるわけではないことを確認したい。（団

体） 

組織内弁護士は，通常は事業者の指揮命令監督下にあ

ると考えますが，例外的に，事業者の文書による指示に

よって「指揮命令監督下になく，独立して法律事務を行

っていることが明らか」である場合は本取扱いにおける

弁護士となるものであり，雇用契約の解約まで必要とす

るものではありません。 

26 本取扱いの内容 社内弁護士が事業者からの独立性がないため本取扱いの

「弁護士」と認められないことの立証責任は，公正取引委員

会にあることを確認したい。（団体） 

組織内弁護士は，原則として本取扱いの対象となりま

せん。組織内弁護士が，事業者の指揮命令監督下になく，

独立して法律事務を行っていることは，事業者の説明が

なければ判断できませんので，その説明は，事業者側に

求められるものとなります。 

27 本取扱いの内容 本取扱いにおける弁護士に外国弁護士等も含むこととすべ

きである。 

・ 米国では，日本法弁護士及び外国法コンサルタントにも，

外国弁護士等は，日本法の法律事務を行うものではな

いことから，その法的意見は独占禁止法における新たな

課徴金減免制度をより機能させるという本取扱いの趣旨
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№ 項目 意見の概要 考え方 

米国の弁護士と同様の保護を及ぼしている。 

・ 事業者の活動の多くは国境を越えて行われており，課徴

金減免対象被疑行為を社内調査するに当たっても，外国弁

護士等に相談する必要があるケースは多々ある。そのため，

「事業者が調査協力を効果的に行うために外部の弁護士に

相談するニーズ」に応えるためには，外国弁護士等も，本

取扱いにおける弁護士に含まれるようにすべきである。 

・ 日本に所在する法律事務所でも，法律チームの重要な人

員として外国弁護士を雇用している。日本国内で活動する

外国弁護士の増加に伴い，外国弁護士との通信が秘匿特権

で保護されるニーズも高まる一方である。 

・ 事業者は，外国弁護士への相談が審査官の審査の対象と

ならないとすることで，安心することができる。 

・ ＥＵでは，ＥＵにおいて資格を有しない弁護士からの助

言は弁護士秘匿特権の対象とならないが，実際には，外国

において資格を有する弁護士であることのみによって対象

となることを否定することは，ＥＵの企業結合規制手続等

の現在の状況に鑑みると，説得力を持たない形式論のよう

に思われる。 

（団体，弁護士） 

に合致するものではないため，本取扱いにおける弁護士

として認めることは適当ではないと考えます。 

なお，御指摘のＥＵにおいては，加盟国のいずれかの

国で法曹資格を有する弁護士のみがいわゆる弁護士・依

頼者間秘匿特権の対象となるものと承知しています。 

28 本取扱いの内容 外国弁護士を本取扱いの対象から除外した場合，国際カル

テル等において事業者は一律の対応ができないという問題が

公正取引委員会は，法令に従って海外競争当局への情

報提供等を行うこととなります。本取扱いにより，法令
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№ 項目 意見の概要 考え方 

生じる。また，外国弁護士との通信の内容を記載した物件が

公正取引委員会に留置されるおそれがある。そのため，当該

物件について，公正取引委員会が海外競争法当局又は裁判所

等の司法機関から共助要求を受けた場合でも当該海外当局等

に提供されないことを明確化すべきである。（団体） 

を超えて情報を提供すること，又は提供しないこととす

ることはできません。 

なお，公正取引委員会は，独占禁止法上の規定に基づ

き収集した物件等のうち，諸外国におけるいわゆる弁護

士・依頼者間秘匿特権に当たり得るものについて，これ

まで海外競争当局に提供したことはなく，また，今後提

供することを考えているものでもありません。 

29 本取扱いの内容 外国法の適用（公法のみならず私法的観点も含む。）を受

ける場合に勝敗に影響を与え得る相談及び回答は本取扱いの

対象とされるべきである。仮に対象外とする場合，当該相談

及び回答は海外当局等に対して提出してはならないことを明

示すべきである。（団体） 

30 本取扱いの内容 外国弁護士との間で秘密に行われた通信は，外国競争法に

関する法的意見に限られるものではないため，提出命令の対

象外とはならず，また，特定物件にも該当しない場合がある。

これまでは，外国弁護士の作成する（英文の）秘密通信物件

は，ほぼ機械的に提出命令の対象外とされてきたと思われる

が，本取扱いの導入により，調査に必要がないことを確認で

きない外国弁護士作成の秘密通信物件は全て提出命令の対象

とならざるを得ないこととなり，判別官がその中身を指針案

に照らして検討する事例が増えることになると懸念される。

外国弁護士作成文書についての規定を置くことで，かえって

現状よりも改悪になるおそれがある（電子データについても

同様）。（弁護士） 

従来，審査官は，事件の調査に必要であると合理的に

判断した場合に物件の提出を命じ，そうでない場合には

提出を命じていません。この点，今後も変わりないため，

御指摘の記載によって事業者が現状より不利益を受ける

ことはありません。 
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31 本取扱いの内容 弁護士との相談の結果，事業者が課徴金減免申請をしない

こととしたとしても，特定通信については事業者に還付され

る対象となるのか。（弁護士） 

御理解のとおりです。 

32 本取扱いの内容 指針案第２の第１段落の記載中「適切に保管されているこ

と等の要件」とあるが，「等」を明確にするために「適切に保

管されていること等審査規則第２３条の２及び同条の３に記

載された要件」とすべきである。（弁護士） 

 御指摘の「等」の内容（適切な保管の要件と規則の規定

との対応関係）は，指針第２の各項目の表題にも示して

いることから明らかであると考えます。 

33 本取扱いの内容 規則案及び指針案には，還付対象の物件を行政調査手続に

おいて事実認定の基礎にすることができないとの規定が存在

しない。還付対象の物件を行政調査手続において事実認定の

基礎にすることはできないことを規則及び指針に明記すべき

である。（団体） 

本取扱いにより還付された物件は，事業者に還付され

ているため，認定した事実の立証のための証拠として用

いることは物理的にできません。この点，本取扱い以外

の手続により還付された物件についても特段記載してお

らず，原案どおりとします。 

34 本取扱いの内容

（特定通信の内容

を記録した物件） 

指針案では，本取扱いの対象物件として，「特定通信」の内

容を記録した物件とされているが，これに当たるか否かは，

当該物件の記載内容に照らし，個別具体的に判断されるべき

である。本規則案・指針案もこのような考え方であると解さ

れるので妥当である。（個人，弁護士） 

賛同の御意見として承ります。 

35 本取扱いの内容

（特定通信の内容

を記録した物件） 

本取扱いの対象か否かを判断する際は，当該物件の記載内

容に立ち入って個別具体的に判断する必要がある。文書の表

題や見出しや冒頭や末尾において，弁護士の意見や助言が記

載されていても，通信の中に事実調査資料というべき事実が

記載されていた場合に，これを（当該文書等の全体を）弁護
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№ 項目 意見の概要 考え方 

士の意見書であるとして特定通信にあたるとして本取扱いの

対象とすることができないことは言うまでもない。この点，

指針案も同旨と解されるので賛成である。（弁護士） 

36 本取扱いの内容

（特定通信の内容

を記録した物件） 

法的意見は事実関係を前提として記載されることが多いの

で，弁護士からの回答文書や法的意見が記載された報告書に

は事実関係の記載が含まれる場合が多い。これらを無条件に

本取扱いの対象とすることは実態解明機能を阻害することに

つながり妥当でないが，かといって全て対象外文書とするこ

とは，弁護士の法的意見についての秘密を実質的に保護する

という趣旨に反することになる。そこで，弁護士の法的意見

に付随して記載された事実関係については，それが要件事実

に沿って整理されるなど弁護士によって取りまとめられ，か

つ，弁護士の法的意見の前提として必要な記載と認められる

場合などには，法的意見と一体をなすものとして本取扱いの

対象とするが，そうでなければ，実質的には事実調査資料に

当たると評価できる部分を対象外文書等として取り扱うのが

妥当である。また，事業者からの相談文書についても，事実

関係が記載されていることが多いが，これを無条件に本取扱

いの対象とすることは，事実調査資料を弁護士への相談文書

に組み込むことで事実上事実調査資料を証拠とすることをで

きなくすることに等しい。そこで，事業者からの相談文書の

体裁をとっている文書についても，実質的に事実調査資料と

賛同の御意見として承ります。 

なお，本取扱いの対象となるか否かの判断は，全体と

して課徴金減免対象被疑行為に関する法的意見について

の弁護士との相談文書・回答文書といえるかどうかによ

って判断することとなります。 
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評価することができる場合は本取扱いの対象とすることはで

きないと解すべきである。本取扱いで，事実調査資料を対象

外文書としているのはその趣旨と解されるから，指針案は妥

当であると考える。（弁護士） 

37 本取扱いの内容

（特定通信の内容

を記録した物件） 

事業者から弁護士への相談や弁護士から事業者への回答に

係る文書の中に事実に関する記載が含まれている場合は，全

体として相談文書・回答文書であるかを判断するとの理解で

よいか。その場合，例示に「弁護士から特定行為者への回答

文書（事実関係のサマリーが記載されている場合を含み得

る。）」などと追記すべきである。（団体） 

 本取扱いの対象となるか否かは，事実に関する記載が

含まれているか，事実に関する記載が法的意見に関する

記載の分量より多いかといった形式的なことのみによっ

て判断するものではなく，全体として課徴金減免対象被

疑行為に関する法的意見についての弁護士との相談文

書・回答文書といえるかどうかによって判断することと

なります。 

 このことは，指針第２の１記載の本取扱いの対象とな

る物件の例示及び（注７）において示していることから，

原案どおりとします。 

38 本取扱いの内容

（特定通信の内容

を記録した物件） 

「事実を主たる内容とする文書等」に該当するか否かは，

当該文書等の実質的な内容によって判断されると理解してい

るが，その旨を示すため，本取扱いの対象となる物件の例示

に「弁護士から特定行為者への回答を行うために弁護士に提

供された情報」，「弁護士から特定行為者への回答文書（事実

関係のサマリーが記載されている場合を含む。）」と追記さ

れたい。（団体） 

39 本取扱いの内容

（特定通信の内容

を記録した物件） 

弁護士に対する法律相談は事実に基づいての相談であり，

法的意見は一定の事実を前提としての法的助言であるのが通

常である。本取扱いでは，特定通信の中にこれらの意見や助

言を提供する者による事実認識の記載等が含まれるとして

も，それをもって，特定通信の内容に当たらないような事実
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を記録したものと認定されてはならない。そのことが明確に

分かるような規則・指針の規定とすべきである。（弁護士） 

40 本取扱いの内容

（特定通信の内容

を記録した物件） 

法的意見は一定の事実を前提としているのが通常である。

そのため，物件にこれらの意見や助言を提供する者による事

実認識の記載等が含まれるとしても，それをもって，「特定

通信の内容に当たらないような事実を記録したもの」（規則

案第２３条の３第１項第２号）や「事実を主たる内容とする

文書等」（指針案第２の１（注７））と認定されてはならな

い。また，その旨を指針に明記すべきである。（団体） 

41 本取扱いの内容

（特定通信の内容

を記録した物件） 

弁護士から取得した法的意見を引用した社内の稟議書は，

「弁護士から特定行為者への回答文書」に準ずるものとして，

特定物件と扱われるという理解でよいか。（団体） 

本取扱いの対象となる相談文書や回答文書の内容を記

載した文書であり，かつ，内容を知る者の範囲が適切に

制限されているのであれば，稟議書によって情報共有が

行われる場合においても，本取扱いの対象となり得ます。 

42 本取扱いの内容

（特定通信の内容

を記録した物件） 

弁護士による社内調査を遂行するに当たって合理的に必要

と認められる業務委託先や履行補助者が社内調査に関与した

場合であっても，当該社内調査に基づく法的意見が記載され

た報告書は，「弁護士が行った社内調査に基づく法的意見が記

載された報告書」に該当する旨を明らかにすべきである。（弁

護士） 

御指摘の関与の在り方は様々なものがあることから，

それらについて一律に示すことは困難です。 

43 本取扱いの内容

（特定通信の内容

を記録した物件） 

「当該事業者が弁護士に対して…事実を主たる内容とする

文書等」とあるが，「等」では不明確であり，文書のほかにど

のようなものがあるか明らかにすべきである。（弁護士） 

 写真・図画など文書の形式ではないものを含みます。 
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44 本取扱いの内容

（特定通信の内容

を記録した物件） 

本取扱いの対象物件を特定通信の内容を記録した物件とし

て具体例を示している。これによると，事業者からの相談文

書，弁護士からの回答文書等が示されており，事業者が実施

した社内調査結果，弁護士が実施したヒアリング記録などは

除外されているが，作成主体が弁護士であるとの一事をもっ

て本取扱いの対象とされるなら，弁護士に作成を依頼しさえ

すれば全ての事実調査資料を証拠とすることができなくなり

実態解明機能を阻害するため，作成主体が弁護士であっても

事実調査資料は対象外文書等となる点は妥当である。（弁護

士） 

賛同の御意見として承ります。 

45 本取扱いの内容

（特定通信の内容

を記録した物件） 

弁護士のヒアリングに関して，単に事実をヒアリングする

のではなく，弁護士が考える法的意見に沿って質問が構成さ

れ，その質問に弁護士の被疑事件に関する見解や印象等が反

映されている場合には，秘匿特権の対象となり得るとすべき

である。（団体） 

被疑行為に係る事実について，弁護士との相談に用い

られたことにより実態解明のための調査に使用できなく

なるとすれば，実態解明機能を阻害することとなります。

そのため，対象外文書等の例示として，「事実調査資料」

を掲げています。例えば，役員等に対するヒアリングに

おいて役員等が発言したことを記録したもの自体は，事

業者と弁護士との間の法的意見についての通信とはいえ

ず，このことを明らかにするために，ヒアリング記録を

「事実調査資料」の例として掲げています。 

他方，本取扱いでは，事実に関する記載が含まれてい

るかといった形式的なことのみによって判断するもので

はなく，例えば，弁護士が，ヒアリングなどにより調査し

46 本取扱いの内容

（特定通信の内容

を記録した物件） 

特定通信の内容を記録した物件（電子データ）には，弁護

士が事業者に対して回答を行うために実施した役員等へのヒ

アリング記録等も含まれる旨を指針案に明記すべきである。

これらの記録には，事実に留まらず，ヒアリングを行った弁

護士の見解や法的意見が反映される。（団体） 

47 本取扱いの内容

（特定通信の内容

弁護士の法的意見書は，事実を記載し，その事実を前提と

して意見を述べるものであり，法的意見と前提事実は不可分
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を記録した物件） である。その点を考慮し，法的意見の前提となる事実，特に

弁護士が事業者に対して回答を行うために実施した役員等へ

のヒアリング記録については，弁護士が理解する事実として，

本取扱いの対象となる物件に含まれることを明示すべきであ

る。（弁護士） 

て得た一定の事実を記載するとともに，その事実関係を

前提に，それを評価した法的意見を記載しているなど，

全体として課徴金減免対象被疑行為に関する法的意見に

ついての弁護士との相談文書・回答文書に当たるものは，

本取扱いの対象となり得ます。 

これらのことが明らかになるよう，指針第２の１（注

７）及び第４の２（２）イ（イ）を修正しました。 

48 本取扱いの内容

（特定通信の内容

を記録した物件） 

外部弁護士からの法的助言を受けるために事業者が準備し

た文書や，外部弁護士により実施されたインタビュー記録を

本取扱いの対象となる物件から除外することは，ＥＵの保護

範囲よりも狭いものとなり，特に従業員へのインタビューが

防御の準備において極めて重要なカルテル案件においては，

保護を弱めるものであり，多くの場合において事業者が法的

助言を自由に求めることを阻害することとなる。そのため，

これらの文書を本取扱いの対象となる物件から除外している

ことを再考すべきである。（団体） 

49 本取扱いの内容

（特定通信の内容

を記録した物件） 

役員等の陳述に対してインタビュアーである弁護士の印象

又は評価等を加えて弁護士が作成したヒアリング記録は，米

国では，仮に弁護士・依頼者間秘匿特権の対象とならない場

合であってもワークプロダクトの法理により保護の対象とし

て取り扱われている。 

国際水準との整合性を図るなどするため，「弁護士が当該事

業者に対して回答を行うために実施した役員等へのヒアリン

グ記録」が特定通信の内容を記録した物件に該当しないとの
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№ 項目 意見の概要 考え方 

記載を削除するか，当該ヒアリング記録に「但し，ヒアリン

グにおける役員等の陳述に対する弁護士の印象又は評価等を

加えて弁護士が作成したヒアリング記録は含まれない。」との

記載を加えるべきである。（弁護士） 

50 本取扱いの内容

（特定通信の内容

を記録した物件） 

指針案第２の１（注７）に，「当該事業者が弁護士に対して

相談を行うために実施した社内調査結果，弁護士が当該事業

者に対して回答を行うために実施した役員等へのヒアリング

記録等，事実を主たる内容とする文書等は含まれない。」と

あるが，このようなものを本取扱いの対象としないことは，

法的助言の基礎となるコミュニケーションが除外され，弁護

士への相談を促進するという趣旨が損なわれるため，事業者

が効果的な法的助言を受けることを妨げる。本取扱いの対象

となるか否かは，資料ごとに判断すべきである。（団体，事業

者） 

51 本取扱いの内容

（特定通信の内容

を記録した物件） 

弁護士による調査結果は，単なる事実を羅列したものでは

なく，各事実に対する（法的な）評価を踏まえて取捨選択及

び整理をして作成されたものであり，法的評価と密接に関連

しているというべきである。加えて，弁護士の法的意見は，

一定の事実を前提として作成されるものである。調査対象行

為が長期間にわたる事例においては，弁護士の法的な見解に

関する記載よりも前提事実に関する記載の分量が多くなる事

例も少なくない。指針案第２の１（注７）は，弁護士の法的意
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№ 項目 意見の概要 考え方 

見が前提事実の記載が占める割合が多い等の形式的かつ不合

理な理由により「特定通信の内容を記録した物件」に該当し

ないと判断されるおそれがあるため，「事実を主たる内容とす

る文書等」の記載を削除するか，又は少なくとも「事実のみ

を記載した文書」との記載に修正すべきである。（弁護士） 

52 本取扱いの内容

（特定通信の内容

を記録した物件） 

事業者が日本法弁護士を経由して，外国法弁護士の助言等

を得た際，日本法弁護士が当該外国法弁護士の助言等に自ら

の法的助言を付している場合には，外国法弁護士の法的助言

部分も含めて秘匿特権の対象となり得るのか。ここでいう助

言等を行う外国法弁護士については，事業者の法務部門や子

会社・海外現地法人の法務部門等に所属する社内弁護士を含

むか。（団体） 

外国弁護士等の助言等について，それを参考に本取扱

いにおける弁護士が自らの法的意見を記載しているな

ど，当該文書が課徴金減免対象被疑行為に関する法的意

見について事業者と弁護士との間で秘密に行われた通信

の内容が記載されたものと認められる場合には，本取扱

いの対象となり得ます。 

また，外国弁護士等が事業者の法務部門に所属してい

る場合の助言等についても同様です。ただし，そのよう

な外国弁護士等はあくまでも事業者の役員・従業員であ

り，外部の弁護士と同様に扱われるということではあり

ません。 

53 本取扱いの内容

（特定通信の内容

を記録した物件） 

弁護士との通信の相手方について，「当該事業者を代表し

て弁護士に相談する職責にあった者」及び「当該事業者を代

表して弁護士に相談する職責にあった者を介して行われた課

徴金減免対象被疑行為に関係する当該事業者の役員等」に限

定されているが，これら以外の者が通信に参加している場合

は秘密性が失われると考えられるから，妥当である。（弁護

賛同の御意見として承ります。 
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士） 

54 本取扱いの内容

（特定通信の内容

を記録した物件） 

弁護士に相談する部署や担当者は法務部員に限られず事業

者ごとに異なり非定型であるから，「当該事業者を代表して

弁護士に相談する職責にあった者」の範囲を明らかにすると

ともに，実態に即した柔軟な判断をすることを明確にすべき

である。「当該事業者を代表して弁護士に相談する職責にあ

った者を介して行われた課徴金減免対象被疑行為に関係する

当該事業者の役員等」も同様である。（弁護士） 

 「事業者を代表して弁護士に相談する職責にあった者」

とは，典型的には法務部門の役員・従業員ですが，事業者

の組織の在り方は様々であり，法務部門がないこともあ

ることから，役員・従業員の担当・所掌事務の実態や対応

等についての事業者の説明を踏まえ，個別に判断するこ

ととなります。「事業者を代表して弁護士に相談する職

責にあった者」は，複数人であることはあり得，また，必

ず同一の部署に所属することを要するものではありませ

ん。 

「当該事業者を代表して弁護士に相談する職責にあっ

た者を介して行われた課徴金減免対象被疑行為に関係す

る当該事業者の役員等と弁護士との間の…通信」とは，

被疑行為に関与する従業員が法務部門を通じて弁護士に

相談を行う場合や，事業者が弁護士に相談を行う際，法

務部門の役員・従業員が被疑行為に関与する者を同席さ

せる必要がある場合が起こり得ることから，これを念頭

に置いています。 

 「弁護士との間の秘密に行われた通信」とは，事業者と

弁護士との間で秘密に行われた（通信の内容を知る者が

それを知るべき者に制限されている）通信です。 

55 本取扱いの内容

（特定通信の内容

を記録した物件） 

「事業者を代表して弁護士に相談する職責にあった者」と

「弁護士との間の秘密に行われた通信」の具体的な要件につ

いても示していただきたい。また，「事業者を代表して弁護

士に相談する職責にあった者」は複数人かつ同一の部署に所

属することを要しないとの理解であるが，その旨を明らかに

していただきたい。（団体） 

56 本取扱いの内容 法務を専門的に担当する部署がない場合には，通常業務で  御指摘の者はいずれも「通信の時点において当該事業
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（特定通信の内容

を記録した物件） 

弁護士に相談している者と通常業務では弁護士に相談しない

が当該課徴金減免対象被疑行為について弁護士に相談する役

割を担う者のいずれが事業者を代表して弁護士に相談する職

責にあった者となるのか。（事業者） 

者を代表して弁護士に相談する職責にあった者」に当た

ることはあり得ると考えますが，事業者の組織の在り方

は様々であることから，役員・従業員の担当・所掌事務の

実態や対応等についての事業者からの説明を踏まえ，個

別に判断することとなります。 

57 本取扱いの内容

（特定通信の内容

を記録した物件） 

弁護士と通信を行う事業者の役員等について，法務部以外

の管理部門（例えば，コンプライアンス部等）又は事業部の

従業員を含めて組成された社内調査のための特別チームが，

課徴金減免対象被疑行為に関する社内調査に関与する場合

や，事業者の親会社の法務部に属する役員等が，当該事業者

の法務従業員を兼任するなどして当該事業者の社内調査に関

与した場合に，その役員等が「通信の時点において当該事業

者を代表して弁護士に相談する職責にあった者」に該当する

旨を明らかにすべきである。（弁護士） 

御指摘の者が「通信の時点において当該事業者を代表

して弁護士に相談する職責にあった者」に当たることは

あり得ると考えますが，事業者の組織の在り方は様々で

あることから，役員・従業員の担当・所掌事務の実態や対

応等についての事業者からの説明を踏まえ，個別に判断

することとなります。 

58 本取扱いの内容

（特定通信の内容

を記録した物件） 

弁護士への相談とそれに基づく事業者内での検討は，法務

担当部署だけでなく，被疑行為に関係する部署を含む事業者

内の複数の部署にまたがって行われるものであり，事業者に

おける特定通信を行う者についての厳しい限定は事業者の実

態と乖離している。そのため，事業者における弁護士との通

信者を限定しないことを求める（電子データについても同

様）。（事業者） 

事業者と弁護士の間の法的相談といえないものを対象

とすることは本取扱いの趣旨に合致するものではないた

め，特定通信の送受信者の限定は必要です。 

当該特定通信の内容を必要な範囲で共有すること自体

が妨げられるものではなく，特定通信の内容を知る者が

それを知るべき者に制限されているのであれば，本取扱

いの対象となり得るため，事業者内での検討も可能であ

ると考えます。 
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59 本取扱いの内容

（特定通信の内容

を記録した物件） 

本取扱いにおける物件には電子的記録が記録された物件も

含まれることを，本取扱いの基本を記載した箇所（「事業者

と弁護士との間で秘密に行われた通信の内容が記録されてい

る物件の取扱指針（案）」第１の２）において明らかにすべ

き。（弁護士） 

指針第７において，電子データは原則として物件と同

様に取り扱うものとすることを示しており，御指摘の箇

所に記載する必要はないと考えます。 

60 本取扱いの内容

（適切な保管） 

本取扱いの対象物件について，「適切な保管」が必要とさ

れているが，適切な要件であると考える。（個人，弁護士） 

賛同の御意見として承ります。 

61 本取扱いの内容

（適切な保管） 

適切な保管の要件として定められている表示等は，本取扱

いの求めがあった物件が，本取扱いをするにふさわしい秘密

性を有するといえるための要件と解されるから妥当である。

（弁護士） 

賛同の御意見として承ります。 

62 本取扱いの内容

（適切な保管） 

適切な保管として規定されている表示や保管場所等の所定

の方式は，ベストプラクティスとして推奨することはあって

よく，その推奨に従う限り適切な保管として扱うことを明ら

かにすることは有益である。しかし，それを超えて厳密な「要

件」とすることは，このような表示や区別をあらかじめ物件

に施しておくことを求めることになり，特に中小企業等にと

って過重な負担である。そのため，当該文書等に特定通信の

内容が記録されておりその秘密性が保持されていることが，

事業者からの申出により合理的なものとして理解できる限

り，判別官によって最終確認を行うこととすべきである。（団

体） 

適切な保管は，審査官が特定物件の内容にアクセスし

ないようにするため，また，立入検査の際に審査官と事

業者との間で本取扱いの対象となるか否かといった見解

の相違を防ぐなど本取扱いの円滑な運用・利用のため，

必要です。 

本取扱いでは，例えば，適切な保管の「表示」につい

て，特定通信の内容を記録したものである旨の表示であ

ると認めることとなる表示例を明らかにする，「保管場

所」について，特定物件以外の保管場所と外形上区分さ

れていれば足りることとすることなどを示し，本取扱い

の予見可能性，実行可能性を高めています。 
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63 本取扱いの内容

（適切な保管） 

本取扱いの要件である「適切な保管」は，一般的制度に合

致しない体制整備を事業者に要求するものであり，かつ，そ

の内容が厳格で負担が重いものであるために，事業者の国際

的競争力を相対的に低下させる効果をも生じさせるものであ

る。加えて，外国競争法に関する通信は異なる取扱いを受け

ることから，事業者は別の社内通信ルールを構築しなければ

ならないこととなる。他方，一般的制度においては，本取扱

いにおける「適切な保管」は要件とはされていない。 

本取扱いにおいては，文書等が，独占禁止法に関する事業

者と弁護士との法的通信でありその秘密性が保持されている

ことが，事業者からの申出により合理的なものとして理解で

きる限り，必ずしも「表示」，「保管場所」，「保存箇所」に

関するベストプラクティスにのっとったものでなくとも，判

別官の下に送り，判別官によって最終確認を行うこととすべ

きである。 

また，このように，本取扱いでは，実体的要件を離れて手

続的な性格を持つにとどまる要件が課されている。そのよう

な手続的要件を満たさないことによる効果として，本取扱い

の対象物件であること自体を否定する効果が導かれている。

手続的要件は保護を失わせる要件とすべきではない。（弁護

士） 

64 本取扱いの内容 規則案に規定されている形式的な要件は，職業上の秘密を
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（適切な保管） 保護する必要性とは正反対の姿勢を取っているようにみえ

る。（団体） 

65 本取扱いの内容

（適切な保管） 

適切な保管の要件は，①事業者外の第三者から事業者の秘

密を保護する方法，及び②弁護士依頼者間の通信の内容の共

有を，それに対応する法律問題について知る又は意見を述べ

ることを合理的に必要とする者に限定する方法によって，通

信の秘密が維持されていることのみとすべきである。（団体） 

66 本取扱いの内容

（適切な保管） 

本取扱いにおいて，表示等の適切な保管の要件が厳格に運

用され過ぎた場合，事業者はこれまでの業務フローを大きく

変更し，大きな管理コストを払いながらこれに対応する必要

性があるが，かえって新たな課徴金減免制度の効率的な活用

の障害となる可能性がある（電子データについても同様）。

（弁護士） 

67 本取扱いの内容

（適切な保管） 

本取扱いでは，本取扱いを求める資料について，一定の保

管や表示が求められている。しかし，ＥＵでは，保管や表示

によっては弁護士秘匿特権の対象となるか否かは決まらな

い。また，立入検査において大量の電子データが公正取引委

員会の手に渡った際には，事業者がそれらに従うことが実務

上困難である。公正取引委員会は，事業者に手続を履行する

十分な時間を与えるべきであり，かつ，表示等の形式面に厳

格に基づいて本取扱いの適用を決めるべきではない。（団体） 

適切な保管は，審査官が物件の内容にアクセスしない

ようにするため，また，本取扱いの円滑な運用・利用のた

め，必要です。また，本取扱いは，日頃から適切な保管が

行われていることを前提としており，立入検査時には，

本取扱いにおいて確認することとしている表示や保管が

なされていることが前提となります。  

68 本取扱いの内容 本取扱いの対象となる文書であることを示すため「公取審 本取扱いでは，審査官が特定物件の内容にアクセスし
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（適切な保管） 査規則特定通信」や「公取審査規則第２３条の２第１項該当」

といった表示をすることが求められているが， 

・ これらの表示はあくまで例示であり，「不当な取引制限」

事案に関する特定物件であることが示される記載であれ

ばよいとすべきである。 

・ 「秘匿特権」，「弁護士相談」，「厳秘」等の事業者が

通常活用している簡易な記載も認めるべきである。 

・ 国際的に理解しやすい表示方法として，「privileged」，

「confidential」や「attorney-client privilege」などの

英語表記も具体例として示すべきである。 

・ 「Project A」といった特定のプロジェクト名を付して

管理することは実務上もよく行われており，このような表

示も認めるべきである。 

（団体，弁護士） 

ないこととしています。そのためには，本取扱いの対象

であることが識別できる表示が必要であり，適切な表示

として指針に「公取審査規則特定通信」等を例示してい

ます。このほかの表示であっても「特定物件」であること

が識別できるように表示されていれば，当該表示も認め

られますが，円滑な運用・利用の観点から，まずは，例示

の表示をしていただくことが適当と考えます。 

他方，御指摘の「秘匿特権」等の表示は，本取扱いの対

象となる文書以外にも付されることが一般的にあり得る

表示であることから，課徴金減免対象被疑行為について

の通信であるか又はそれ以外の通信であるかを審査官が

内容にアクセスして確認せざるを得なくなるため，適切

でないと考えます。 

なお，御指摘の「秘匿特権」等の表示や英語表示が併記

されていることにより適切な保管の要件を欠くものでは

ありません。 

69 本取扱いの内容

（適切な保管） 

特定物件に表示をすることが，特定物件を特定し，その秘

密性を維持するための適切な運用であることには賛成する。

しかし，柔軟性なく，表示を要件とすることは，法的助言を

促進するという目的と相反するものとなる。そのため，特定

通信であることを特定行為者が立証することを維持しつつ，

たとえ必要な表示がない場合であっても，特定物件を特定す

る手段を検討すべきである。（団体） 

70 本取扱いの内容 指針案では，適切な保管の「表示」として「ファイルの背表 適切な保管の「表示」は，特定通信の内容を記録したも
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（適切な保管） 紙に「公取審査規則特定通信」と記載があること」が例示さ

れている。しかし，事業者は法令遵守を当然の前提として事

業活動を行っているのであり，不当な取引制限を行ったとの

認識のもとでファイルの背表紙に「公取審査規則特定通信」

とタイトルを付して管理するということは通常考え難い。特

定物件の適切な保管の方法について，現実的・具体的な例を

複数あげるなど指針の見直しを行うべきである。（団体） 

のである旨識別するものです。事業者が不当な取引制限

を行ったと自認することを求めるものではありませんの

で，原案どおりとします。 

71 本取扱いの内容

（適切な保管） 

「特定通信の内容を記録したものである旨」の表示を義務

付けることは，弁護士に対しても，企業に対しても，過度の

負担を負わせるものである。また，審査官の目には，そのよ

うな表示は自己負罪的なものと映る可能性があるため，法的

助言を求めようとする事業者の意欲を減殺するおそれがあ

る。そのため，別案として，文書に「訴訟準備資料」との表示

を要求することが考えられる。（団体） 

72 本取扱いの内容

（適切な保管） 

表示要件について，例えば同一内容の通信について日本語

とその英訳の２つがある場合，表示義務は，日本語のみでな

く，英訳版にもかかるのか。（弁護士） 

御指摘の英訳版も，本取扱いを求めるものについては，

「公取審査規則特定通信」等の表示が必要です。 

なお，英語表示が併記されていることにより適切な保

管の要件を欠くものではありません。 

73 本取扱いの内容

（適切な保管） 

指針案第２の２（２）「保管場所」については，本取扱いの

適否が文書単位で判断される以上，文書単位で該当物件と非

該当物件が区分できればよく，それを超えて，保管場所や保

管方法（該当物件と非該当物件の保管場所が外観上区分でき

本取扱いにおける「弁護士に相談することを事務とし

て取り扱う部署又は役員等」とは，典型的には，事業者の

法務部門やその役員等が該当します。他方，課徴金減免

対象被疑行為に関与していた事業部門やその役員等につ
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ること）までは要求すべきでない。本取扱い案のような保管

方法を要求した場合，後日，調査対象となった場合に備えて

弁護士による法的評価の記録とその背景事実の記録の保管場

所を区別することを事業者は余儀なくされ，独占禁止法遵守

活動のための知見の蓄積にも障害が生じるおそれがある。仮

に区別を要するとした場合でも，たとえば会社内において，

法務部門等だけでなく，該当業務を所掌する部門等も「弁護

士に相談することを事務として取り扱う部署」である場合に，

両部門等がそれぞれまたは共同で，特定物件を特定物件の保

管場所と特定物件以外の保管場所とを外観上区分して保管し

ているときは適切に保管されていたと認めるべきである（電

子データについても同様）。（団体） 

いては，「弁護士に相談することを事務として取り扱う

部署又は役員等」には該当しません。本取扱いにおいて，

特定物件の保管場所を「弁護士に相談することを事務と

して取り扱う部署又は役員等が管理する場所に限る」と

しているのは，事業者としての適切な保管の観点から，

また，本取扱いの円滑な運用・利用の観点から，主要な検

査対象となり得る事業部門の営業担当者等が本取扱いの

対象となる物件を保管するのではなく，法務部門で保管・

管理することを求めるものです。 

事業部門の営業担当者等は，事業者が弁護士に相談す

る際に同席し，具体的な内容等を補足説明することも考

えられることから，そのような場合には特定通信を行っ

たものとして，その「内容を知る者の範囲」に含まれ得る

と考えます。また，電子データについては，その「内容を

知る者の範囲」に含まれる者であれば，法務部門が管理

している特定フォルダへのアクセス権限を付与すること

が可能ですので，法務部門で保管・管理をすることにつ

いて特段の支障は生じないと考えます。 

74 本取扱いの内容

（適切な保管） 

保管場所について表示が必要とされているが，規則では「外

形上区別して保管されていること」とされており，保管場所

に特定通信の表示までは必要とされていない。文書そのもの

やファイルなどに表示があれば判別できるのであるから，保

本取扱いでは，特定の保管場所に特定物件以外の物件

と外形上区別して保管されていることが必要となります

が，御指摘のように保管場所である旨の表示がないとし

ても，適切な保管がなされていたことの確認は行い得る
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管場所は外形上区別して保管されていることで足りるとすべ

きである。（弁護士） 

ものです。 

他方，保管場所に表示がなされている方が，区分して

保管されていることが明確となり，適切な保管であるこ

とが容易に確認され得ることから，その具体例として示

しています。 

75 本取扱いの内容

（適切な保管） 

対象物件の保管場所として示された場所に，対象外物件が

多少混在していたとしても，適切な保管の要件を満たすか（電

子データについても同様）。（団体） 

 本取扱いでは，特定の保管場所に特定物件以外の物件

と外形上区別して保管されていることが必要となりま

す。 

特定の保管場所に特定物件以外の物件が一切存在しな

いような，厳密に分離された保管が望ましいと考えます

が，多少の混在があったとしても，外形上区別して保管

されていたと確認され得ます。 

76 本取扱いの内容

（適切な保管） 

保管場所の要件について，特定通信の内容を記録した物件

がそれ以外の物件と同じ場所に保管されていたとしても，特

定通信の内容を記録した物件であることの表示又は保管の状

況を客観的に判断して，事業者において特定通信の内容を記

録した物件とそれ以外の物件を一定の区別をして保管してい

ることが外見上合理的に認めることができる場合は要件を満

たす旨を指針上明記すべきである。保存する全ての記録の中

から特定通信の内容を記録した物件にあたるものを全て判

断，特定した上で厳密に分離保管することは，事業者に過度

な負担を課す。（団体） 

77 本取扱いの内容

（適切な保管） 

法務部門が管理する場所とは，法務部門フロア内に位置す

るといった専ら物理的状況を意味するものではなく，施錠・

管理等が法務部門によって行われているという機能的状況を

意味する（例えば，法務部門が施錠・管理する外部倉庫，ロッ

 お尋ねのように，法務部門が適切に管理しているので

あれば，本社法務部門と場所的に離れた位置に保管場所

（ロッカー等）がある場合も本取扱いの対象となり得ま

す。 
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カーも含む。）との理解でよいか。また，その距離的限界はあ

るか（例えば，法務部は東京本社にあるが，ロッカーは大阪

の支社にある場合）（電子データについても同様）。（団体） 

78 本取扱いの内容

（適切な保管） 

規則案において特定通信の内容の秘密を保持するための措

置が要件となっているが，指針案においてこれに関する記載

がない。 

これは事業者への制限規定であることから，事業者の予測

可能性のために，指針に具体例を明記するか，規則における

当該要件を削除すべきである。（弁護士） 

 御指摘の要件は，指針において「特定物件の内容を知

る者の範囲がそれを知るべき者（事業者を代表して弁護

士に相談する職責にある者又はその職責にあった者等）

に制限されていたこと」とし，その具体例として「特定通

信の内容を記録した物件の内容を知る者の範囲が法務部

門の役員等に制限されていたこと」を示しています。 

79 本取扱いの内容

（適切な保管） 

特定通信の内容を知る者の範囲について，法務部以外の管

理部門（例えば，コンプライアンス部等）又は事業部の従業

員を含めて組成された社内調査のための特別チームが，課徴

金減免対象被疑行為に関する社内調査に関与する場合，その

従業員が「事業者を代表して弁護士に相談する職責にある者

又はその職責にあった者等」に含まれるか明らかにすべきで

ある。（弁護士） 

御指摘のような場合も，知る者の範囲がそれを知るべ

き者に限定されていると確認され得ます。 

他方，事業者の組織の在り方は様々であることから，

御指摘の役員・従業員の担当・所掌事務の実態や対応等

についての事業者の説明を踏まえ，個別に判断すること

となります。 

また，事業者の情報管理の在り方は様々であると考え

ますので，これを指針において一律に示すことは困難で

す。 

80 本取扱いの内容

（適切な保管） 

事業者が課徴金減免申請を行う前に，取締役会決議による

承認を得るため，課徴金減免対象被疑行為に関する社内調査

を担当した法務部等の従業員が取締役会に特定通信の内容を

報告した場合であっても，「特定物件の内容を知る者の範囲が

それを知るべき者に制限されていた」と認められることを明

らかにすべきである。（弁護士） 
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81 本取扱いの内容

（適切な保管） 

事業者の意思決定の参考とするため，得た法的意見は法務

部を統括する役員以外の役員や，そのサポートを行う部署の

従業員等にも共有する必要があるが，そのような関係者に法

的意見を転送等することが可能か。可能であるとして共有先

での情報管理の方法を明確化されたい。（事業者） 

82 本取扱いの内容

（適切な保管） 

子会社等が，弁護士から取得した法的意見を引用し報告書

を親会社等に提出した場合，親会社等を特定通信の内容を知

るべき者に含めるべきである。改正独占禁止法では，グルー

プ会社における親会社等の管理責任も前提に改正が行われて

いる（電子データについても同様）。（団体） 

今般の改正により，一定のグループ企業（完全子会社

等）の売上額等が課徴金の算定基礎に追加されました。

このように課徴金の算定基礎となり得るグループ企業で

あれば，完全子会社等とともに弁護士に相談し，法的意

見を求めることで，新たな課徴金減免制度がより機能す

ることとなると考えられます。そのため，グループ会社

の役員等は，知るべき者に当たり得ます。 

グループ会社の役員等が知るべき者に当たるかは，グ

ループ会社との関係性等についての事業者からの説明を

踏まえ，個別に判断することとなります。 

83 本取扱いの内容

（適切な保管） 

特定通信の内容を知る者の範囲について，事業者の親会社

の法務部員が，当該事業者の法務部を兼任して当該事業者の

社内調査に関与した場合に，当該親会社の法務部員が「事業

者を代表して弁護士に相談する職責にある者又はその職責に

あった者等」に含まれるか明らかにすべきである。（弁護士） 

84 本取扱いの内容

（適切な保管） 

事業者が得た法的意見を，当該事業者のホールディングカ

ンパニーに，グループ管理上必要な範囲で開示し，開示を受

けたホールディングカンパニーにおいて社内の文書管理規則

に従い保管することは，適切な保管に当たるか。（事業者） 

85 本取扱いの内容

（適切な保管） 

子会社が公正取引委員会の調査対象になった場合に，子会

社が法律事務所とやり取りした内容を子会社が親会社に対し

て報告した場合は，秘匿特権の放棄とみなされるのか。（個人） 
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86 本取扱いの内容

（適切な保管） 

国際カルテル事案の対応においては，日本の弁護士とのや

り取りは，外国弁護士にも共有する必要がある。そこで，国

際カルテル案件においては，外国法弁護士を特定通信の内容

を知るべき者に含めるその他の方法により，日本の弁護士と

の通信内容を事業者と外国弁護士が直接共有した場合におい

ても，その通信内容は保護されることとすべきである（電子

データについても同様）。（団体） 

外国弁護士等について，事業者と弁護士との間の通信

の内容が外国弁護士等に共有されていたとしても，新た

な課徴金減免制度をより機能させることに資する観点か

らその共有の必要性が認められることもあり得ることか

ら，指針第２の４（２）を修正しました。 

外国弁護士等に通信の内容を共有した場合に本取扱い

の対象となるか否かは，共有の必要性等についての事業

者からの説明を踏まえ，個別に判断することとなります。 

87 本取扱いの内容

（適切な保管） 

弁護士への相談とそれに基づく事業者内での検討は，法務

担当部署だけでなく，被疑行為に関係する部署を含む事業者

内の複数の部署にまたがって行われるものであり，保管の方

法や内容を知る者の範囲についての厳しい限定は事業者の実

態と乖離している。したがって，保管の方法等の具体的な手

段を限定するのではなく，①特定物件であることを明確にし

て保管すること以上の保管場所の限定をしないこと，②「内

容を知る者の範囲」に過度な限定を設けないこと，を求める

（電子データについても同様）。（事業者） 

本取扱いにおいて，特定物件の保管場所を「弁護士に

相談することを事務として取り扱う部署又は役員等が管

理する場所に限る」としているのは，事業者による適切

な保管の観点から，また，本取扱いの円滑な運用・利用の

観点から，主要な検査対象となり得る事業部門の営業担

当者等に本取扱いの対象となる物件を保管させるのでは

なく，法務部門で保管・管理することを求めるものです。 

「内容を知る者の範囲」は，特定物件が本取扱いの対

象とされるべき秘密性の維持がなされていることを求め

るものです。事業部門の営業担当者等は，事業者が弁護

士に相談する際に同席し，具体的な内容等を補足説明す

ることも考えられることから，そのような場合には特定

通信を行った者として，「内容を知る者の範囲」に含まれ

得ると考えます。また，電子データについては，その内容
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を知るべき者であれば，法務部門が管理している特定フ

ォルダへのアクセス権限を付与することが可能ですの

で，法務部門で保管・管理をすることについて特段の支

障は生じないと考えます。 

これら「保管場所」や「内容を知る者の範囲」は，本取

扱いにおいて必要なものとなりますので，原案どおりと

します。 

88 本取扱いの内容

（適切な保管） 

運用開始前に作成された物件は，適切な保管の要件を満た

していない可能性がある。このような物件が，本取扱いにお

いてどのように取り扱われることとなるのか，明らかにすべ

きである。（団体） 

本取扱いの施行前に作成・取得した，特定通信を記録

した物件は，本取扱いにおける適切な保管の要件を満た

すような保管がなされていない場合が考えられます。そ

のため，事業者がこれらの物件について本取扱いを求め

る場合には，物件の表面その他の見やすい箇所に特定通

信を記録したものである旨の表示を行うなどして，適切

な保管の要件を満たすようにする必要があります。 

89 本取扱いの内容

（適切な保管） 

弁護士に法的助言を求める必要があるのは，非カルテル事

案の場合が多いと思われる。本取扱いは，「課徴金減免対象

違反行為の疑いのある行為に関する法的意見」に限られるた

め，非カルテル事案に関する法的意見を得る際には，表示方

法，管理方法の適正化を図るインセンティブが働かないこと

となる。（弁護士） 

御指摘の表示・管理は，本取扱いと関わりなく，事業者

が必要と認める対応を採るものと理解しています。 

90 本取扱いの内容

（申出書及び概要

特定行為者が，立入検査において公正取引委員会が留置す

る物件について，どの物件が本取扱いの対象となるかを正確

本取扱いは，特定物件について日頃から適切な管理が

行われていることを前提としており，事業者は本取扱い
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文書の提出） に直ちに知ることは不可能な場合が多いことから，本取扱い

の対象となる可能性がある場合に，予備的に申出書を提出す

ることが認められるべきである。（団体） 

を求めるべき物件について把握していると考えますの

で，原案どおりとします。 

91 本取扱いの内容

（申出書及び概要

文書） 

事業者が，概要文書を作成するためには，特定物件の内容

を了知している必要があるが，特定物件を提出した場合，作

成が困難になる。この点は特定物件を閲覧謄写することで対

応できると思われるが，特定物件の分量や謄写の実施日等に

よっては提出命令の日から２週間で概要文書を作成して提出

することが困難な場合があり得るため，概要文書の提出期限

は，指針案第７の２（２）にならって閲覧又は謄写の日から

２週間とすべきである。 

仮に指針案を維持する場合，特定物件については予め概要

文書を作成できるだけの情報をリスト化しておくことを要件

とするに等しいため，その旨を何らかの形で説明した方が事

業者にとっては分かりやすい。（弁護士） 

本取扱いは，特定物件について日頃から適切な管理が

行われていることを前提としており，概要文書は，原則

として提出命令を受けた日から２週間以内に提出するこ

とを求めます。  

概要文書の提出期限の起算日を留置物件の閲覧又は謄

写の日とした場合，審査の初動が遅れるなど実態解明機

能に支障が生じるおそれがあります。 

また，概要文書の提出期限について柔軟に設定するこ

ととした場合，事業者間で取扱いに差異が生じ，不公平

感が生じるおそれがあります。 

そのため，原案どおりとします。 

92 本取扱いの内容

（申出書及び概要

文書） 

概要文書の提出期限について，例えば，海外事業者等の場

合，複数の国に担当者が点在することもあり，事情を勘案し

て期間は柔軟に設定すべきであるから，「公正取引委員会が

設定する期間内（原則２週間）」とすべきである。（弁護士） 

93 本取扱いの内容

（申出書及び概要

文書） 

特定物件が多数にのぼるなどの事情から概要文書の作成に

２週間又はそれ以上の期間を要するケースも多数生じると想

定され，事業者が適切に対応できない可能性も否定できない。
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概要文書の提出に際しては，提出期限の延長が適切に認めら

れるように「特別の事情」につき柔軟な解釈・運用がなされ

ることを要望する。（弁護士） 

94 本取扱いの内容

（申出書及び概要

文書） 

指針案では，概要文書の提出期限が２週間以内とされてい

るが，この２週間という期限を延長すること又は個別の交渉

の対象とすることを求める。大規模事件では何百万もの文書

が提出命令の対象となるため，どの文書が秘匿特権対象か否

かの判断には何か月もの時間が必要となる。（弁護士） 

95 本取扱いの内容

（申出書及び概要

文書） 

指針案が概要文書の提出に２週間の時間制限を設けている

が，ＥＵではそのような時間制限はなく，不必要に形式的で

あり，国際的な調査において求められる柔軟性を欠くもので

あるため，提出に関する形式的な時間制限について再考すべ

きである。（団体） 

概要文書の提出期限を設けないこととした場合，概要

文書の提出がなされない限り判別手続を開始することが

できず，判別手続の長期化や審査の初動が遅れるなど実

態解明機能に支障が生じるおそれがあります。そのため，

原案どおりとします。 

96 本取扱いの内容

（申出書及び概要

文書の提出） 

概要文書の提出期限と第一次判別手続の期間は，ともに提

出命令が行われた日から２週間以内とされており，時期が重

複しているようである。したがって，時期的な不具合を回避

するため，第一次判別手続は，申出書と概要文書が提出され

てからとすべきである。（団体） 

第一次判別手続においては，概要文書が提出されてい

ることを確認することとしていますが，当該確認は概要

文書の提出期限と第一次判別手続の期間が重複していて

も支障なく行うことができると考えますので，原案どお

りとします。 

97 本取扱いの内容

（申出書及び概要

文書の提出） 

概要文書記載事項の「特定物件の概要（作成・取得経緯）」

（電子データは「特定データの概要」）については，弁護士と

の間の相談文書・回答文書であることが分かる程度のものが

求められていると理解しているが，具体的にどのような記載

概要文書は，特定物件が本取扱いの対象となる理由を

確認するための資料ですので，その観点から必要な概要

（相談文書・回答文書であること，一次資料や事実調査

資料でないことが分かる説明等）を記載してもらうこと
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を行えば足りるのか，記載例を示すべきである（電子データ

についても同様）。（団体） 

を想定しています。特定通信の内容自体を詳細に記載す

ることまで求めるものではありません。 

記載例について，公正取引委員会のウェブサイトに掲

載するなどして，示してまいります。 

 

98 本取扱いの内容

（申出書及び概要

文書の提出） 

概要文書において，特定物件の標題や概要を記載すること

となっているが，特定通信の内容を明らかにする情報を記載

するよう企業が要求されることがないようにすべきである。

（団体） 

99 本取扱いの内容

（申出書及び概要

文書の提出） 

本取扱いに概要文書の概念を導入したことは，米国の実務

と整合的である。しかし，米国の裁判所等では，概要文書の

形式や，場合によっては概要文書が真に必要かどうかは，状

況によって異なる。概要文書の提出期限や形式について，本

取扱いで定めるもののほか，代替的なものを検討すべきであ

る。（団体） 

概要文書の提出期限や記載事項をあらかじめ定めて明

らかにしておくことは，本取扱いの円滑な運用・利用に

資するものであると考えますので，原案どおりとします。 

100 本取扱いの内容

（その他） 

指針案第２の４（１）において，外国競争法に関する法的

意見についての外国弁護士との通信の内容を記録した物件

は，通常，提出命令の対象としない旨を記載していることを

評価する。 

しかし，特定被疑事件の調査に必要であると認められる場

合が例外として除外されている。この例外は相当に幅広いと

考えられるため，当該例外の記載を削除するか，実質的に狭

めるよう求める。 

また，外国競争法に関する法的意見についての外国弁護士

との通信の内容を記録した物件を含む資料を留置した場合の

本取扱いは新たな課徴金減免制度をより機能させる等

の観点から整備されるものであるため，その対象は課徴

金減免対象被疑行為に関する法的意見についての事業者

と弁護士との間の通信であり，外国弁護士等による法的

意見や外国競争法についての法的意見は本取扱いの対象

となりません。そのため，御指摘のような取扱いを行う

ことは，本取扱いの趣旨に合致するものではないと考え

ます。 

他方，外国弁護士等との間で行われた外国競争法に関

する法的意見が記載された物件は，当該物件に事件に関
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取扱いを明確化し，①事業者の意図に反して留置された場合，

審査官が当該資料を閲覧しないようにし，②当該資料がどの

ように取り扱われ，閲覧されるかを示し，③当該資料が事業

者に返還されることを保障する手続を加えるべきである。（団

体） 

連する一次資料や事実調査資料が含まれているなど事件

調査に必要であると認められる場合を除き，提出命令の

対象としない旨を示しています。 

なお，外国弁護士等の助言等について，それを参考に

本取扱いの対象となる弁護士が自らの法的意見を記載し

ているなど，当該文書等が課徴金減免対象被疑行為に関

する法的意見について事業者と弁護士との間で秘密に行

われた通信の内容が記載されたものと認められる場合に

は，本取扱いの対象となり得ます。 

外国弁護士等について，事業者と弁護士との間の通信

の内容を外国弁護士等と共有することのみにより一律に

本取扱いの対象外となるものではないことを明らかにす

るため，指針第２の４（２）を修正しました。 

101 本取扱いの内容

（その他） 

指針案が，外国弁護士による外国競争法についての助言に

一定の保護を与えていることは有益である。しかしながら，

その保護に付された制限，すなわち，「当該事件に関連する

一次資料や事実調査資料…が含まれているなど当該事件の調

査に必要であると認められる場合を除」いていることは，実

務上この保護を無意味にさせることになり，少なくともこの

保護を不安定なものとする。したがって，本取扱いの対象と

なる弁護士の制限について再考すべきである。（団体） 

102 本取扱いの内容

（その他） 

「当該事件に関連する一次資料や事実調査資料が含まれて

いるなど当該事件の調査に必要であると認められる」文書で

あっても，特定被疑事件に関連する外国競争法への対応に係

る外国競争法に関する法的意見に関する部分については，提

出命令の対象から除外する（当該文書のうち調査に必要な分

に限って審査官へ引き継ぐ）扱いとすべきである。（弁護士） 

103 本取扱いの内容

（その他） 

国際カルテル事件に関しては，企業は通常様々な競争法の

観点から当該事件に関する助言を弁護士に依頼するため，一

つの法的見解又は通信に，日本及び米国の競争法を含む複数
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の競争法に基づく分析が含まれる場合がある。外国の競争法

及び日本の競争法に関する助言を含む法的意見が記載された

文書を原則として提出命令の対象とはしないこと，及びこの

点に関する手続を明確にすべきである。（団体） 

104 本取扱いの内容

（その他） 

外国弁護士との間の外国競争法に関する法的意見について

の通信は提出命令の対象としない旨の記載があるが，当該法

的意見に限らず，事業者が日本国内の「不当な取引制限」被

疑事件の立証に関係する事項について，日本法弁護士を経由

して得た外国法弁護士の助言等についても，提出命令の対象

とすべきではない。仮に，提出命令の対象とするとしても，

秘匿特権の対象とすべきである。また，仮に，提出命令の範

囲にそのような書類が含まれていると事業者が思料する場合

の取扱い等を明示すべきである。（団体） 

105 本取扱いの内容

（その他） 

外国競争法について外国弁護士との間で行われた通信につ

いては提出命令の対象外としているが，立入検査において提

出を拒否できること及び誤って提出されてしまった場合に直

ちに還付を受けられることを明確にするか，立入検査の時点

で判断することが難しい場合には提出命令の対象外とされる

ための具体的な手続を明確にすることを求める（電子データ

についても同様）。（事業者） 

106 本取扱いの内容

（その他） 

提出命令を受けて外国競争法に関する法的意見に関する通

信を記録した物件を提出する場合，外国競争当局及び裁判手
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続等との関係において，弁護士秘匿特権を放棄したものと評

価されるおそれがある。したがって，審査官が特定被疑事件

に関連する外国競争法への対応に係る外国競争法に関する法

的意見に関する通信を記録した物件を提出命令の対象とした

ことが判明した場合には，速やかに当該物件を還付する旨を

指針に明記すべきである。 

仮に，特定被疑事件に関連する外国競争法への対応に係る

外国競争法に関する法的意見に関する通信を記録した物件が

事業者に還付されたとしても，その事実関係を証明する資料

がなければ，外国の裁判手続において，弁護士秘匿特権を放

棄したものと評価されるおそれがある。したがって，当該物

件を提出命令の対象としたことが判明した場合には，速やか

に当該物件を還付すると共に，「当該物件については，本来提

出命令の対象とすべきではない文書であった」旨の文言を書

面において回答すべきである。（弁護士） 

107 本取扱いの内容

（その他） 

外国競争当局が同時並行して調査を行っている又は行うこ

とが予想される課徴金減免対象被疑行為に関して事業者が社

内調査を実施する場合には，弁護士が中心となって外国弁護

士等と連携しながら各種対応を行うことが一般的である。そ

のため，特定被疑事件に関連する外国競争法への対応に係る

外国競争法に関する法的意見であっても，特定行為者と外国

弁護士等との間の通信において，弁護士を電子メールの宛先
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（CCや BCC を含む。）に含めるのが通例である。そのような通

信を提出命令の対象としない運用となることを明らかにすべ

きである。（弁護士） 

108 本取扱いの内容

（その他） 

指針案では，特定被疑事件に関連する外国競争法への対応

に係る外国競争法に関する法的意見に関する通信又はこれを

記録した物件であるか否かについて，立入検査を行う現場の

審査官により判断され，判別官による判別手続及び還付手続

の一連の手続は適用されない建付けであるように読める。外

国競争法に関する法的意見に関する通信を記録した物件に該

当するか否かの審査官の判断に対する不服申立ての方法につ

いて明示がないが，審査官の処分に対する異議申立て（規則

第２２条）の方法によって行うものと理解してよいか，明ら

かにすべきである。（弁護士） 

御指摘の審査官の処分に対する異議申立ては，御指摘

の場面にかかわらず，審査官の提出命令自体について不

服がある場合には行うことができます。 

109 本取扱いの内容

（その他） 

外国弁護士とのコミュニケーションにつき，日本法弁護士

との独占禁止法に関するコミュニケーションとは別の特定の

アカウント・フォルダで管理・保存している場合には，原則

として提出命令の対象外となるか。「当該事件の調査に必要

である」場合には，審査官がその理由を事業者に説明の上，

提出命令を行うとの理解でよいか。（団体） 

御指摘の通信は本取扱いの対象とならないことから，

提出を命じる場合の手続に通常と異なるところはなく，

本取扱いにおける適切な保管が求められるものではあり

ません。 

なお，物件の提出命令は，審査官が事件調査に必要で

あると合理的に判断した範囲で行われるものであり，御

指摘の通信を記録した物件を他の物件と区分して保管す

ることは，審査官の当該判断に資することになると考え

ます。  

110 本取扱いの内容

（その他） 

外国競争法に関する法的意見について外国弁護士等との間

で秘密に行われた通信の内容を記録した物件は提出命令の対

象としないとのことだが，適切な保管等を行う必要はあるの



42 
 

№ 項目 意見の概要 考え方 

か。（事業者） 

111 本取扱いの内容

（その他） 

指針案では，「外国競争法に関する法的意見について特定

行為者と外国弁護士等との間で秘密に行われた通信の内容を

記録した物件については…提出命令の対象としない」とされ

ている（「第２ 本取扱いの内容」「４ その他（１）」）が，

「外国弁護士等」とは具体的に何を指すのか明らかにすべき

である。また，「提出命令の対象としない」とは，どのような

取扱いになるのか，立入検査の現場ではどのようなやり取り

になるのかを明文化すべきである。（団体） 

「外国弁護士等」とは，指針第２（注５）において，「外

国弁護士による法律事務の取扱いに関する特別措置法

（昭和６１年法律第６６号）に規定する外国弁護士及び

外国法事務弁護士（外国法事務弁護士法人を含む。）」を

総称したものであることを示しています。 

また，「提出命令の対象としない」とは，該当する物件

については提出命令の対象とせず，したがって留置をし

ないという取扱いとなります。このような取扱いとなる

ことは明らかであり，指針において明文化するまでもな

いと考えます。 

また，立入検査の現場でのやり取りについては，様々

なことが行われ得るため，これを指針において一律に示

すことは困難です。 

112 本取扱いの内容

（その他） 

指針案第２の４（２）において，事業者が公正取引委員会

に本取扱いの申し出をする前又は後に，事業者が他の調査機

関に物件を提出したとしても，本取扱いの適用に影響を及ぼ

さないことについて賛成する。 

より改善するため，次のことを指針で明らかにすべきであ

る。 

 ・ 「提出等されていた」とあるが，他の行政機関への提出

が本取扱いの求めを行う前のものに限定されるものでは

「提出等されていた」とは，立入検査時（提出命令時）

における特定物件の状況（過去における他の行政機関等

への提出の有無）を示すものとして記載しています。提

出命令後，判別手続中に特定物件が他の行政機関等へ提

出等されることは想定していません。また，判別手続後

（特定物件の還付後）における他の行政機関等への提出

の有無は，本取扱いとの関係性がなく，言及する必要が

ありません。 
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ないこと。 

 ・ 「他の行政機関等」の範囲を明確にし，裁判所及び外国

又は国際的な行政機関及び裁判所が含まれるかを明確に

すること 

 ・ 「調査」の意味を明確にし，当該調査が同一の被疑行為

に関連する独占禁止法違反の調査に限定されるか否かを

明確にすること。 

（団体） 

「他の行政機関等」には，裁判所や外国の行政機関・裁

判所も含まれると考えます。 

「調査」とは同一の被疑行為に関連する独占禁止法違

反の調査に限定されるものではありません。 

なお，指針第２の４（２）の記載については，内容をよ

り明確にする観点から，修正しました。 

113 審査官による手続 事業者が本取扱いを求めることができる旨を認識し，適切

かつ適時にかかる求めを行うことができるように，立入検査

等の実施時の事前説明において，本取扱いの概要等に関する

説明を含めることとすべきである。（弁護士） 

本取扱いについては，立入検査の際に審査官が事業者

に交付する「独占禁止法違反被疑事件の行政調査手続の

概要について〔事業者等向け説明資料〕」に追記し，立入

検査に際して手交することとします。 

114 審査官による手続 立入検査の際，審査官は，本取扱いの表示が付された物件

に接した際は，事業者から本取扱いを求められる前であって

も，当該物件を検査することを控えるなど，対象となる物件

の内容を確認しないという取扱いを認めるような運用を行う

べきである。（弁護士） 

本取扱いは，事業者が日頃から対象物件を適切に管理

していることを前提としています。本取扱いにおいて提

出命令時に確認することとしている表示及び保管がなさ

れていれば，審査官が物件の検査を控えるまでもなく，

事業者は，適時に本取扱いの求めをすることができると

考えます。 

115 審査官による手続 判別官による第一次判別手続における確認手続が規定され

ていること及び事後に還付の要件を満たすことが判明しても

そもそも救済の方法がないことから，特定物件に当たるとの

判断は，表示と保管場所だけで機械的に行い，それ以上を立

本取扱いにおいて，立入検査時に審査官が事業者から

の求めがあった物件について確認することは，御指摘の

ように当該物件の表示と保管場所となります。当該物件

がこれらの適切な保管を満たすことを確認した場合に
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入検査の場で確認することを避け，申出があった全ての物件

を機械的に封印の上留置することとすべきである（電子デー

タについても同様）。（弁護士） 

は，提出命令を行うに際して申出書の提出を受け，当該

物件の内容にアクセスすることなく封筒等に入れて封を

した上で留置し，特定物件として取り扱うことになりま

す。 

116 審査官による手続 審査官が封を解くことなく特定物件を判別官に引き継ぐと

されているが，事業者が概要文書を作成する必要がある等の

合理的理由で，写しをとることを認める旨を明示すべきであ

る。（弁護士） 

特定物件の閲覧及び謄写を認めることについては，規

則第２３条の５で明らかにしています。また，立入検査

時や立入検査後において，留置物件の謄写を求めること

は可能です（独占禁止法審査手続に関する指針（以下「審

査手続指針」といいます。）第２の１（４）ウ）。 

117 審査官による手続 審査手続指針には，弁護士の到着を理由に立入検査を拒む

ことができない旨が明確に記載されているものの，事業者が

申出書の提出等を行うためには，弁護士からの法的助言が不

可欠である。審査手続指針における当該記載は速やかに変更

されるべきである。審査手続指針の変更を行わない場合であ

っても，少なくとも審査官が本取扱いの求めの是非を判断す

る時期については，弁護士が到着する時期までに後らせるよ

うな運用とするなど配慮いただきたい。（弁護士） 

本取扱いは，事業者が日頃から対象物件を適切に管理

していることを前提としています。本取扱いにおいて提

出命令時に確認することとしている表示及び保管がなさ

れていれば，弁護士の到着を待つまでもなく，事業者は，

適時に本取扱いの求めをすることができると考えます。 

118 審査官による手続 提出命令に応じたことが米国法上の弁護士・依頼者間秘匿

特権の「放棄」とみなされかねない懸念がある。そのため，特

定物件については，他の物件とは区別された形で，あくまで

仮の意味付けを与えられた提出命令の対象とされるに過ぎ

ず，審査官との関係でも引き続きその秘密は守られたままの

 提出命令については，通常の手続による提出命令であ

るか，本取扱いに係る提出命令であるかを明らかにする

観点から，本取扱い向けの提出命令の様式を用いること

とします。 
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状態にあることを明確に認識し得る書式・実務が用意される

べきである（電子データについても同様）。（弁護士） 

119 審査官による手続 規則案及び指針案には，本取扱いの求めの是非に関する審

査官の判断（事業者から本取扱いの求めがあった物件が指針

案第２の２（１）及び（２）を満たすか否かの判断）に対する

不服申立ての方法について明示していないが，審査官の処分

に対する異議申立て（規則第２２条）の方法によって行うも

のと理解してよいか，明らかにすべきである。 

また，事業者が本取扱いを求めたものの指針案第２の２

（１）及び（２）を満たさないと審査官に判断された物件を

提出した場合，外国競争当局及び裁判手続等との関係におい

て，弁護士秘匿特権を放棄したものと評価されるおそれがあ

る。したがって，審査官が，指針案第２の２（１）及び（２）

を満たすにもかかわらず，当該物件を判別手続の対象としな

かったことが判明した場合には，速やかに当該物件を還付す

る旨を指針においても明記すべきである。 

さらに，仮に，速やかに当該物件が還付されたとしても，

その事実関係を証明する資料がなければ，外国の裁判手続に

おいて，弁護士秘匿特権を放棄したものと評価されるおそれ

がある。したがって，速やかに当該物件を還付すると共に，

「当該物件を判別手続の対象とすべきであった」旨の文言を

書面において回答すべきである。 

本取扱いにおいて，立入検査時（提出命令時）に確認す

ることとしている対象物件に係る表示及び保管場所が適

切にされていた場合，審査官と事業者との間で判断に違

いが生じることは通常ないと考えます。 

御指摘の審査官の処分に対する異議申立ては，本取扱

いによるか否かにかかわらず，審査官の提出命令自体に

ついて不服がある場合には行うことができます。 

他方，審査官等が，異議申立ての係属する期間中，物件

を閲覧できないものとすることは，審査の遅れにつなが

ることとなり，事件の実態解明に重大な支障を生ずるお

それがあることから，適当ではないと考えます。 

御指摘の諸外国におけるいわゆる弁護士・依頼者間秘

匿特権の放棄の点に関しては，独占禁止法研究会（平成

２９年４月２５日報告書公表）において議論され，「少な

くとも米国においては，一部の裁判所において，当局の

命令を受けて提出する場合には秘匿特権は失われること

はないとの判断が示されている」，「米国の裁判所等でそ

のような判断がなされた具体的な事実は本研究会では確

認できなかった」とされていると承知しています。 
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本取扱いの求めがあった物件が指針案第２の２（１）及び

（２）を満たすか否かについて，事業者が異議申立てを行い，

当該物件が「留置の必要がなかった」として還付されたとし

ても，その異議申立てが係属する期間中に審査官が本取扱い

の求めがあった物件の内容を精査した場合，事業者が本取扱

いによって得られる利益が恒久的に喪失するリスクがある。

よって，当該期間中においては異議申立ての審査に係る公正

取引委員会の職員等を除いて対象となる物件の内容を確認で

きないとする運用を行うよう配慮すべきである。（弁護士） 

120 判別官の指定等 指針案では，判別官は官房の職員から指定すると記載され

ているにすぎないが，判別官が上級の役員であり法曹資格な

どの専門的な資格を有しなければならない旨の最低要件を提

示すべきではないか。また，判別官は，国際的に適用される

弁護士依頼者間秘匿特権について世界中で一貫性を持って実

施されるよう，十分な研修を受け経験を積んだ者であること

が望ましい。（団体） 

判別手続は，独占禁止法違反被疑事件の審査手続の一

環として位置付けられるものであり，専門的知見に基づ

く判断が行われることによって迅速かつ正確な処理が図

られると考えており，独占禁止法の知識を有し，かつ，実

務に精通した公正取引委員会の職員により実施すること

が適当と考えます。また，判別手続に係る事件の調査に

従事したことのある職員を指定しない，事件審査を担当

しない官房の職員から指定することなどにより，判別官

と審査官等との間の障壁（ファイアーウォール）を確保

しています。 

なお，判別官には管理職級の職員を充てることを考え

ています。 

121 判別官の指定等 本取扱いの判別手続は，米国で非難されてきた「汚染チー

ム（Taint team）」又は「秘匿特権チーム（Privilege team）」

の手続に類似している。審査官と一線を画しているとはいえ，

判別官は公正取引委員会の職員であることから，秘匿特権を

非常に限定的に判断する可能性がある。裁判所等の中立的な

立場の者が判別を行うことにより，事業者が本取扱いを利用



47 
 

№ 項目 意見の概要 考え方 

しやすくなると考えられる。（弁護士） 

122 判別官の指定等 米国においては，プリビレッジログの提出は裁判所に行わ

れることで，客観的な判断が担保される。公正取引委員会の

同一組織内に特定物件を開示することは，米国等の海外での

訴訟などにおいて，秘匿特権の放棄とみなされ，秘匿特権が

認められない可能性が高い。海外で同等の保護が受けられる

ことを担保するため，判別官は裁判所など公正取引委員会か

ら独立した機関に委ねるべきである。（個人） 

123 判別手続 特定物件の中に，特定通信と対象外文書等が混在している

場合があり得るが，このような場合，指針案第４の２（２）イ

は，対象外文書等の写しを提出させることとしているので，

適正手続の要請と実態解明機能のバランスを図ったものとし

て妥当である。（弁護士） 

賛同の御意見として承ります。 

124 判別手続 対象外文書等の写しを判別官と審査官に提出することとな

っているが，一つ一つの文書等について写しを２部準備する

のは煩雑であるので，他の運用方法を検討すべきである。ま

た，必ずしも「写し」を提出させる必要はなく，当該文書等を

特定可能な方法で明示すれば足りるのではないか。（団体） 

 特定物件に対象外文書等が含まれていた場合，対象外

文書等の写しの提出等があれば，引き続き当該特定物件

全体を還付の対象として取り扱うこととなります。これ

は，当該対象外文書等から得られる情報と同一の情報が

提出されることを前提としています。そのため，対象外

文書等の写しの提出等が必要です。他方，写しを２部準

備することが煩雑であるとの意見を踏まえ，原則として，

１部でよいこととするため，指針第４の２（２）イを修正

しました。 
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 なお，当該写しは，判別官から審査官に共有されるこ

ととなります。 

125 判別手続 指針案では，第二次判別手続について「第一次判別手続が

終わった日から原則として６週間以内に…確認を行うものと

する」とされている（「第４ 判別手続等」「２（２）」）が，

事業者が起算日を把握できるようにするため，「第一次判別

手続が終わった日」を特定行為者に対して遅滞なく書面で通

知すべきである。（団体） 

判別手続においては，適切な判別がなされるよう，判

別官と事業者とが密にコミュニケーションをとることを

想定しています。その中で，書面で通知するまでもなく，

事業者は第二次判別手続の開始について把握することが

できると考えます。 

126 判別手続 規則案及び指針案は，判別手続において，事業者又は弁護

士が申出書及び概要文書以外の文書を提出できるか否か，及

び事業者又は弁護士が判別官と協議・相談を行うことができ

るか否か，明確にはしていない。概要文書提出後に初めて明

らかになった事実など申出書及び概要文書には現れない事由

を判別官に対して説明する必要性が生じた場合，事業者又は

弁護士が申出書及び概要文書以外の文書を提出すること又は

判別官との協議・相談を行うことを柔軟に認めるべきである。

（弁護士） 

判別手続においては，適切な判別がなされるよう，判

別官と事業者とが密にコミュニケーションをとることを

想定しています。その中で，お尋ねのような，判別官に対

する説明等をすることは可能です。  

また，規則・指針において，判別官は，判別手続を行う

ために必要があると認めるときは，特定行為者に対し，

資料の提出その他の必要な協力を求めることとしてお

り，申出書及び概要文書以外の文書の提出があり得るこ

とを示しています。 

127 判別手続 指針案では，第二次判別手続について「特定物件が，前記

第２の２（２）及び（３）を満たすことを確認する」とされて

いる（「第４ 判別手続等」「２（２）エ 適切な保管の確認」）

が，具体的にどのような確認行為を予定しているのか明文化

すべきである。（団体） 

御指摘の第二次判別手続における確認について，指針

第２の２（２）及び第２の２（３）の内容により，それぞ

れ具体的に記載していると考えますので，原案どおりと

します。 
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128 判別手続 指針案では，判別官が特定通信の内容を記録したものかど

うか判断できない場合どうするのか，明らかではないため，

明確な規定を設けるべきである。（団体） 

指針案において，「判別官は，前記第４の２(１)アから

ウまで又は同(２)アからオまでのいずれかの該当性が明

らかでない場合には，その旨を特定行為者に対して連絡

し，当該特定物件の取扱いについての対応（記載内容の

誤りに関するもの等を含む。）を確認する」（第５の２

（１））ことを明らかにしています。 

なお，判別手続における特定行為者と判別官との間の

確認であることが明確になるように，当該記載の位置を

第４の３に修正しました。 

129 判別手続 指針案では，「審査官等は，特定物件について，後記（１）

及び（２）の確認を行っている間及び当該確認がされたとき

は，当該特定物件を閲覧せず，又は謄写しないものとする」

とされている（「第４ 判別手続等」「２ 判別手続」）が，「審

査官等」が具体的に何を指すのか明文化すべきである。また，

当記述は，「第３ 審査官による手続」の末尾に置く方が分か

りやすく適切である。（団体） 

「審査官等」とは「審査官その他の当該事件調査に従

事する職員」であり，このことは，指針第１において示し

ています。 

 

130 判別手続 ＥＵでは，弁護士秘匿特権の対象となるかを判別する手続

について，調査チームと秘匿特権の紛争に対応するチームで

明確な区分はないが，多数の安全装置を用意している。判別

手続における判別官の確認等に何らかの見解の相違があった

場合には，裁判所等が判断を行うまで特定物件に保護措置を

講じ，審査官が閲覧できないようにすべきである。（団体） 

本取扱いでは，判別官が審査官に引き継いだ特定物件

について，事業者が還付の求めを行い，これが却下され

た場合は，この却下を審査官による処分と捉え，訴訟や

異議申立てができるものと考えます。 

なお，御指摘のように審査官等が閲覧できないものと

することは，審査手続の遅れにつながり，事件の実態解
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明に重大な支障を生ずるおそれがあることから，適当で

はないと考えます。 

131 判別手続 指針案では，判別官が確認した文書の内容の秘密を保持す

る義務があるのか，明らかではないため，明確な規定を設け

るべきである。（団体） 

判別官を含む公正取引委員会の職員には，御指摘の規

定を設けるまでもなく，独占禁止法や国家公務員法の規

定に基づく守秘義務等が課せられており，これらを遵守

することが求められています。 

132 判別手続 指針案では，対象外文書等として一次資料，事実調査資料

などが示されている。このような事実関係が記載された資料

や，事実関係を裏付ける資料は，公正取引委員会が実態解明

を行う上で重要な資料である。独占禁止法を執行するために

は実態解明が適切になされることが前提であり，実態解明機

能が阻害されることのないように制度設計されるべきである

から，これらを本取扱いの対象外とすることは適切である。

（個人，弁護士） 

賛同の御意見として承ります。 

133 判別手続 事実関係が記載された資料や，事実関係を裏付ける資料は，

公正取引委員会が実態解明を行う上で重要な資料であるか

ら，これらを本取扱いの対象外とすることは適切である。（弁

護士） 

134 判別手続 役員等の陳述に対してインタビュアーである弁護士の印象

又は評価等を加えて弁護士が作成したヒアリング記録は，米

国では，仮に弁護士・依頼者間秘匿特権の対象とならない場

合であってもワークプロダクトの法理により保護の対象とし

被疑行為に係る事実について，弁護士との相談に用い

られたことにより実態解明のための調査に使用できなく

なるとすれば，実態解明機能を阻害することとなります。

そのため，対象外文書等の例示として，「事実調査資料」
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て取り扱われている。 

国際水準との整合性を図るなどするため対象外文書等の例

示のうち「弁護士，」との記載を削除するか，又は少なくとも

「弁護士，特定行為者の法務部門に所属する役員等が課徴金

減免対象被疑行為に関与したとされる役員等に対して行った

ヒアリング記録」に「但し，ヒアリングにおける役員等の陳

述に対する弁護士の印象又は評価等を加えて弁護士が作成し

たヒアリング記録は含まれない。」との記載を加えるべきであ

る。（弁護士） 

を掲げています。例えば，役員等に対するヒアリングに

おいて役員等が発言したことを記録したもの自体は，事

業者と弁護士との間の法的意見についての通信とはいえ

ず，このことを明らかにするために，ヒアリング記録を

「事実調査資料」の例として掲げています。 

他方，本取扱いでは，事実に関する記載が含まれてい

るかといった形式的なことのみによって判断するもので

はなく，例えば，弁護士が，ヒアリングなどにより調査し

て得た一定の事実を記載するとともに，その事実関係を

前提に，それを評価した法的意見を記載しているなど，

全体として課徴金減免対象被疑行為に関する法的意見に

ついての弁護士との相談文書・回答文書に当たるものは，

本取扱いの対象となり得ます。 

これらのことが明らかになるよう，指針第２の１（注

７）及び第４の２（２）イ（イ）を修正しました。 

135 判別手続 指針案では，ヒアリング記録や報告書は秘匿特権保護の範

囲には含まれていないが，これはあまりにも広義である。弁

護士が事業者の従業員から供述聴取をして作成するヒアリン

グ記録や報告書は，ただ単に事実のみを反映しているもので

はない。弁護士は，聴取対象者が話した事実がどのような法

的意味合いをもつのかという点を記録することも多い。この

種の文書はケース・バイ・ケースで評価すべきであり，部分

的な編集を行うことで，秘匿特権の対象となる純粋な法的助

言を保護するという目的は達成されると考えられる。（弁護

士） 

136 判別手続 社内調査結果やヒアリング記録等は，事業者が弁護士から

法的助言を得るに当たってその相談内容の一部として行われ

た社内調査結果等であれば，特定通信の内容を記録した文書
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等に含むべきである。 

対象外文書等の例にあるような文書であっても，その形式

的な存在形態のみによって対象外文書等と判断されるべきで

はない。（弁護士） 

137 判別手続 一次資料を除外することは理解できるが，弁護士が行った

役員等へのヒアリング記録を含む事実調査資料，他法令等に

関する法的意見の内容を記載した文書等を除外することにつ

いては強く反対する。①それらを対象から除外とすると，事

業者による調査協力実施の判断に大きな影響を与え得る，②

事業者と弁護士との間で秘密に行われた通信は，日本法の課

徴金減免制度に関わるものと関連性のある他法令をも含めて

事業者が相談していることが通常である，③そもそも弁護士

への相談は，前提となる事実があって初めて可能となるもの

である，ためである。（団体） 

138 判別手続 他法令等に関する法的意見の内容を記載した文書等を除外

しているが，法律意見書には独占禁止法を含めて多方面の法

律について分析するものが多く，課徴金減免対象被疑行為に

関するものに限定する法律意見書に限ることは実務的ではな

いため，当該除外の記載は削除すべきである。（弁護士） 

課徴金減免対象被疑行為に関する法的相談以外の相談

は，新たな課徴金減免制度をより機能させる等の本取扱

いの趣旨に合致するものではないため，対象外文書等の

例として，他法令等に関する法的意見の内容を記載した

文書等を掲げています。これらを対象外文書等の例から

除いた場合，本取扱いの対象とならないものが，本取扱

いの対象となり得ると受け止められるおそれがあること

から，原案どおりとします。 
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139 判別手続 弁護士の回答は，明白な検査妨害行為を指示するもの以外

は広く保護されるべきである。弁護士から「独占禁止法上問

題となる可能性は低い」との助言を受けた上で行った行為が，

結果的に公正取引委員会から違法と認定された場合，当該助

言は違法行為を「行うことを容易にする」ものと解釈される

おそれがある。そのため，「検査を妨害すること等に関する

ものではないこと」として「課徴金減免対象違反行為を行う

こと若しくは行うことを容易にする……ものではないこと」

との記載は削除し，検査妨害行為に関する回答のみを本制度

の適用対象から除外すべきである。（団体） 

課徴金減免対象違反行為を「行うことを容易にするこ

と」とは，改正後の独占禁止法第７条の３第２項第３号

を参考としたものであり，例えば，公正取引委員会の調

査があった場合に備えた証拠破棄に係る計画・準備など

を想定しています。御指摘のような削除を行い，このよ

うな行為を許容することは本取扱いの趣旨に合致するも

のではないことから，原案どおりとします。 

他方，弁護士が「独占禁止法上問題となる可能性は低

い」との法的意見を伝えたとしても，通常，そのことのみ

で課徴金減免対象違反行為を「行うことを容易にするこ

と」には当たらないと考えます。 

140 判別手続 本取扱いの内容を定めるに当たっては実態解明機能が損な

われることのないよう制度設計されるべきである。 

また，公正取引委員会が十分機能してこそ経済取引の公正

が実現するのであるから，本取扱いの運用に当たっては，実

態解明機能を阻害することのないよう適正に運用されること

が必要である。特に，判別手続における「特定通信の内容を

記録した物件」や「適切な保管」の確認に当たり，その範囲が

拡大解釈されることのないよう，厳格な判断がなされること

を求める。本取扱いによって，実態解明に支障が生じ，消費

者の利益が侵害されることのないようにしていただきたい。

一般消費者にとって，独占禁止法違反に係る行政調査は，健

御指摘も踏まえつつ，適切に運用してまいります。 
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全な市場競争の早期回復とそれによる消費者利益の確保の視

点から期待される。（個人，弁護士） 

141 還付手続 規則案第２３条の３第１項では，「特定物件について，次

の各号のいずれも満たすことが確認された場合には，留置の

必要がなくなったものとして，事件の終結を待たないで，こ

れを還付するものとする。」と規定されているが，①「留置の

必要性」は本取扱いとは何ら関係がなく，②判別官が確認す

る要件に「留置の必要性に関するもの」はないため，「留置の

必要がなくなったものとして」の文言を削除すべきである。

（団体） 

御指摘の規定は，特定物件の還付について「留置の必

要がなくなったものとして」（規則第２３条の３第１項）

扱い，還付することを示すものです。 

142 還付手続 指針案では，特定行為者への確認について「判別官は，･･･

いずれかの該当性が明らかでない場合には，その旨を特定行

為者に対して連絡し，･･･を確認するものとする。この確認等

は，判別手続の期間内に行うものとする。」とされている（「第

５ 還付手続等」「２（１）特定行為者への確認等」）。しか

し，これは判別手続における特定行為者と判別官の間の要件

該当性についてのやり取り（質問と回答など）であり，還付

手続や審査官への引継ぎの問題ではないため，当該記載は「第

４ 判別手続等」「２ 判別手続」の（２）の後に記載すべきで

ある。（団体） 

御指摘を踏まえ，判別手続における特定行為者と判別

官の間の確認であることが明確になるように，当該記載

の位置を第４の３に修正しました。 

143 還付手続 

 

指針案第５の１において，要件を満たすと確認できた特定

物件を判別官が還付するとしているが，規則中にはそれを可

判別官が要件を満たすと確認し，封筒に入れて封をし

た特定物件については，審査官が規則第２３条の３第１
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能とする根拠規定がない。このままでは，還付の権限を有す

る審査官ではなく，かかる権限のない判別官が還付をするこ

とになり，違法行為になると思われるため，そのための手当

てを規則に規定すべきである（電子データについても同様）。

（弁護士） 

項の規定により留置の必要がなくなったものとして速や

かに還付することになります。 

144 審査官への引継ぎ

等 

判別官から事業者に確認の連絡が行われた場合には，回答

準備に要する合理的な期間を考慮し，事業者の意見も踏まえ

適切な回答期限が設定されるとの理解でよいか。（団体） 

判別手続においては，適切な判別がなされるよう，判

別官と事業者とが密にコミュニケーションをとることを

想定しています。その中で，お尋ねの期間について，事業

者の意見と判別手続の実施期間を考慮して適切に設定す

ることとなります。 

145 審査官への引継ぎ

等 

判別官は，特定物件について「いずれかを満たさないこと

を確認した場合には，その旨及びその理由を特定行為者に通

知する」こととされている（規則案第２３条の４第５項）が，

その通知の方法については規定されていない。還付請求を行

う前提として，判別官の判断理由を正確に把握する必要があ

るため，判別官による通知は書面による通知とすべきである。

（団体，弁護士） 

判別官が特定物件について本取扱いの要件を満たさな

いことを確認した場合，その理由を通知することとして

います。その通知では，いずれの要件を満たしていない

のかを示します。 

146 審査官への引継ぎ

等 

判別官から審査官へ引継ぎの際，事業者への通知書面には，

事業者が還付請求を行うべきかを合理的に判断できる程度に

対象物件でないと判断した理由が記載されるとの理解でよい

か。（団体） 

147 審査官への引継ぎ 特定物件が審査官に引き継がれると，その後に還付を受け 判別手続においては，適切な判別がなされるよう，判
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等 

 

られたとしても弁護士との相談を秘密にするという目的が達

せられないので，審査官への引継ぎの前に，判別官による確

認の結果について事業者へ通知されること及び事業者からの

異議申し立ての機会を設けることを求める（電子データにつ

いても同様）。（事業者） 

別官と事業者とが密にコミュニケーションをとることを

想定しています。その中で，判別官は，判別手続において

特定物件が要件を満たすことが確認できない場合には，

判別手続の期間内に，その旨を特定行為者に対して連絡

し，当該特定物件の取扱いについての対応を確認するこ

ととしています。 

そのため，当該コミュニケーションに重ねて，御指摘

のような通知，異議申立ての機会を設ける必要はないと

考えます。 

148 審査官への引継ぎ

等 

判別官が本取扱いの要件を満たさないと判断した物件につ

いて，審査官へ引き継がれる前に判別官の判断について異議

申立てを行えるよう，当該物件の審査官への引継ぎ期限を延

長すべきである。また，当該物件が審査官へ引き継がれた後

に特定物件について還付請求がなされた場合，事業者への還

付の必要性を判断するのは審査官以外の者とすべきである。

（団体） 

判別手続においては，適切な判別がなされるよう，判

別官と事業者とが密にコミュニケーションをとることを

想定しています。その中で，判別官は，判別手続において

特定物件が要件を満たすことが確認できない場合には，

判別手続の期間内に，その旨を特定行為者に対して連絡

し，当該特定物件の取扱いについての対応を確認するこ

ととしています。 

そのため，当該コミュニケーションに重ねて，御指摘

のような異議申立ての機会，審査官への引継期限を設け

る必要はないと考えます。 

また，特定物件の還付請求に対しては，当該物件の留

置が必要かという観点から判断するため，審査官以外の

者がこの観点から対応することはできません。 
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149 審査官への引継ぎ

等 

 

要件を満たさないと判断された物件は封を解かれた状態で

審査官に引き継がれるため，当該物件について，審査官はそ

の内容を知ることができ，謄写することも可能となる。そう

すると，当該物件の還付請求を行い，その却下決定に対して，

公正取引委員会への異議申立て又は取消訴訟を行うことがで

き，仮にこれが認められ還付を受けたとしても，審査官が実

質的には既に心証を形成し得るという意味で企業にとって秘

匿特権のメリットが減殺されるだけでなく，特定物件につき，

審査官が封をした上で提出命令をすることを公認することに

なるという弊害もあり得る。そのため，当該物件について還

付の請求を可能とする以上，還付請求に対する公正取引委員

会又は裁判所の判断が確定するまでは審査官が当該物件にア

クセスできないようにする制度的工夫をすべきである（電子

データについても同様）。（弁護士） 

御指摘の判断が行われるまで審査官等が閲覧等できな

いものとすることは，審査手続の遅れにつながり，事件

の実態解明に重大な支障を生ずるおそれがあることか

ら，適当でないと考えます。 

150 審査官への引き継

ぎ等 

事業者において，判別官及び審査官による特定物件に係る

判断に疑義がある場合，事業者による異議申立て又は取消訴

訟に係る判断がなされるまでは，審査官による当該特定物件

の閲覧・謄写は認められない旨を定めるべきである。（弁護

士） 

151 審査官への引継ぎ

等 

指針案は，本取扱いの適用可能性が不明である場合には，

判別官が特定物件を審査官に引き継ぐという仕組みを規定し

（第５の２），審査官は当該特定物件の「留置の必要性」につ

判別官から審査官に引き継がれる物件は，判別官が本

取扱いの対象とならないことの確認を終えた物件であっ

て，本取扱いの対象となるか否かが明らかでない物件で
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いて検討するとしている（第５の３）。この取扱いは，判別官

が疑問を持つ場合に調査官に秘密性の保護を破る権限を本質

的に与えるものであり，手続の法的透明性を担保するため，

本取扱いの適用可能性が不明な場合の審査官への引継ぎにつ

いて再考すべきである。（団体） 

はありません。 

 

152 特定行為者による

還付の請求への対

応 

判別官の判断に対する不服申立ての手段を明確にし，その

上で判別手続全体から恣意的な判断のおそれが排除されてい

るか検証すべきである。（弁護士） 

判別官の判断自体には処分性は認められず，訴訟や異

議申立ての対象にはならないと考えます。 

他方，判別官が審査官に引き継いだ物件について，事

業者は還付請求でき，審査官がこれを却下する場合には

規則第２２条第１項の規定に基づく異議の申立て又は行

政事件訴訟法の規定により取消訴訟を提起することがで

きると考えます。また，指針において，還付請求の却下の

際に，異議申立て等ができる旨を教示することを示して

います。 

153 特定行為者による

還付の請求への対

応 

フランスにおいては，調査の実施，特に職業上の秘密によ

り保護される文書の押収に対して，法に基づき異議を申し立

てることができる。公正取引委員会も，事業者に対し，判別

官の決定に異議を唱えるための同様のメカニズムを提供すべ

きである。（団体） 

154 特定行為者による

還付の請求への対

応 

規則案及び指針案は，判別官が行う判断に対する不服申立

ての方法について明示していないが，事業者による還付請求

に対する却下通知と同様に，異議申立て（規則第２２条）又

は行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）の規定によ

る取消訴訟の提起の方法によって行うものと理解してよい

か，明らかにすべきである。（弁護士） 

155 特定行為者による

還付の請求への対

応 

審査官による還付請求の却下は処分に該当すると理解して

いるが，当該処分は行政手続法に定める処分の理由開示の対

象となるか。もし，ならないのであれば同等の理由の開示が

審査官による還付請求の却下は，処分であると考えま

す。かかる処分について，独占禁止法第７０条の１１の

規定により，行政手続法第三章の規定の適用が除外され
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なされるか。（団体） ていることから，行政手続法上の理由開示の対象とはな

りません。 

他方，審査官が還付請求を却下する旨の通知を特定行

為者に対して行う際の文書には，処分に理由を付す趣旨

等に照らし，必要な範囲で理由を記載します。 

156 特定行為者による

還付の請求への対

応 

 

還付されるべき特定物件が審査官に引き継がれてしまった

場合，事業者からの還付の請求に対しては指針案第４の２の

判別手続と同様の基準で判断されることを明確にすることを

求める。また，この場合に審査官が特定物件に触れずに審査

等がなされるための具体的な手続（審査官の入れ替え等した

上での再審査などの手続など）を明示することを求める（電

子データについても同様）。（事業者） 

特定物件の還付請求に対しては，当該物件の留置が必

要かという観点から判断することとなります。この判断

は，事件を担当している審査官が当該物件の内容を確認

しなければ行うことができないものですので，原案どお

りとします。 

判別手続においては，適切な判別がなされるよう，判

別官と事業者とが密にコミュニケーションをとることを

想定しています。その中で，判別官は，判別手続において

特定物件が要件を満たすことが確認できない場合には，

判別手続の期間内に，その旨を特定行為者に対して連絡

し，当該特定物件の取扱いについての対応を確認するこ

ととしています。 

そのため，当該コミュニケーションに重ねて，御指摘

のような手続を設ける必要はないと考えます。 

157 特定行為者による

還付の請求への対

応 

指針案では，判別を終えた物件を審査官に引き継ぐ手続等

が記載されているが，行政訴訟事件法に基づく抗告訴訟の係

属中，又は規則第２２条第１項に基づく異議申立ての係属中，

判別官による判別を終えて審査官に引き継がれた物件

を審査官が事件審査のために用いることについて，規則・

指針に特段規定していませんが，審査官による事件審査



60 
 

№ 項目 意見の概要 考え方 

審査官が物件を審査することができるのかどうか明らかでは

ないため，明確な規定を設けるべきである。（団体） 

が制限されないことは明らかと考えます。 

158 特定行為者による

還付の請求への対

応 

指針案では，取消訴訟の結果，却下処分が取り消された場

合に，当該物件を行政調査手続において事実認定の基礎にす

ることはできないとの記載が存在しない。却下処分が取り消

された場合に，当該物件を行政調査手続において事実認定の

基礎にすることはできないことを指針に明記すべきである。

（団体） 

御指摘の場合には，当該物件は事業者に還付されてい

るため，認定した事実の立証のための証拠として用いる

ことは物理的にできません。この点，他の手続により還

付された物件についても特段記載しておらず，原案どお

りとします。 

159 特定行為者による

還付の請求への対

応 

 

規則第２２条が規定するのは，審査官がした独占禁止法第

４７条第１項各号の処分に対する異議申立てだが，指針案が

規定する還付請求の却下行為は，留置の必要があるから還付

しないとする決定であり，審査官による独占禁止法第４７条

１項各号による処分に当たるのか疑義がある。元来，規則第

１７条は，提出命令をした物件につき取り調べをした結果，

留置し続ける必要性がなくなった場合の還付を規定するもの

であり，これを処分とする理解はこれまで見られなかったと

理解している。審査官による還付請求の却下を処分と捉えれ

ば，独占禁止法第４７条第１項各号の処分も，取消訴訟の提

起が認められるという解釈となる。（弁護士） 

還付請求の却下の処分該当性については，最終的には

裁判所の判断によるため確たることは示せませんが，公

正取引委員会としては審査官による処分に該当し，行政

事件訴訟法に基づく取消訴訟等の対象となると考えま

す。 

なお，他法令において還付請求の却下が処分として扱

われた裁判例があると承知しています。 

160 特定行為者による

還付の請求への対

応 

規則２２条により，事業者が特定物件の留置の必要性を争

うための異議申立てができるとしても，審査官が提出命令の

対象とするとの判断をしている以上，留置の必要性が否定さ

判別官の判断自体には処分性は認められず，異議申立

ての対象にはならないと考えますので，御指摘の制度を

設けることは考えていません。 
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 れることはほとんどないと考えられる。また，仮に取消請求

訴訟が提起できるとしても，留置の必要性の有無は公正取引

委員会の裁量的な判断に当たると思われるため，事業者は裁

量権の濫用に当たることを立証しなければ裁判所により取り

消されることはないと考える。そのため，規則において，規

則２２条とは別の異議申立て制度を設けるべきである。（弁護

士） 

161 特定行為者による

還付の請求への対

応 

 

還付請求却下決定を独占禁止法第４７条第１項の処分の一

つとし，それに対して公正取引委員会への異議申立てを認め

るのであれば，かかる処分については当該異議申立てをする

ことなく，直接取消請求訴訟を提起することが可能と解すべ

きである。また，当該異議申立て却下決定に対する取消請求

訴訟が可能であれば，留置物返還請求訴訟（特定物件に限ら

れない），独占禁止法第４７条第１項各号の処分の無効確認訴

訟，差止請求訴訟，義務付け訴訟も可能となるはずなので，

取消訴訟に限定せず，抗告訴訟が可能となる旨を教示すべき

である。（弁護士） 

還付請求の却下について，取消訴訟を提起することが

できる旨を教示することを指針に示しています。 

他方，行政事件訴訟法によれば，教示の対象は取消訴

訟とされていますので，原案どおりとします。 

162 特定行為者による

還付の請求への対

応 

 

還付の請求の却下決定につき，行政事件訴訟法による取消

訴訟を提起できるのであれば，それ自体は歓迎される事態だ

が，特定行為者にその旨教示する以上，行政事件訴訟法によ

る取消訴訟が可能であるとする法的根拠を明らかにすべきで

ある。また，留置物の謄写を認めないとの審査官の判断が処

還付請求の却下の処分該当性については，最終的には

裁判所の判断によるため確たることは示せませんが，公

正取引委員会としては審査官による処分に該当し，行政

事件訴訟法に基づく取消訴訟等の対象となると考えま

す。 
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分に当たらないとした過去の異議申立てへの考え方等に沿っ

たものであることを明確にすべきである。（弁護士） 

なお，他法令において還付請求の却下が処分として扱

われた裁判例があると承知しています。 

還付請求の却下と留置物の謄写請求の却下とは性質を

異にするものと考えます。 

163 閲覧又は謄写の手

続 

規則案では，閲覧・謄写について，「「事件の審査又は判別

官の確認」と読み替える」こととし（第２３条の５），指針案

では，「事件の審査又は判別手続における判別官の確認に支

障を生じない範囲で…認めるものとする」とされている（「第

６ 閲覧又は謄写の手続」）。しかし，閲覧・謄写によって「事

件の審査」に支障が生じることは考え難いため，規則及び指

針の「事件の審査又は」との文言を削除すべきである。（団

体） 

例えば，特定物件の内容が検査を妨害すること等に関

するものであると考えられる場合には，その特定物件の

閲覧・謄写により事件の審査に支障が生じることが考え

られます。そのため，原案どおりとします。 

164 電子データへの対

応 

 

指針案の要件に適合するように対応する手間と費用は膨大

であり，電子データでは更に増大することは不可避である。

電子データの場合どうしても他文書と一括で保管せざるを得

ないため，対象外文書を除外する上での負担が大きく，そう

であれば電子データを残さない方がいいと考える企業が多く

なるおそれがある。（弁護士） 

本取扱いの対象となる特定通信は，課徴金減免対象被

疑行為に関する法的意見について課徴金減免対象被疑行

為をした事業者が弁護士に対して秘密に行った相談又は

それに対して当該弁護士が秘密に行った回答に限られま

す。 

また，本取扱いは，事業者が日頃から対象物件を適切

に管理していることを前提としています。 

そのため，原案どおりとします。 

165 電子データへの対

応 

「特定通信の内容を記録したものである旨の表示」の記載

は柔軟に解すべきである。電子メールの件名には，弁護士に

本取扱いの対象となる電子データは，審査官がその内

容にアクセスしないようにするため，また，本取扱いの
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相談するための情報収集の一環で，どのような社内当事者を

も想定して「Privileged and Confidential」といった表示を

することも多く，件名，文書冒頭又は末尾の署名欄のいずれ

かに，このような記載があれば足りるとすべきである。（団

体，弁護士） 

円滑な運用・利用のため，ファイル名（電子メールの場合

は件名）に，一般的に用いられ得る表示ではなく，特定通

信の内容を記録したものである旨の表示がされているこ

とが必要になります。ファイルや電子メールの本文中に

のみ表示をすることでは，審査官がその内容にアクセス

してしまうおそれが生じます。 

そのため，原案どおりとします。 

166 電子データへの対

応 

特定通信は，事業者を代表して弁護士に相談する職責にあ

った者と弁護士との間の秘密に行われた通信とのことであ

り，電子メールであれば特定のメールアカウントで管理して

保存する必要があるとのことだが，法務部が弁護士と相談す

る職責にあるとした場合，弁護士との電子メールは，法務部

と弁護士との間のみで行う必要があり（他部署の者を CCにも

入れない），かつ，他の案件には使用しない特別のメールア

カウントを作成してそれを使用する必要があるということ

か。弁護士，法務部門のほかに，相談の趣旨を補足的に説明

し得る対象となる事業担当者が事実確認のために CC 等で宛

名に加えられる場合であっても，弁護士に相談するための情

報収集目的での当該事業担当者との交換メールに含まれる表

記の付されたものは対象とされたい。（団体，事業者） 

 例えば，事業者が弁護士に相談するに当たり，課徴金

減免対象被疑行為を行っていた事業部門の担当者を特定

のメールアカウントの共有者に含め，具体的な内容等を

補足説明させる場合，当該担当者も「内容を知る者の範

囲」に含まれると考えます。 

また，特定のメールアカウントは，担当者や特定事案

ごとに設けたり，１つの特定のメールアカウントを複数

の担当者や複数の特定被疑事件で共有したりすることも

可能であると考えます。 

167 電子データへの対

応 

「（電子メールの場合は特定のメールアカウントで管理）」

とされているが，本取扱いを受けるための専用アカウントを

電子メールは，メールシステムの仕様等によっては，

メールサーバ上で保存されたり，１つのファイルに複数



64 
 

№ 項目 意見の概要 考え方 

設けて，当該専用アカウントで発受信したメールのみを対象

とする趣旨であれば厳格に過ぎる。メールアカウント自体は

専用アカウントでなくとも特定データ専用のフォルダに分け

て保管されていれば足りると考える。（弁護士） 

の電子メールが保存されたりするため，各役員等が対象

となる電子メールを送受信する都度，特定のフォルダに

保存することが煩雑・困難となる場合があると承知して

います。このため，本取扱いでは，特に，本取扱いの対象

となる電子メールを特定のメールアカウント（対象とな

らない電子メールを利用するアカウントとは異なるアカ

ウント）で管理することを求めています。  

電子メールが特定のメールアカウントで管理されてい

れば，対象とならない電子メールと区別して保存される

ことになり，審査官がその内容にアクセスしないように

できると考えます。 

168 電子データへの対

応 

電子データの適切な保管について，指針案では，「電子メ

ールの場合は特定のメールアカウントで管理」されているこ

とが必要とされている。しかし，事業者は，弁護士との間で

日々多様な案件について電子メールのやり取りを行っている

のであり，対象案件と他の案件とでメールアカウントを使い

分けるのは極めて困難である。また，電子メールは送信者や

用語等によるソート・検索機能によって区別が容易であるこ

とから，特定のメールアカウントに限定する必要はない。「特

定のメールアカウントで管理」を必須要件としないよう指針

の見直しを行うべきである。（団体，弁護士） 

電子メールは，事業者がメールアカウント（メールア

ドレス）を分けて保存・管理していない場合，当該アカウ

ントには特定データとその他のデータが混在することと

なるため，立入検査の場面において，審査官自身が特定

の用語による検索を行うなどして，特定データとその他

のデータを区別して検査する必要が生じますが，特定デ

ータを検索し，これを選別する過程で，審査官が特定デ

ータの内容にアクセスしてしまうおそれが強いと考えま

す。また，このような方法は，立入検査の長期化につなが

ることとなります。 

そのため，原案どおりとします。 169 電子データへの対 電子ファイルには，特定データとそれ以外のデータが一つ
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応 のファイルに含まれている場合があるため，弁護士に相談す

るために特定のメールアカウントを設けるなどという非現実

的な対応を前提とすべきではない。欧米等の調査実務と同様

に実施すれば，過大な情報提出を義務付けることなく対応で

きるはずである。（団体） 

170 電子データへの対

応 

「特定のメールアカウント」は，課徴金減免対象被疑行為

に関する社内調査のために新たに作成する必要はなく，通信

の時点において事業者を代表して弁護士に相談する職責にあ

った者が従前より使用していたメールアドレスも含まれると

理解してよいか，明らかにすべきである。（弁護士） 

本取扱いでは，本取扱いの対象となる電子メールを特

定のメールアカウント（対象とならない電子メールを利

用するアカウントとは異なるアカウント）で管理するこ

とを求めています。そのため，お尋ねのような従前より

使用していたメールアカウントには，対象とならない電

子メールが含まれ得ることから，特定のメールアカウン

トに当たりません。 

171 電子データへの対

応 

本取扱い開始前に存在した特定通信を記録した電子メール

について，事後的に件名に要件を満たす表示を付すことは困

難である場合もある。そこで，電子メールについても，物件

と同じように保存箇所のフォルダに必要な表示することで足

りるとすべきである。（団体） 

 電子メールについては，件名を事後的に変更すること

ができないなどの特性を考慮し，一定の条件を満たす場

合には，適切な保管がなされているものとして取り扱い

ます。 

 お尋ねの本取扱いの運用開始前の電子メールは，エク

スポートするなどして別個の電子ファイルにし，①当該

電子ファイルのファイル名に「公取審査規則特定通信」

等の表示を行うとともに，②事業者として管理する特定

の保存箇所に保存した上で，提出命令の際にその旨の申

出等があった場合には，元の電子メールも含めて，本取
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扱いの対象となり得ます。 

172 電子データへの対

応 

依頼者が初めて弁護士に相談を行う場合，本制度について

十分な理解を得ることができていなければ，その最初の通信

に何らかの所定の「表示」（電子メールの場合は「件名」）を

付することや，当該電子メールが特定のアカウントから発信

されることについて，期待できないと思われる。 

例えば，指針案の例示に厳密に準拠していなくとも，弁護

士からの返信では必要な表示がなされた場合には，適切に保

管されているとみなすといった措置が考えられる。（団体，

弁護士） 

電子メールについては，件名を事後的に変更すること

ができないなどの特性を考慮し，一定の条件を満たす場

合には，適切な保管がなされているものとして取り扱い

ます。 

お尋ねの適切な件名を付すことや特定のメールアカウ

ントで管理していなかった電子メールは，事業者が当該

電子メールをエクスポートするなどして別個の電子ファ

イルにし，①当該電子ファイルのファイル名に「公取審

査規則特定通信」等の表示を行うとともに，②事業者と

して管理する特定の保存箇所に保存した上で，提出命令

の際にその旨の申出等があり，適切な件名を付すことや

特定のメールアカウントで管理していなかった理由につ

いて合理的な説明を行う場合には，元の電子メールも含

めて，本取扱いの対象となり得ます。 

173 電子データへの対

応 

日本の弁護士が外国弁護士等から外国競争法に関して法的

助言を受け，それを引用しつつ日本の独占禁止法に関する法

的助言を事業者の特定のメールアカウント宛に送った場合に

は，外国弁護士等の助言部分と，日本の弁護士の助言部分を

一体的に見て，日本の独占禁止法に関する日本の弁護士の法

的助言と認められる場合には，外国弁護士等の助言部分も秘

匿特権の対象となると理解している。 

外国弁護士等の助言等について，それを参考に本取扱

いの対象となる弁護士が自らの法的意見を記載している

など，当該文書等が課徴金減免対象被疑行為に関する法

的意見について事業者と弁護士との間で秘密に行われた

通信の内容が記載されたものと認められる場合には，本

取扱いの対象となり得ます。 

また，外国弁護士等については，御指摘を踏まえ，事業
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加えて，宛先に外国弁護士等が含まれていることのみをも

って本取扱いの対象外とするのではなく，その内容が日本の

独占禁止法に関する日本の弁護士の法的助言を構成する場合

には，本取扱いの対象となる旨を明確にすべきである。（団

体） 

者と弁護士との間の通信の内容を外国弁護士等と共有す

ることのみにより一律に本取扱いの対象外となるもので

はないことを明らかにするため，指針第２の４（２）を修

正しました。 

174 電子データへの対

応 

「電子データの内容を知る者が制限」されているとは，当

該電子データをパスワード管理し閲覧可能な者を限定してい

れば，フォルダへのアクセス制限まで必要でないという理解

でよいか。また，逆に，内容を知るべき者以外に対するフォ

ルダへのアクセス制限が設けられていれば，フォルダ内の１

つ１つのファイルにパスワードをかけることは必要ないとの

理解でよいか。（団体） 

 御理解のとおり，適切な保管の要件を満たすためには，

特定データの内容を知る者の範囲がそれを知るべき者に

制限されていたことが必要であり，その方法については，

パスワード管理やフォルダへのアクセス制限などが考え

られます。 

 第二次判別手続における適切な保管の要件の確認にお

いて，特定行為者には，特定データをパスワード管理し

ていた場合は特定データごとのパスワードとその管理状

況，フォルダへのアクセス制限をしていた場合はアクセ

スを許可されていた者の範囲などを説明していただくこ

ととなります。 

175 電子データへの対

応 

電子メールに限らず，チャットツールやウェブ会議システ

ムを介して事業者と弁護士がコミュニケーションを取ること

もある。この場合も，弁護士との通信の内容を知る者を「知

るべき者」に制限した場合は，「適切な保管」の要件を満たす

との理解でよいか。 

例えば，Microsoft Teams では，弁護士との通信用の特定の

個々の特定のサービスによる通信が本取扱いの要件を

満たすかどうかは個別に見ていく必要があり，現段階で

確定的に判断することは困難ですが，お尋ねのようなサ

ービスによる通信であっても，本取扱いの対象になり得

ると考えます。 
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team の中で，ファイルのやり取りができる。この場合，この

ファイルに関しては，特段取り出して，別途フォルダ等に収

納する必要はないとの理解でよいか。（団体） 

176 電子データへの対

応 

最大限の措置を講じていても，現実には，弁護士との電子

メールを誤って，当該案件に関係ない社内・社外の者に送信

してしまうなどの事故が起きる可能性があるが，このような

場合には，受信者に連絡をして電子メールの廃棄を要請すれ

ば要件を満たすか。（事業者） 

本取扱いの対象となる電子データは，その内容が事業

者と弁護士との間で秘密に行われた通信であって，その

内容を知る者の範囲がそれを知るべき者に制限されてい

たことが必要となります。本取扱いの対象となる電子メ

ールは特定のメールアカウント（対象とならない電子メ

ールを利用するアカウントとは異なるアカウント）で管

理することを求めています。特定のメールアカウントで

管理していれば，お尋ねの事態が生じるおそれは少ない

と考えます。 

仮に，お尋ねの事態が発生した場合に，本取扱いの対

象となるか否かは，事業者からの説明を踏まえ，個別に

判断することとなります。 

177 電子データへの対

応 

特定データを分離して複製することができない場合に，「審

査官等は，判別手続中には特定データを印刷又は閲覧しない」

とされている点について，この印刷又は閲覧がなされていな

いことを物理的に確証するための措置が明記される必要があ

る。 

この点，提出に当たって特定データを保存したフォルダに

パスワードを設定することを認めることを含め，明確な対処

審査官が判別手続中には特定データを印刷又は閲覧し

ないことについては，指針にその旨を明確化しており，

これに従って適切に運用してまいります。 
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が求められる。（弁護士） 

178 供述聴取における

本取扱いの対象と

なる物件等に係る

配慮 

指針案第８において，審査官は判別手続中の物件及び本取

扱いにより還付された物件に記載された特定通信の内容につ

いて聴取を行わない旨を記載したことに賛成する。もっとも，

審査官は当該物件にそもそもアクセスすることができないは

ずであるため，当該規定が適用されるのはどのような場面か

明確にすべきである。また，審査官が聴取を避けるべき事項

を特定するに当たり，当該特定は申出書及び概要文書によっ

てなされ，当該物件自体が審査官に提供されるものでないこ

とを改めて明確にすべきである。（団体） 

賛同の御意見として承ります。 

御指摘の記載は，審査官が，概要文書から判別手続中

の物件及び本取扱いにより還付された物件に係る事業

者・弁護士間の通信の内容を聴取することがないことを

明らかにしたものであり，これらの物件の内容にアクセ

スすることはありません。これらの物件に審査官がアク

セスしないこと，これらの物件が審査官に引き継がれな

いことは規則及び指針から明らかですので，原案どおり

とします。 

179 供述聴取における

本取扱いの対象と

なる物件等に係る

配慮 

特定通信の内容はそれが文書化されているか否かにかかわ

らず秘密が保護されるべきであるから，事業者と弁護士との

間の相談内容については供述聴取を行わないこととすべきで

ある。（弁護士） 

本取扱いは，事業者から本取扱いの求めがあった物件

についてその取扱い等を定めるものですので，供述聴取

における配慮についても当該物件との関係において定め

るものです。 

180 供述聴取における

本取扱いの対象と

なる物件等に係る

配慮 

本取扱いは，供述聴取との関連では，指針案「第８ 供述聴

取における本取扱いの対象となる物件等に係る配慮」という

標題の下に，一定の配慮をするに留まっている。しかしなが

ら，依頼者・弁護士間の通信秘密保護の趣旨からすれば，対

象となる「通信」は，文書，電子データ，供述のいずれの形態

であるかを問うべきではない。（弁護士） 

指針第８の「本取扱いにより還付された物件」は，文書

や電子データを含みます。 

他方，本取扱いは，事業者から本取扱いの求めがあっ

た物件についてその取扱い等を定めるものですので，供

述聴取における配慮についても当該物件との関係におい

て定めるものです。 

181 供述聴取における

本取扱いの対象と

原則として，判別手続中の物件及び本取扱いにより還付さ

れた物件に記載された特定通信の内容について聴取を行わな

お尋ねの事例としては，聴取対象者が自発的に本取扱

いの対象となる物件の内容を話すといった場合が考えら
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なる物件等に係る

配慮 

いとあるが，例外に関しては，秘匿特権制度の実効性を担保

するためにも，限定的に解する必要があり，被聴取者が任意

に話した場合などに限られると理解しているが，想定事例は

何か。（団体） 

れます。 

 

182 供述聴取における

本取扱いの対象と

なる物件等に係る

配慮 

供述聴取において，「原則として」特定通信の内容につい

て聴取を行わないとしているが，「原則として」を削除し，例

外を認めないこととすべきである。特定通信とされればその

通信の秘密は保障されるべきであり，聴取が行われると判別

手続の意義が失われてしまうためである。（事業者，弁護士） 

聴取対象者が自発的に本取扱いの対象となる物件の内

容を話すといった場合が考えられ，そのような場合にま

で聴取を行わないとするものではありませんので，原案

どおりとします。 

183 その他 いわゆる秘匿特権について，「対象となる文書」や電子デ

ータへの対応を含め「適切な保管」とは何を指すかなどにつ

いて，中小企業にもよく理解できるよう，写真やイラストな

どを活用したパンフレットなどを作成し，積極的な広報活動

をしていただきたい。（団体） 

御指摘も踏まえ，周知を行ってまいります。 

184 その他 事案ごとの判断が必要なために指針等における明確化・例

示がなされていない点については，その旨が分かるよう，規

則・指針以外による方法も含めて周知されるべきである。（弁

護士） 

185 その他 規則や指針等において，依頼者が弁護士との間で行った通

信を公正取引委員会等の第三者に開示する必要がないことは

依頼者の権利であることを明記すべきである。（団体） 

独占禁止法第７６条第１項は，「公正取引委員会は、そ

の内部規律、事件の処理手続…その他の事項に関する必

要な手続について規則を定めることができる。」とされ

ています。本取扱いは，同項の規定に基づく規則により186 その他 本取扱いは，審査官の立場から設計されたと見るべき点が
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多岐にわたっており，依頼者による弁護士との法的な相談を

促進することによって法令遵守と適正手続を確保しようとす

る一般的制度とは基本的な性格を異にする制度と評価するほ

かなく，「秘匿特権」，「Attorney Client Privilege」の部

分的実現と表現することさえ適切ではない。（弁護士） 

定められる手続であり，権利を創設するものではありま

せん。 

187 その他 特定通信については，言語は問わないという理解でよいか。

（弁護士） 

特定通信は，日本語以外の言語で行われていた場合を

含みます。 

なお，規則第３条において，「審査手続においては，日

本語を用いる」こととされており，本取扱いに係る手続

においては，日本語で表記することなど，日本語を用い

ることが求められます。 

188 その他 規則案・指針案においては，①例外的に組織内弁護士が含

まれる場合についての具体化の記述の仕方，②外観上の識別

表示に関し，複数の文書が集合的に保管されている場合に各

文書における表示までも要求されない場合があることを認め

ている点等は，一定の評価ができる。（弁護士） 

賛同の御意見として承ります。 

189 その他 事業者が調査協力減算制度を利用するに当たり，公正取引

委員会に対して秘匿特権の対象となる情報を開示することを

希望することも想定される。しかし，その場合，民事訴訟の

原告など，他者に対しては，当該情報開示について秘匿特権

は放棄されておらず，開示されないという保証が必要である。

事業者が第三者に対する秘匿特権を放棄することなく，秘匿

御指摘のような民事訴訟における取扱いは本取扱いの

範囲を超える内容であることから，御指摘の内容を示す

ことは困難です。 
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特権の対象となる情報を公正取引委員会に対して限定的に開

示することができる手続を示すべきである。（弁護士） 

190 その他 事業者の法務部等において違反行為の証拠となる物件や情

報等が存在することは通常考えられないことから，実際の運

用に当たっては，法務部等が違反行為に積極的に関与した疑

いが高いような特段の事情がある場合にのみ，法務部等への

立入検査を検討すべきである。また，事業者の法務部等に対

する立入検査及び提出命令等は，事業者が有する防御権に対

する重大な制約となる可能性をはらむものであり，可能な限

り控えるべきものである。仮に立入検査及び提出命令等を行

う場合であっても，事業者の秘匿特権及び防御権に十分に配

慮した対応となるよう留意いただきたい。（弁護士） 

立入検査の対象場所や留置する文書等については，判

例又は条文上，特に制限があるわけではなく，審査官が

事件調査に必要であると合理的に判断した場合には，法

務部門等も検査対象となります。 

191 その他 公正取引委員会は，法務部門に対して立入検査を行い，法

務部門から提出命令で資料を持ち帰ることを想定している

が，これ自体到底受け入れられるものではない。（団体） 

192 その他 本取扱いは，提出命令（独占禁止法第４７条第１項第３号）

の際に適用される旨が規定されているが，立入検査（同項第

４号）の際の適用については言及されていない。公正取引委

員会は，立入検査時に提出命令を行うのが慣例であるため，

本取扱いは立入検査時の提出命令によって留置された物件に

適用するものと理解しているが，その旨を明確にするため，

本取扱いが立入検査時に留置された物件に適用されることを

本取扱いは提出命令（独占禁止法第４７条第１項第３

号）により留置された物件についての取扱いを定めるも

のですので，提出命令について規定することで足りると

考えます。 

また，提出命令によって留置された物件のうち，特定

物件以外の物件についても，規則第１８条の規定により

閲覧・謄写を行うことができます。他方，本取扱いは，留
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明記すべきである。 

また，閲覧・謄写の対象は，特定物件だけのようであるが，

事業者が本取扱いの求めを適切に行えるよう，留置された全

ての物件を対象とすべきである。さらに，留置された全ての

物件の閲覧・謄写の機会を考慮し，申出書及び概要文書の提

出期限を延長すべきである。（団体） 

置されてから本取扱いの申出を行うものではないため，

概要文書等は期限内に提出していただく必要がありま

す。 

193 その他 本制度の適用場面を，不当な取引制限における課徴金減免

制度対象被疑行為に関する行政調査手続に限定している。 

このような限定は諸外国では例を見ないものであって，依

頼者による弁護士との法的な相談を促進することによって法

令遵守と適正手続を確保しようとする通信秘密保護の趣旨か

らすれば不十分である。独占禁止法に関する調査手続全般と

すべきである。（団体，事業者，弁護士） 

本取扱いは，新たな課徴金減免制度をより機能させる

等の観点から整備するものであり，かかる趣旨に鑑み，

また，他の行政調査手続や司法手続に影響が及ばないよ

うにするため，本取扱いの対象となる手続は独占禁止法

の課徴金減免対象被疑行為に係る行政調査手続に限定し

ています。 

また，そのような影響を及ぼすおそれのない範囲内で，

可能な限り，国際水準との整合性を図るよう留意してい

ます。 

なお，平成３１年３月１２日に公表した「事業者と弁

護士との間で秘密に行われた通信の取扱いについて」に

おいて，「本制度の対象範囲の拡大について，早急に検討

する。この検討に当たっては，本制度の運用開始後の状

況を踏まえ，中小企業に不当に不利益を与えることとな

らないよう，また，他法令への影響を及ぼすことがない

よう，留意する。」としており，今後の検討は，これに沿

194 その他 今回日本において，いわゆる弁護士依頼者間秘匿特権が導

入されることを全面的に支持する。もっとも，今回導入され

るいわゆる弁護士依頼者間秘匿特権は他の法域におけるもの

とは異なるものである。米国，ＥＵその他の主要国では弁護

士依頼者間秘匿特権が認められており，公正取引委員会にお

いても類似の弁護士依頼者間秘匿特権が導入されることが望

ましい。（団体） 

195 その他 本取扱いは，日本における現行の秘密保護制度を正当に拡

張し，当該特権の保護に関して他の法域と平仄を合わせるた
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めの動きとして歓迎する。 

事業者に限らず，個人を含むあらゆる依頼者が利用できる

ようにすべきである。また，特権的取扱いを弁護士作成文書

にも拡張することを検討するよう求める。（団体） 

って行ってまいります。 

196 その他 いわゆる弁護士依頼者間秘匿特権は，特定の違反行為に限

定されることなく独占禁止法全てに関連して対象とされるべ

きであり，それが国際標準にも合致する。 

過度に規範的なルールとすることによって，保護されるべ

きコミュニケーションが保護の対象から外れることを懸念す

る。 

仮に公正取引委員会の権限が及ぶ限度のみで導入すること

が可能であるなどの諸事情があるとしても，確約手続は公正

取引委員会の手続に特有のものであり単独行為（不公正な取

引方法など）を対象としているのだから，単独行為をも対象

とすることについて支障はないはずである。（団体） 

197 その他 犯則調査手続が行われる違反事件も課徴金納付命令の対象

となり行政調査手続が行われるはずであるから，本取扱いは

犯則調査手続も対象とすべきである。（弁護士） 

198 その他 令和元年独占禁止法改正法の附帯決議にあるとおり，本取

扱いを整備するに当たっては，その範囲，要件に関して，我

が国以外の法域において広く認められている弁護士・依頼者

間秘匿特権に関する国際水準との整合性を可能な限り図るよ
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№ 項目 意見の概要 考え方 

う留意した内容とすべきであり，米国連邦民事訴訟規則等に

おいて認められるワークプロダクトの法理に配慮した整備及

び運用を行うべきである。（弁護士） 

199 その他 規則及び指針の施行前に行われた事業者と弁護士との間の

通信のうち，新たな課徴金減免制度の適用対象とならない事

件に係る通信は，本取扱いの対象に含まれないと理解してい

るが，このような本取扱いの対象に含まれない通信であった

としても，事実上，事業者と弁護士との間の通信の秘密が保

護されるよう配慮すべきである。（弁護士） 

200 その他 公正取引委員会が課徴金減免制度において秘匿特権の導入

を決定したことに称賛の意を表し，競争法の分野だけでなく

日本の他の当局もこれに追随することを望む。日本は世界各

国のように，その法制度において秘匿特権を広く適用すべき

である。（弁護士） 

201 その他 今般の秘匿特権の導入に関して，秘匿特権そのものは，十

分なコンプライアンス体制を取るゆとりがない中小企業にと

っては強力な制度であり，秘匿特権の更なる拡大を求める立

場にはあるものの，優越的地位の濫用にまで拡大することに

は慎重であるべきである。（団体） 
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№ 項目 意見の概要 考え方 

202 その他 市場の競争機能が損なわれ，国民生活に重大な影響を及ぼ

す場合，独占禁止法には公正取引委員会による告発義務が規

定されており，同法は企業犯罪の領域をもカバーするものと

考える。今後，事業者側の要望によって，同様の制度が犯則

調査手続の場面にまで拡大されることのないよう求める。（個

人，団体） 

203 その他 消費者の利益を守る法律には，景品表示法，特定商取引法，

消費者安全法などがあるが，調査権限の強さとのバランスを

考慮せずに，違反企業の手続保障を強化すれば，重要な証拠

が隠されることで，行政機関はしっかりと調査を行えなくな

る可能性がある。そのため，本取扱いの対象は，独占禁止法

における不当な取引制限「カルテル・談合」のみとし，その他

の違反行為や法律，特に消費者関連法などへ拡大することの

ないよう求める。（個人，団体）  

204 その他 規制当局に対する透明性を促進するため，海外のいくつか

の管轄区域で行われているように，秘匿特権対象物件につい

て使用免責を与えるべきである。（弁護士） 

本取扱いは，新たな課徴金減免制度をより機能させる

等の観点から，公正取引委員会の行政調査手続において

整備するものであり，御指摘の使用免責まで認めるもの

ではありません。 
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№ 項目 意見の概要 考え方 

205 その他 調査開始前に減免申請した事業者については，公正取引委

員会の調査に協力するインセンティブも高く，事業者からの

調査協力により必要な事実は報告されると期待できる。その

ため，新たな課徴金減免制度を活用する事業者に関しては，

緩和された要件のもとで指針の解釈と運用を行うようにすべ

きである。（弁護士） 

課徴金減免申請に関する情報は，申請の有無も含めて

機微な情報として共有する範囲は限定されるべきものと

考えます。また，多数の者が従事する立入検査において，

御指摘のような対応を行うことは適切でないと考えま

す。 

そのため，原案どおりとします。 

206 その他 適切な保管等の要件が厳格であることから，弁護士との通

信を記録した物件が通常どおり留置され，減免申請の準備の

効率性が大きく減殺され，減免申請制度の利用が抑制される

と懸念される。そのため，調査開始前の減免申請者に立ち入

る場合において，弁護士との秘密の通信を記録した物件は提

出命令の対象にしないとの運用とすべきである。（弁護士） 

 

 

 

  

その他，以下の御意見を頂きました。 

・ 法律専門職秘密保護権（Legal Professional Privilege〔LPP〕）が欧州レベルでどのように適用されるかについての情報を提供する。（団体） 
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２．「独占禁止法審査手続に関する指針」の一部改定（案）に対する意見の概要及びそれに対する考え方 

№ 項目 意見の概要 考え方 

1 第２の２（３）供

述聴取における留

意事項ウ 

「当該メモの作成のために必要な範囲で当該聴取対象者

からの質問に応じるものとする」とあるが，メモ取りやその

質疑に時間が取られ，運用に支障がないようにする必要があ

る。また，供述内容を会社に報告することで，供述の萎縮が

起こらないようにする必要がある。 

供述聴取後のメモ取りについては，新たな課徴金減免制度

をより機能させる観点から整備されるものであり，独占禁止

法の厳正な執行を妨げない範囲での対応をしていただきた

い。（団体） 

御指摘を踏まえつつ，適切に運用してまいります。 

2 第２の２（３）供述

聴取における留意

事項ウ 

複数日にわたって供述聴取が行われる場合には，１日単位

で供述聴取終了後にメモを取ることができることを明確に

すべきである。（団体） 

供述聴取が複数回行われる場合には，各供述聴取の終

了後，メモの作成を認めるものです。審査手続指針第２

の２（３）ウは，その趣旨の記載であるため，原案どお

りとします。 

3 第２の２（３）供

述聴取における留

意事項ウ 

供述聴取終了後のメモ取りについて，最後に「その際，審

査官等は，聴取対象者に対してメモの内容について開示を求

め，又は質問をしてはならない。」という記載を加えるべき

である。メモを聴取場所で取ることを規定したことは評価で

きるが，あくまで聴取対象者が強制されることなく自由意思

で当該メモを作成できる点を明示すべきであるからである。 

（弁護士） 

供述聴取終了後のメモの作成は，聴取対象者の求めが

あったときに認められるものであることから，御指摘の

ように，強制されること，自由意思によらないものとな

ることがないことは，明らかであると考えます。 

なお，審査官等は，メモの作成のために必要な範囲内

で供述聴取者からの質問に応じるものとしており，新た

な課徴金減免制度をより機能させる観点から審査官が当

該メモの内容について開示を求めたり質問をしたりした
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№ 項目 意見の概要 考え方 

としても，それは供述聴取者と審査官等との間の双方の

コミュニケーションであって，それにより聴取対象者に

よるメモの作成が，御指摘のように，強制されること，

自由意思によらないものとなることにはならないと考え

ます。 

4 第２の２（３）供

述聴取における留

意事項ウ 

供述聴取後に違反行為に係る事実の報告等を行う場合も

あり得るため，聴取の時点で課徴金減免申請を行っていない

事業者の従業員等であっても，供述内容に係るメモの作成を

希望する申出があれば認められるか。（団体） 

供述聴取終了後のメモの作成は，新たな課徴金減免制

度をより機能させる観点から認めるものですので，その

対象は，課徴金減免申請者の従業員等である聴取対象者

となります。このことは，「事業者と弁護士との間で秘

密に行われた通信の取扱いについて」（平成３１年３月

１２日公表）において，「課徴金減免申請者の従業員等

は，供述聴取終了後その場でメモを作成することができ

る」として明らかにしています。 

5 第２の２（３）供

述聴取における留

意事項ウ 

改定案では，課徴金減免申請者の役職員が，審査官による

取調べ終了後，その場でメモを取ることを認めているが，課

徴金減免申請者に限らず，公正取引委員会が実施する全ての

事情聴取等を対象とすべきである。（団体） 

6 第２の２（３）供述

聴取における留意

事項ウ 

メモ作成に当たっては，審査官作成のメモを確認すること

を認めるべきである。その上で，合理的な時間で聴取を終了

することとするならば，基本的に賛成する。（団体） 

メモの作成に対し，審査官は，当該メモの作成のため

に必要な範囲で聴取対象者からの質問に口頭で応じるこ

ととなります。メモの作成に当たっては，仮に，審査官

作成のメモがある場合であっても，前記のとおり質問に

応じることで足り，審査官作成のメモの確認までは必要

ないと考えます。 

聴取時間については，既に審査手続指針第２の２（４）

アで明らかにしているとおりであり，引き続き，審査手

続指針にのっとり適切に行ってまいります。 
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№ 項目 意見の概要 考え方 

7 その他 長時間にわたる供述聴取が終了した後では正確なメモが

作成できない場合もある。そこで，将来的には，供述聴取の

間でも必要に応じて随時メモを取ることを認めるべきであ

る。 

また，供述聴取対象者においては，慣れない環境での聴取

であることから，状況によっては不確かな情報に基づいた回

答を行ってしまうことなども考えられる。適正手続の観点か

ら，将来的には，要望があった場合には原則弁護士の同席を

認めるとする運用とすべきである。 

さらに，調査に協力するためには，供述聴取の調書の開示

も認められるべきである。少なくとも将来的には，供述聴取

時の録音・録画・メモの作成が認められるべきである。（団

体） 

供述聴取時のメモの作成については，供述人がメモの

作成に集中してしまい，審査官の質問に対する供述人の

真摯な対応が得られなくなるなどのおそれがあります。 

供述聴取時の弁護士立会いは，聴取対象者である従業

員の供述内容が弁護士を通じて，雇用者である事業者に

伝わり，その結果，社内で懲戒処分等の不利益を受ける

ことを懸念して供述することを躊躇するなどのおそれが

あります。 

供述調書は，読み聞かせ又は閲覧により内容の確認を

してもらっています。また，意見聴取手続において証拠

である供述調書の閲覧等ができます。他方，意見聴取手

続に先だって供述調書の写しを交付するなどした場合，

他の事業者との間で又は事業者内の供述人の間で共有さ

れ，供述調整に用いられるおそれがあります。 

供述聴取時の供述録取過程の録音・録画は，聴取対象

者である従業員の供述内容が視覚的・音声的に把握・記

録されることによって，雇用者である事業者に伝わり，

その結果，社内で懲戒処分等の不利益を受けることを懸

念して供述することを躊躇するなどのおそれがありま

す。 

これらのことから，御指摘の供述聴取時のメモの作成

等は，認められません。 

8 その他 事情聴取中にも，メモを取ることを認めるよう，早急に

改善されたい。加えて，事情聴取等における弁護士の立会

い（又は事情聴取の録音・録画，供述調書の開示）を認め

るべきである。（団体） 

9 その他 聴取対象者は，長時間にわたる供述聴取が終了した後では

正確なメモが作成できない場合もあることから，供述聴取の

間でも必要に応じて随時メモを取ることを認めるべきであ

る。（団体） 
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№ 項目 意見の概要 考え方 

なお，審査手続指針第２の２（４）イにおいても，供

述聴取においては休憩時間を適時適切に確保することと

しており，従前から，原則として休憩時間内に聴取対象

者が記憶に基づいてメモを取ることは妨げられておら

ず，聴取対象者は，供述聴取が終了する前である休憩時

間においても，記憶に基づいてメモを作成することが可

能です。 

10 その他 法務部門を持たない中小企業から要望が強かったメモの

作成が部分的に認められたことについて，中小企業にもよく

理解できるよう，積極的な広報活動をしていただきたい。（団

体） 

御指摘を踏まえつつ，広く周知してまいります。 
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「事業者と弁護士との間で秘密に行われた通信の内容が記録されている物件の

取扱指針」（案）からの変更点 

 
 

変更箇所 成案 原案（パブリックコメント） 

第２の１

（注７） 

課徴金減免対象被疑行為についての社内

アンケート調査結果や役員等へのヒアリン

グ記録等，事実を主たる内容とする文書等

は含まれない。 

 

当該事業者が弁護士に対して相談を行う

ために実施した社内調査結果，弁護士が当

該事業者に対して回答を行うために実施し

た役員等へのヒアリング記録等，事実を主

たる内容とする文書等は含まれない。 

第２の４

(2) 

本取扱いの求めがあった物件が他の行政

機関等の調査等のために提出等されていた

としても，本取扱いの手続に影響を及ぼす

ものではなく，本取扱いの要件を欠くこと

とはならない。 

また，本取扱いの求めがあった物件の内

容が，外国弁護士等に共有されていたとし

ても，新たな課徴金減免制度をより機能さ

せることに資する観点からその共有の必要

性が認められ，特定通信の内容の秘密を保

持するための措置が講じられていると認め

られるときは，本取扱いの要件を欠くこと

とはならない。 

本取扱いの求めがあった物件が他の行政

機関等の調査等のために提出等されていた

としても，本取扱いの手続に影響を及ぼす

ものではない。 

第４の２

(2)イ 

特定物件について，特定通信に当たらな

い内容が記録された文書等（以下「対象外

文書等」という。）が含まれていないこと又

は対象外文書等が含まれている場合には，

特定行為者から公正取引委員会（判別官）

に対して対象外文書等の写しの提出等があ

ったことを確認する。 

対象外文書等とは，例えば，次のものであ

る。 

(ｱ)【略】  

(ｲ) 事実調査資料 

課徴金減免対象被疑行為に関与したとさ

れる役員等に対して行ったヒアリング記

録，課徴金減免対象被疑行為に関する社内

アンケート調査結果等 

(ｳ)【略】  

特定物件について，特定通信に当たらな

い内容が記録された文書等（以下「対象外文

書等」という。）が含まれていないこと又は

対象外文書等が含まれている場合には，特

定行為者から公正取引委員会（判別官及び

審査官）に対して対象外文書等の写しの提

出等があったことを確認する。 

対象外文書等とは，例えば，次のものであ

る。 

(ｱ)【略】  

(ｲ) 事実調査資料 

弁護士，特定行為者の法務部門に所属す

る役員等が課徴金減免対象被疑行為に関与

したとされる役員等に対して行ったヒアリ

ング記録，アンケート調査結果等 

(ｳ)【略】  

別紙５ 
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変更箇所 成案 原案（パブリックコメント） 

第４の３ 

・第５の

２ 

 

第４ 判別手続等（審査規則第２３条の３，

第２３条の４関係） 

１・２【略】 

 

 

３ 特定行為者への確認等 

判別官は，前記２(1)アからウまで又は

同(2)アからオまでのいずれかの該当性

が明らかでない場合には，その旨を特定

行為者に対して連絡し，当該特定物件の

取扱いについての対応（記載内容の誤り

に関するもの等を含む。）を確認するもの

とする。この確認等は，判別手続の期間内

に行うものとする。 

 

第５ 還付手続等（審査規則第２３条の３，

第２３条の４関係） 

１【略】 

 

２ 審査官への引継ぎ等 

(1) 審査官への引継ぎ 

判別官は，前記第４の３の確認等の結

果，前記第４の２(1)アからウまで又は同

(2)アからオまでのいずれかの確認がで

きなかった場合にあっては，当該確認が

できなかった特定物件を審査官に引き継

ぐものとする。 

(2) 特定行為者への通知等 

判別官は，前記(1)の引継ぎをしたとき

は，その旨及びその理由を，遅滞なく，特

定行為者に対して通知するものとする。 

 

３【略】 

第５ 還付手続等（審査規則第２３条の３，

第２３条の４関係） 

１【略】 

 

２ 審査官への引継ぎ等 

(1) 特定行為者への確認等 

判別官は，前記第４の２(1)アからウま

で又は同(2)アからオまでのいずれかの

該当性が明らかでない場合には，その旨

を特定行為者に対して連絡し，当該特定

物件の取扱いについての対応（記載内容

の誤りに関するもの等を含む。）を確認す

るものとする。この確認等は，判別手続の

期間内に行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

(2) 審査官への引継ぎ 

判別官は，前記(1)の確認等の結果，前

記第４の２(1)アからウまで又は同(2)ア

からオまでのいずれかの確認ができなか

った場合にあっては，当該確認ができな

かった特定物件を審査官に引き継ぐもの

とする。 

(3) 特定行為者への通知等 

判別官は，前記(2)の引継ぎをしたとき

は，その旨及びその理由を，遅滞なく，特

定行為者に対して通知するものとする。 

 

３【略】 
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変更箇所 成案 原案（パブリックコメント） 

第７の１

(3)（注 10） 

当該事業者を代表して弁護士に相談する

職責にあった者を介して弁護士に相談した

課徴金減免対象被疑行為に関係する当該事

業者の役員等を含む。 

事業者を代表して弁護士に相談する職責

にあった者を介して弁護士に相談した課徴

金減免対象被疑行為に関係する当該事業者

の役員等を含む。 

第７の２

(2)  

特定行為者は，特定データを複製した記

録媒体について提出命令を受けた後，当該

記録媒体について複製した記録媒体の交付

を受け，災害等により期限内に概要文書の

提出ができないことについて特別の事情が

ある場合を除き，当該交付を受けた日から

２週間以内に，当該特定データに係る次の

アからカまでの事項を特定通信ごとに記載

した概要文書を公正取引委員会（判別官及

び審査官）に対して提出するものとする。 

【以下略】 

特定行為者は，特定データを複製した記

録媒体について提出命令を受けた後，当該

記録媒体について複製した記録媒体の交付

を受け，災害等により期限内に概要文書の

提出ができないことについて特別の事情が

ある場合を除き，当該交付を受けた日から

２週間以内に，当該特定データに係る次の

(1)から(6)までの事項を特定通信ごとに記

載した概要文書を公正取引委員会（判別官

及び審査官）に対して提出するものとする。 

【以下略】 

第７の４

(4)ア 

当該対象外データと同一性が確保された

電子データの提出等があったことを確認す

ること。 

【以下略】 

当該対象外データと同一性が確保された

電子データ（以下「同一性確保データ」とい

う。）の提出等があったことを確認するこ

と。 

【以下略】 

 



確認の結果

弁護士事業者 法的相談

事業者と弁護士との間のやり取り文書

立入検査（課徴金減免対象被疑行為）

（対象とならない文書等が含まれていた場合）

判別官へ引継ぎ
判別手続

概要文書（ログ）の提出
確認事項

事業者と弁護士との間で秘
密に行われた通信の内容を
記録した物件（弁護士への
相談文書等）か
課徴金減免対象被疑行為に
関する法的意見か
適切に保管されていたか
申出書や概要文書の内容は
十分か

対象外文書等の写しの提出等

事業者へ還付 審査官へ引継ぎ

適切な保管の確認本取扱いの求め
（申出書の提出）

課徴金減免対象被疑行為の行政調査手続を対象として，事業者と弁護士と
の間で秘密に行われた通信の内容が記録されている物件の取扱いについて，
独占禁止法第７６条に基づく「公正取引委員会の審査に関する規則」に規定
するとともに，指針を策定

本取扱いの流れ

当該事件の調査に従事して
いない官房の職員を指定

（提出命令から原則２週間以内）

事業者と弁護士との間で秘密に行われた通信の内容が

記録されている物件の取扱い （判別手続のポイント）

提出命令
（封筒等に入れて封をする）

等

参考



課徴金減免対象被疑行為に関する法的意見について事業者と弁護士との間
で秘密に行われた通信の内容を記録した物件で一定の要件を満たすことが確
認されたものは，審査官がその内容に接することなく速やかに事業者に還付

判別手続における確認のポイント等
弁護士
事業者から独立して法律事務を行う弁護士

通信
課徴金減免対象被疑行為に係る独占禁止法に関する法的意見について，
事業者が弁護士に対して秘密に行った相談又はこれに対して弁護士が秘
密に行った回答 ＊ 検査を妨害することなどに関するものは対象外

物件

＊ 対象とならない文書が含まれている場合には，その対象とならない文書の写しの
提出等がなされれば，当該物件は対象として扱う

適切な保管
本取扱いの対象となる物件に，外観上その旨識別できる表示（具体例：
「公取審査規則特定通信」等）がされていること
本取扱いの対象となる物件が事業者として管理する特定の保管場所にお
いて保管され，本取扱いの対象となる物件を保管する場所と対象となら
ない物件を保管する場所とが外観上区別されていたこと
本取扱いの対象となる物件の内容を知る者の範囲がそれを知るべき者に
制限されていたこと

申出書・概要文書の提出

電子データの取扱い

電子データについても，原則として物件と同様に取り扱う。ただし，電子
データの性質等を踏まえ，概要文書の記載内容，判別手続等の一部の取扱
いを別途明確化

対象となる文書の例 対象とならない文書の例

・事業者から弁護士への相談文書
・弁護士から事業者への回答文書
・弁護士が行った社内調査に基づく
法的意見が記載された報告書

・会合の内容が記載された役員等の
手帳やノート
・社内アンケート調査結果
・役員等へのヒアリング記録

必要に応じて，電子データを閲覧可能にしたものを提出するよう求めること
必要に応じて，電子データを特定するための情報（ハッシュ値等）を提出するよう求
めること
対象とならない電子データが含まれている場合には，その対象とならない電子データ
と同一性を確保した電子データ及び同一性確保を示す文書の提出がなされれば，対象
として扱う。（これに代えて，対象とならない電子データを審査官が印刷等できるよ
うにすることを事業者が申し出た場合にも，対象として扱う。）

（事業者と弁護士との間で秘密に行われた

通信の 内容が記録されている物件の取扱い）
判別手続

（事業者と弁護士との間で秘密に行われた

通信の 内容が記録されている物件の取扱い）

事業者と弁護士との間で秘密に行われた通信の内容が

記録されている物件の取扱い （判別手続のポイント）
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